
（平成２２年８月１１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 190 件

国民年金関係 22 件

厚生年金関係 168 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 121 件

国民年金関係 46 件

厚生年金関係 75 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

東京国民年金 事案 8122 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和45年５月から46年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年５月から46年３月まで 

私は、国民年金に加入した年は国民年金保険料を納付することができな

かったが、翌年に母親と一緒に市役所へ出向き、前年度分を含めた２年分

の保険料を納付した記憶がある。申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納

付しており、申立人の両親は、申立期間を含め国民年金加入期間の保険料を

完納している。 

また、申立人は、申立期間後の昭和 46 年度の保険料を 46 年７月に納付し

ていることが被保険者名簿及び申立人が所持する年金手帳から確認でき、当

該納付時点で申立期間の保険料を過年度納付することが可能であったこと、

当時同居していた申立人の長妹は、国民年金の手帳記号番号が 48 年４月に払

い出され、20 歳までさかのぼって保険料を納付していること、弟は、53 年２

月に手帳記号番号が払い出され、資格取得日である 51 年４月までさかのぼっ

て保険料を納付していることなど、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8123 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年４月から同年９月まで 

    私の妻は、国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を

納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加

入期間の国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、昭和55年６月30日に第３回特例納付により18か月分の保

険料を納付していることが附則４条リストから確認でき、当該納付時点で申

立期間の保険料を過年度納付することが可能であり、特例納付保険料よりも

低額の申立期間の保険料を納付しなかったと考えるのは不自然である。 

さらに、申立人は、婚姻後において職業及び住所の変更は無く、申立期間

当時に保険料の納付をすることが困難な状況にあったと確認される事情も見

られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8129 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年４月から同年６月までの期間、同年 10 月から同年 12 月

までの期間及び 63 年７月から同年９月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62年４月から同年６月まで 

             ② 昭和 62年 10月から同年 12月まで 

             ③ 昭和 63年７月から同年９月まで 

私は、昭和 45 年９月に、夫に勧められて国民年金に加入し、その後、主

に夫が国民年金保険料を納付してくれていた。昭和 61 年４月からは口座振

替で納付しており、未納は無いはずである。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に任意加入した昭和 45 年９月以降、申立期間を除き

60 歳に至るまで国民年金保険料をすべて納付しており、申立期間はいずれも

３か月と短期間である。 

また、申立期間の保険料を納付していたとする申立人の夫から、当時の納

付状況を聴取できないものの、オンライン記録によると、申立期間①以降、

納付日は不明であるが、過年度納付を行って申立期間②及び③前後の未納期

間の保険料を納付していることが確認でき、未納期間を生じないよう保険料

の納付に努めていたものと推認される。 

さらに、申立期間当時、申立人の住所に変更は無く、生活状況に大きな変

化は見られないなど、納付を行うことが困難な状況にあったと確認される事

情もみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8130 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年３月及び同年４月の国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから､納付記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 53年３月及び同年４月 

             ② 昭和 54年５月から平成２年７月まで 

    私の元妻は、婚姻期間中、夫婦二人分の国民年金保険料を納めてくれて

いた。申立期間①の保険料が未納とされ、申立期間②が国民年金に未加入

で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、当該期間直前の国民年金保険料は納付済みであり、

当該期間は２か月と短期間である上、夫婦二人分の保険料を納付していたと

する元妻は当該期間の保険料が納付済みであるなど、申立内容に不自然さは

みられない。 

しかしながら、申立期間②については、申立人の元妻が当該期間の保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く､申立人

は、厚生年金保険から国民年金への切替手続及び保険料の納付に関与してお

らず、切替手続を行い、保険料を納付していたとする元妻から当時の切替手

続及び保険料の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不

明である。 

また、元妻は、申立人が昭和 54 年５月に厚生年金保険の資格を喪失したこ

とに伴い、自身の国民年金の資格については任意加入から強制加入に切替手

続を行う必要があったが、当該切替手続を行っておらず、その後、当該期間

中の 58 年 7 月に任意加入の資格を喪失して、当該期間の過半が申立人と同様

に未加入期間となっているなど、申立人の元妻が当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 53 年３月及び同年４月の国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 



                      

  

東京国民年金 事案 8137  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年１月及び同年２月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年１月及び同年２月 

私は、会社退職後の平成８年１月ごろに区役所で、私の厚生年金保険か

ら国民年金への切替手続と妻の種別変更手続を行った。その後、申立期間

の国民年金保険料を含めて私が夫婦二人分の保険料を納付していた。一緒

に納付した妻の保険料が納付済みとされているのに、私の申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は２か月間と短期間の１回のみであり、申立人は、申立期間後の

国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、厚生年金保険から国民年金への切替手続と同時に妻の種

別変更を行い、その後夫婦二人分の保険料を一緒に納付したと説明しており、

妻の申立期間の保険料は納付済みとなっており、夫婦二人の保険料の納付月

が確認できる平成 10 年度から 21 年度までの保険料の納付月はおおむね一致

しているほか、申立人は申立期間後の厚生年金保険から国民年金への５回の

切替手続を適切に行っているなど、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8138                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年６月から同年８月までの期間及び 13 年１月から同年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成８年６月から同年８月まで 

             ② 平成 13年１月から同年３月まで 

私は、大学生のときに納付書が送付されてきたのでアルバイト代から国

民年金保険料を納付していた。また、最初に勤めていた会社を退職して１

か月ほどしてから、送付されてきた切替手続の案内に従って、区の出張所

で国民年金への再加入手続を行い、送付されてきた納付書で保険料を納付

した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②はそれぞれ３か月と短期間であり、申立人は、申立期間

及び第３号被保険者期間を除き国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて

納付している。 

申立期間①については、申立人が所持するオレンジ色の年金手帳は平成８

年 12 月以前に交付されたものであり、申立人は、当該期間直後の８年９月の

保険料を同年 10 月に納付していることから、８年 10 月以前に国民年金の加

入手続を行っていると考えられ、当該期間の保険料は現年度納付することが

可能であり、当該期間後の８年９月から厚生年金保険に加入する直前の 11 年

３月までの保険料を毎月現年度納付していることが確認できる。 

申立期間②については、申立人は、送付されてきた切替手続の案内に従っ

て区の出張所で第２号被保険者から第１号被保険者への種別変更手続を行い、

送付されてきた納付書で当該期間の保険料を納付したと説明しており、申立

人が当時居住していた区では、当該出張所で種別変更手続を行うことができ

たとしているほか、オンライン記録の「第１号・第３号被保険者取得勧奨」



                      

  

では、平成 13 年１月 11 日の第２号被保険者資格喪失に伴う第１号被保険者

資格の加入勧奨が約２か月後の同年３月 21 日に行われたことが「初回勧奨」

として記録されていることから、申立人は、１度目の加入勧奨に従い種別変

更手続を行い、当該時点で納付書が発行されたものと考えられるなど、申立

内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8139 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、付

加保険料を含めて納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年１月から同年３月まで 

    私は、国民年金に任意加入してからは、定期的に国民年金保険料を付加

保険料と併せて納付してきた。申立期間の定額保険料及び付加保険料が未

納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間の１回のみであり、申立人は、申立期間を除く

国民年金加入期間について付加保険料を含む国民年金保険料をすべて納付し

ているなど、申立内容に不自然さは無く、申立期間当時に納付を行うことが

困難な状況にあったと確認される事情もみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加保

険料を含む国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8145                   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年１月から 62 年３月までの期間、63 年４月から平成６年

12 月までの期間、７年２月から８年 11 月までの期間、９年２月から 13 年 11

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56年１月から 62年３月まで 

② 昭和 63年４月から平成６年 12月まで 

③ 平成７年２月から８年 11月まで 

④ 平成９年２月から 13年 11まで 

        私は、申立期間の国民年金保険料を自身で、又は知人を介して納付して

いた。申立期間を含む期間の確定申告書には、納付した保険料額が記載さ

れているので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を含む昭和 48 年分から平成 13 年分までの所得税の確

定申告書（控）を所持しており、昭和 48 年分の社会保険料控除欄には国民年

金保険料額の記載は無いものの、当該年の保険料は納付済みであり、49 年分

から申立期間直前の 55 年分までの確定申告書（控）にそれぞれ計上されてい

る保険料額は、納付済みの保険料額とおおむね一致している。 

また、申立期間の昭和 56 年分から平成 13 年分までの確定申告書（控）に

ついても、社会保険料控除欄に計上されている国民年金保険料の支払額は、

一部の期間に当該年の保険料額と差異が見受けられるものの、各年の保険料

額とおおむね一致していることが確認できる。 

さらに、各確定申告書（控）には、源泉徴収税額、所得金額、各種控除額

等が記載されており、その記載内容に不自然さは認められない上、申立人は

各年の確定申告をする際、自身で領収証書を確認して作成した確定申告書に

税務署に持参する日を提出日として記載した上で、税務署の窓口職員の確認



                      

  

を受けて提出していたと説明しており、提出日の記載が確認できる過半の確

定申告書（控）にはすべて税務署の収受印と同じ日付が記載されているなど、

申立内容の全体を通じて申立人の主張には信憑
ぴょう

性が認められる。 

加えて、申立期間④については、申立人は 60 歳を過ぎた平成９年２月３日

に任意加入していることが確認でき、保険料を納付する意欲があったものと

推察される。 

その上、申立人のオンライン記録には、不自然な不在処理の形跡がうかが

える。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8146 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年４月から 42 年３月までの期間及び同年 10 月から 43 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月から 42年３月まで 

             ② 昭和 42年 10月から 43年３月まで 

私は、区の担当者に勧められて国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料は自宅に来る区の集金人に納付してきた。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月から、申立期間を除き

60歳に至るまで国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立期間①については、特殊台帳によると、直前の昭和 38 年度及び

39 年度の保険料がそれぞれ未納から納付済みに訂正されていることから、納

付時期は不明ながら、各年度の保険料は過年度納付等されたものと考えられ、

当該納付時点において、申立人は申立期間①の保険料を過年度納付又は現年

度納付等することが可能であったと考えられる。 

さらに、申立期間②については、６か月と短期間であり、特殊台帳による

と、申立人は、当該期間を除き前後の昭和 42 年４月から 44 年３月までの保

険料を３か月ごとに現年度納付していることが確認できる。 

加えて、申立期間の前後を通じて申立人の住所や夫の職業に変更は無く、

生活状況に大きな変化は認められないなど、申立内容に不自然さはみられな

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8147 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年４月から 49 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 49年８月まで 

    私は、昭和 42 年 10 月ごろに国民年金に加入し、国民年金保険料の納付

を始めた。43 年４月に転居後は、自宅で集金人に保険料を納付していた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年 10 月に国民年金に任意加入しており、申立期間の国

民年金保険料を、自宅で集金人に納付していたと説明する納付方法は、申立

人が当時居住していた市の「国民年金事業概要」に記載されている市職員に

よる出張検認の収納方法と合致している。 

また、申立人が所持する市の出納員交付の国民年金保険料領収書により、

申立人は、昭和 49 年 10 月 17 日に申立期間直後の同年９月から同年 11 月ま

での３か月分の保険料を納付していたことが確認できるが、同年９月分につ

いては、申立人が所持する当該領収書により平成 21 年８月に記録が納付済み

に訂正されるまで、申立期間と同様に未納とされていたことなど、申立人に

係る記録管理が適切に行われていなかったことがうかがえる。 

さらに、申立期間当時に厚生年金保険に加入していた申立人の夫は、標準

報酬月額が当時の各年の平均給与額とほぼ同額であり、申立期間の保険料を

納付することは十分可能であることなど、申立内容に不自然さはみられない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8148 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年４月から 51 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

                                               

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50年４月から 51年３月まで 

             ② 昭和 53年４月から同年 12月まで      

    私は、昭和 47 年７月から勤務先の会社を通じて夫婦二人分の国民年金保

険料を納付していた。また、会社を 51 年３月に退職した後は、市役所で夫

婦二人分の保険料を納めていた。申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。                   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、前後の期間の国民年金保険料が納付済みである上、

国民年金手帳の記号番号が連番で払い出され一緒に勤務先を通じて保険料を

納付していたとする妻は、申立期間の保険料が納付済みとなっている。また、

申立人の勤務先の会社が国民年金保険料の納付事務を委託した国民年金事務

組合の事業団が保管する国民年金被保険者台帳によると、夫婦の保険料は昭

和 47 年７月から徴収を開始していることが確認できる上、申立人の職場の上

司の証言等から申立人が 51 年３月まで会社に在籍していたことが推認できる

など、申立内容に不自然さはみられない。 

   しかしながら、申立期間②については、申立人が申立期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、

申立期間当時の保険料の納付方法、納付頻度及び保険料額等の記憶が曖昧
あいまい

で

ある上、申立期間直後の 54 年１月から 55 年３月までの保険料については免

除を受けていること、申立人の妻も申立期間の保険料が未納となっているこ

となど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 



                      

  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 50 年４月から 51 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8153   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年度のうち８か月、37 年度のうち３か月及び 38 年４月か

ら同年 11 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年度のうち８か月 

             ② 昭和 37年度のうち３か月 

③ 昭和 38年４月から同年 11月まで 

私は、国民年金の制度発足以降、国民年金の加入手続を行い、国民年金

保険料は夫婦二人分を集金人に納付していたはずであり、60 歳まですべて

納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は８か月、３か月及び８か月といずれも短期間であり、申立人は、

国民年金の制度発足以降60歳到達時まで、申立期間を除き国民年金保険料を

すべて納付している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和36年４月に払い出されて

おり、申立期間の保険料は現年度納付することが可能であったこと、申立人

は、自宅で集金人に保険料を納付し、国民年金手帳に押印してもらっていた

ことを具体的に説明しており、当時の納付方法と合致しているほか、納付し

たとする夫婦それぞれの納付金額は、当時35歳未満であった申立人の保険料

額及び当時35歳を超えていた申立人の夫の保険料額と一致していることなど、

申立内容に不自然さはみられない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8160 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

私の両親は、家族全員の国民年金の加入手続をし、家族の国民年金保険

料は母が納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立期間は 12 か月と短期間であり、申立人の国民年金手帳の記号番号は、

国民年金発足当時の昭和 36 年３月に両親及び兄二人と連番で払い出されてお

り、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて

納付している。 

また、申立人の保険料を納付していたとする母親及び父親は、いずれも国

民年金発足当初から申立期間を含め 60 歳到達時までの保険料をすべて納付し

ており、当時同居していた兄二人も申立期間について保険料は納付済みであ

るなど、申立内容に不自然さはみられない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8161 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年１月から同年３月までの期間及び

53 年 10 月から 54 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年４月から 44年３月まで 

             ② 昭和 50年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 52年 10月から同年 12月まで 

             ④ 昭和 53年７月から 54年３月まで 

私たち夫婦は、私が国民年金の加入手続を行った昭和42年以降、夫婦一

緒に国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、当該期間は３か月と短期間であり、当該期間前後

の期間の国民年金保険料は納付済みである上、申立人が一緒に保険料を納付

していたとする夫の当該期間の保険料は納付済みであること、また、申立期

間④のうち昭和53年10月から54年３月までの期間については、夫が所持する

領収証書により、夫は当該期間の保険料を55年11月21日に過年度納付してい

ることが確認できることなど、申立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間①、③及び④のうち昭和53年７月から同年９月ま

でについては、ⅰ）夫が所持するＡ県民生局国民年金部から郵送された昭和

55年８月25日現在の国民年金保険料の納付状況が記載されたはがきには、昭

和52年度分以前の保険料の納付状況について、「納付月数153」及び「被保険

者月数204」と印字されており、52年度以前の保険料未納期間は51月であった

ことが確認でき、夫の昭和36年４月から38年３月までの未納期間と申立期間

①及び③とを合わせた期間に一致すること、ⅱ）当該はがきには、申立期間

④当時の昭和53年度分の保険料について、「納めるべき月数９」及び「納め



                      

  

るべき金額￥24,570」の印字が、「納めるべき月数６」及び「納めるべき金

額￥16,380」と手書き修正されており、夫が所持する領収証書により、昭和

55年11月21日に当該時点で過年度納付が可能であった53年10月から54年３月

までの６か月分の保険料を納付したことが確認でき、当該納付をした時点で

は、53年７月から同年９月までの３か月間は時効により保険料を納付するこ

とができない期間であったことのほか、夫婦が、これらの期間の国民年金保

険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、こ

れらの期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和50年１月から同年３月までの期間及び53年10月から54年３月までの期間

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8167 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年４月から同年 12月まで 

    私の父は、私の国民年金の加入手続を行い、自身、母、姉及び私の４人

の国民年金保険料を納付してくれていた。両親は当時、飲食店を営んでお

り、経営は順調で経済的に苦しい状態ではなかった。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳時から 60 歳に至るまで、申立期間を除き国民年金保険料

をすべて納付しており、申立期間は９か月と短期間である。 

また、申立人は、申立期間前後を通じて住所に変更は無い上、両親が経営

する飲食店の経営は安定していたと説明しており、申立人及びその家族の生

活状況等に大きな変化は無かったものと考えられ、同居していた両親及び姉

は申立期間の保険料がすべて納付済みとなっているなど、申立人の保険料の

みが未納となっているのは不自然である。 

さらに、申立人の昭和 40 年１月から 41 年３月までの保険料については、

申立人の国民年金手帳の記号番号が 42 年１月に任意加入で払い出されている

が、申立人が所持する複数の年金手帳の検認印の記録などから、昭和 44 年度

より後に当該期間が強制加入期間に訂正されていることが確認できる。この

ことから、当該期間の保険料は、特例納付によりさかのぼって納付されたも

のと考えられ、特例納付した時点で、申立期間の保険料も特例納付すること

が可能であったと推察される。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8174 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 59年１月から同年３月まで 

② 昭和 59年７月から 61年３月まで 

    私は、20 歳から国民年金に加入し、結婚後も免除申請をした時期を除き

継続して国民年金保険料を納付してきた。申立期間が保険料の未納期間及

び国民年金の未加入期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、当該期間は３か月と短期間であり、前後の期間の

国民年金保険料は納付済みである上、当該期間直後の保険料は納期限内に納

付していることが確認できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間②については、申立人が当該期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無いこと、申立人

の所持する年金手帳には、申立人の夫が厚生年金保険に加入した昭和 60 年９

月 26 日に資格喪失し、申立期間直後の 61 年４月１日に第３号被保険者とし

て資格取得したことが記載されていることから、当該期間のうち、60 年９月

から 61 年３月までは国民年金の未加入期間であり、制度上、保険料を納付す

ることができない期間であること、申立人は、当該資格喪失に係る手続を行

った記憶が無いと説明しているが、申立人の第３号被保険者の届出の事務処

理は平成２年９月 10 日にさかのぼって行われたことがオンライン記録で確認

でき、年金手帳の資格喪失及び第３号被保険者資格取得の記載は、申立人が、

当該届出を行った際に行われたものと思われ、当該期間のうち昭和 60 年８月

まで継続して保険料を納付していたと考えるよりは、むしろ当該期間は未納

であって、夫が厚生年金保険に加入した 60 年９月以降の期間についてさかの



                      

  

ぼって未加入期間としたと考えるのが自然であることなど、申立人が当該期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 59 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8175 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52年１月から同年３月まで 

    私たち夫婦は、夫が会社を立ち上げた後に国民年金に加入し、その会社

が厚生年金保険の適用事業所になるまでの間、国民年金保険料を納付して

きた。申立期間の保険料が申請免除とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加

入期間の国民年金保険料をすべて納付しており、前後の期間の保険料は納付

済みである。 

   また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 50 年 12 月に夫婦連番で払

い出され、当時居住していた市の被保険者名簿では、加入当初の 49 年 12 月

から 51 年３月までの保険料は夫婦とも申立期間直前の 51 年 10 月に納付し、

申立期間後の昭和 52 年度から 60 年度までの保険料をすべて納付しているこ

とが確認できること、申立期間及びその前後の期間を通じて申立人夫婦の職

業や住所に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないことなど、申

立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8176 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52年１月から同年３月まで 

    私たち夫婦は、私が会社を立ち上げた後に国民年金に加入し、その会社

が厚生年金保険の適用事業所になるまでの間、国民年金保険料を納付して

きた。申立期間の保険料が申請免除とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加

入期間の国民年金保険料をすべて納付しており、前後の期間の保険料は納付

済みである。 

 また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 50 年 12 月に夫婦連番で払

い出され、当時居住していた市の被保険者名簿から加入当初の 49 年 12 月か

ら 51 年３月までの保険料は夫婦とも申立期間直前の 51 年 10 月に納付し、申

立期間後の昭和 52 年度から 60 年度までの保険料をすべて納付していること

が確認できること、申立期間及びその前後の期間を通じて申立人夫婦の職業

や住所に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないことなど、申立

内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8177 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年 10 月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月 

    私は、結婚当初国民年金に加入しておらず、国民年金保険料を納付して

いなかったが、将来のことを考えて夫婦で国民年金に加入して、保険料を

納付してきたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は１か月と短期間であり、申立人は、国民年金保険料の納付を開

始した昭和 60 年 12 月以降、申立期間直前までの保険料を納付していること、

オンライン記録から、63 年 12 月に申立期間のものと思われる納付書が発行

されたことが確認でき、当該時点で申立期間の保険料を過年度納付すること

が可能であったこと、当時同居していた申立人の両親は、制度発足当初の１

年間を除き国民年金加入期間の保険料をすべて納付していることなど、申立

内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8184（事案 258の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年４月から 58 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56年４月から 58年３月まで 

             ② 昭和 58年４月から 61年３月まで 

    私は、婚姻と同時に国民年金に加入し、昭和 56 年４月に転居した後も国

民年金保険料を納付していた。56 年に保険料の納付をやめた記憶は無く、

58 年に国民年金の資格を喪失した記憶も無い。申立期間①の保険料が未納

とされ、申立期間②が国民年金に未加入で保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人

は納付書により郵便局で保険料を納付していたと主張していたが、申立期間

当時居住していた市では、現年度分の国民年金保険料を郵便局で納付するこ

とはできなかったこと、申立人が所持する国民年金手帳には、任意加入被保

険者の資格喪失日「昭和 58 年４月１日」が記載され、当該日に喪失手続がさ

れたことが確認でき、当時居住していた市では、任意加入期間中の資格喪失

は、行政側で一方的に行うことは無いと証言していることから、資格喪失は

申立人の申出によって行われ、その結果、それ以降の国民年金の納付書が送

付されなかったと考えるのが相当であることなど、申立人が申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらないとして、既に

当委員会の決定に基づく平成 20 年４月 24 日付け年金記録の訂正は必要でな

いとする通知が行われている。 

これに対し申立人は、申立期間当時に居住していた市発行の説明文書であ



                      

  

る「届出をされた方へ（国民年金任意加入被保険者現況届）」を提出すると

ともに、納付場所に関する従前の説明は記憶違いであり、他の場所で納付し

ていたと説明しており、その内容も踏まえ、口頭意見陳述を実施した。 

これについて審議した結果、申立期間①については、申立人から新たに提

出された上記書類により、申立人が昭和 56 年４月の転居後に国民年金の手続

を行っていたことが推認でき、納付場所に関する申立人の新たな説明は当時

の状況と合致しているほか、申立人が保険料を納付していたとする申立人の

子供二人は、20 歳から厚生年金保険に加入するまでの期間について付加保険

料を含めた保険料が納付されており、申立人の国民年金への関心の高さがう

かがえることなどを総合的に勘案すると、申立内容に不自然さはみられない。 

一方、申立期間②については、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情は見当たらないことから、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付して

いたものと認めることはできない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 56 年４月から 58 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8185 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成12年12月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年４月から４年２月まで 

             ② 平成12年12月 

私は、平成３年４月に国民年金に加入して以降、国民年金保険料をすべ

て納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、当該期間は１か月と短期間であり、前後の期間の

国民年金保険料は納付済みであるほか、当該期間の納付書が平成 14 年６月に

発行されていることがオンライン記録から確認できるなど、申立内容に不自

然さはみられない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人が当該期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は当

該期間の保険料を口座振替で納付していたと説明しているが、申立人から提

出された預金取引明細表から、申立人は当該期間後の平成５年８月に口座を

新たに開設し、保険料の引き落としは６年６月から始まっていることが確認

できること、申立人の国民年金の手帳記号番号は６年４月ごろに払い出され

ており、当該期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらないことなど、申立人が当該期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成 12年 12月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案 8186              

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年 10 月から 39 年３月までの期間、45

年４月から 49 年３月までの期間及び 62 年１月から同年３月までの期間の国

民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 10月から 39年３月まで 

             ② 昭和 44年７月から 49年３月まで 

             ③ 昭和 62年１月から同年３月まで 

申立期間①の国民年金保険料は、勤務先の元社長及びその妻が納付して

くれていた。申立期間②及び③の保険料は、私の妻が夫婦二人分の保険料

を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、当該期間は６か月と短期間であり、申立人の国民

年金手帳の記号番号は昭和39年８月に払い出されており、その時点で当該期

間の保険料は過年度納付が可能であるほか、申立人の国民年金の加入手続及

び国民年金保険料を納付していたとする勤務先の元社長及びその妻は、当該

期間の自身の保険料が納付済みであるなど、申立内容に不自然さはみられな

い。 

申立期間②のうち、昭和45年４月から49年３月までの期間については、45

年６月に婚姻した後は夫婦二人分の保険料を納付していたとする申立人の妻

は、自身が20歳となった46年＊月以降の国民年金加入期間の保険料をすべて

納付しており、申立人の妻の手帳記号番号が払い出された同年２月時点で申

立人の45年４月以降の現年度納付書が発行されたものと考えられるなど、申

立内容に不自然さはみられない。 

また、申立期間③については、当該期間は３か月と短期間であり、前後の

 



                      

  

期間の保険料は納付済みであるなど、申立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間②のうち、昭和44年７月から45年３月までの期間

については、申立人の妻が申立人の当該期間の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の妻は、自身が国民

年金に加入する以前の申立人の保険料の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和38年10月から39年３月までの期間、45年４月から49年３月までの期間及

び62年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

である

など、申立人の妻が申立人の当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

 



東京厚生年金 事案 11112～11219（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすること

が必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  

    基礎年金番号  ：   別添一覧表参照 

    生 年 月 日 ：    

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨      

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月５日 

    申立期間の賞与から、厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ社が当該賞

与について、誤って届出を行っていなかった。同社は既に訂正の届出を行っ

たが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の給付に反

映されない記録となっているので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

                             

第３ 委員会の判断の理由   

Ａ社から提出された「平成 18 年冬季賞与支払台帳」により、申立人は、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、「平成 18年冬季賞与支払台帳」の

厚生年金保険料控除額から、＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対して提

出していなかったこと、また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していな

いことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所

11112 男 昭和24年生 150万 円

11113 男 昭和24年生 150万 円

11114 男 昭和25年生 140万 円

11115 男 昭和25年生 140万 円

11116 男 昭和25年生 90万 円

11117 男 昭和25年生 145万 円

11118 男 昭和23年生 88万 7,000円

11119 男 昭和24年生 142万 2,000円

11120 男 昭和27年生 145万 円

11121 男 昭和23年生 79万 9,000円

11122 男 昭和26年生 83万 5,000円

11123 男 昭和26年生 90万 5,000円

11124 男 昭和29年生 96万 円

11125 男 昭和34年生 85万 2,000円

11126 男 昭和31年生 92万 3,000円

11127 男 昭和34年生 83万 2,000円

11128 男 昭和36年生 85万 9,000円

11129 男 昭和35年生 88万 1,000円

11130 男 昭和35年生 93万 4,000円

11131 男 昭和35年生 94万 円

11132 男 昭和36年生 88万 9,000円

11133 男 昭和35年生 98万 9,000円

11134 男 昭和32年生 77万 2,000円

11135 男 昭和30年生 87万 4,000円

11136 男 昭和29年生 88万 4,000円

11137 男 昭和31年生 82万 9,000円

11138 男 昭和25年生 75万 9,000円

標準賞与額



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 標準賞与額

11139 男 昭和27年生 86万 2,000円

11140 男 昭和30年生 90万 7,000円

11141 男 昭和32年生 85万 5,000円

11142 男 昭和32年生 91万 2,000円

11143 男 昭和33年生 100万 6,000円

11144 男 昭和34年生 88万 2,000円

11145 男 昭和35年生 86万 2,000円

11146 男 昭和35年生 93万 円

11147 男 昭和32年生 150万 円

11148 男 昭和35年生 150万 円

11149 男 昭和36年生 85万 9,000円

11150 男 昭和34年生 107万 8,000円

11151 男 昭和36年生 82万 5,000円

11152 男 昭和36年生 93万 8,000円

11153 男 昭和35年生 84万 3,000円

11154 男 昭和37年生 94万 2,000円

11155 男 昭和38年生 81万 9,000円

11156 男 昭和32年生 150万 円

11157 男 昭和32年生 150万 円

11158 男 昭和38年生 91万 9,000円

11159 男 昭和38年生 79万 円

11160 男 昭和38年生 83万 円

11161 男 昭和38年生 82万 9,000円

11162 男 昭和39年生 79万 円

11163 男 昭和35年生 150万 円

11164 男 昭和34年生 150万 円

11165 男 昭和29年生 82万 1,000円

11166 男 昭和34年生 150万 円



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 標準賞与額

11167 男 昭和35年生 78万 8,000円

11168 男 昭和36年生 89万 1,000円

11169 男 昭和36年生 88万 4,000円

11170 男 昭和36年生 81万 3,000円

11171 男 昭和37年生 79万 1,000円

11172 男 昭和37年生 96万 2,000円

11173 男 昭和39年生 80万 5,000円

11174 男 昭和39年生 67万 円

11175 男 昭和39年生 84万 1,000円

11176 男 昭和39年生 84万 8,000円

11177 男 昭和39年生 81万 2,000円

11178 男 昭和39年生 77万 2,000円

11179 男 昭和39年生 83万 円

11180 男 昭和39年生 81万 6,000円

11181 男 昭和39年生 82万 7,000円

11182 男 昭和39年生 85万 9,000円

11183 男 昭和39年生 86万 7,000円

11184 男 昭和39年生 82万 円

11185 男 昭和40年生 86万 7,000円

11186 男 昭和40年生 86万 円

11187 男 昭和40年生 87万 5,000円

11188 男 昭和40年生 72万 9,000円

11189 男 昭和40年生 81万 7,000円

11190 男 昭和40年生 83万 9,000円

11191 男 昭和40年生 79万 9,000円

11192 男 昭和39年生 71万 4,000円

11193 男 昭和32年生 150万 円

11194 男 昭和34年生 150万 円



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 標準賞与額

11195 男 昭和36年生 145万 円

11196 男 昭和32年生 140万 円

11197 男 昭和32年生 75万 円

11198 男 昭和35年生 91万 5,000円

11199 男 昭和40年生 80万 7,000円

11200 男 昭和41年生 74万 7,000円

11201 男 昭和39年生 81万 1,000円

11202 男 昭和41年生 78万 2,000円

11203 男 昭和40年生 77万 6,000円

11204 男 昭和40年生 78万 3,000円

11205 男 昭和39年生 79万 6,000円

11206 男 昭和37年生 145万 円

11207 男 昭和35年生 150万 円

11208 男 昭和34年生 150万 円

11209 男 昭和33年生 80万 8,000円

11210 男 昭和30年生 89万 2,000円

11211 男 昭和33年生 78万 9,000円

11212 男 昭和36年生 150万 円

11213 男 昭和32年生 150万 円

11214 男 昭和32年生 145万 円

11215 男 昭和46年生 67万 2,000円

11216 男 昭和46年生 120万 円

11217 男 昭和43年生 140万 円

11218 男 昭和32年生 150万 円

11219 男 昭和43年生 105万 円



東京厚生年金 事案 11220～11240（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、＜標準賞与額＞（別添一覧表参

照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  

基礎年金番号  ：   別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ＜申立期間＞（別添一覧表参照） 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与

額の記録が無いことが分かった。同社は、記録訂正の届出を行ったが、厚

生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に反映され

ない記録となっているので、給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間に同社から賞与

の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、賃金台帳における当該賞与

額に係る厚生年金保険料控除額から、＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は届出誤りがあったとしており、これを履行していないと認め

られる。 

 



1　/　1

事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住 所 申立期間

11220 男 昭和29年生 平成16年７月10日 35万 6,000円

11221 女 昭和24年生 平成16年７月９日 35万 3,000円

11222 男 昭和21年生 平成16年７月９日 72万 2,000円

11223 男 昭和38年生 平成16年７月９日 41万 6,000円

11224 男 昭和47年生 平成16年７月10日 45万 2,000円

11225 男 昭和42年生 平成16年７月９日 72万 1,000円

11226 男 昭和42年生 平成16年７月10日 48万 6,000円

11227 女 昭和41年生 平成16年７月10日 37万 2,000円

11228 男 昭和46年生 平成16年７月10日 45万 1,000円

11229 男 昭和46年生 平成16年７月10日 39万 5,000円

11230 男 昭和46年生 平成16年７月10日 45万 8,000円

11231 男 昭和45年生 平成16年７月10日 36万 円

11232 男 昭和48年生 平成16年７月10日 30万 5,000円

11233 男 昭和50年生 平成16年７月10日 31万 9,000円

11234 男 昭和49年生 平成16年７月10日 36万 1,000円

11235 男 昭和48年生 平成16年７月10日 24万 5,000円

11236 男 昭和46年生 平成16年７月10日 38万 3,000円

11237 男 昭和48年生 平成16年７月10日 33万 4,000円

11238 男 昭和48年生 平成16年７月10日 38万 3,000円

11239 男 昭和58年生 平成16年７月10日 25万 8,000円

11240 男 昭和50年生 平成16年７月10日 30万 3,000円

標準賞与額



                      

  

東京厚生年金 事案11242 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められることから、

申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和20年９月15日から25年３月31日まで 

年金受給の手続をした時に、申立期間について脱退手当金の支給記録があることを

知った。 

しかし、申立期間の事業所を退職するときには、脱退手当金の説明は無く、脱退手

当金を受給していないので、脱退手当金の支給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１

年５か月後の昭和 26年８月 30日に支給決定されたこととなっており、事業主が申立人

の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人の申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生

年金保険被保険者台帳の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであり、厚生年金

保険被保険者台帳記号番号払出簿の氏名は昭和 59 年４月まで旧姓であることから、申

立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人は、25 年８月に

婚姻し、改姓していることから、申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保険者期間についてはそ

の計算の基礎とされておらず、未請求となっている。しかしながら、申立人が２回の被

保険者期間のうち、最初の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

加えて、申立期間の脱退手当金として支給されたとする額は法定支給額と相違してお

りその原因は不明である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められることから、

申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和23年９月９日から26年４月12日まで 

             ② 昭和27年９月１日から30年12月20日まで 

平成 22 年１月に、年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金の支

給記録があることを知った。 

しかし、脱退手当金を請求したことはなく、請求をするとしたら両申立期間の間に

ある被保険者期間を除くことはありえないので、脱退手当金の支給記録を取り消して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約

２年後の昭和 33 年１月６日に支給決定されたこととなっており、事業主が申立人の委

任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人の申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿、

厚生年金保険被保険者台帳及び厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の氏名は変更

処理がなされておらず旧姓のままであり、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたも

のと考えられるが、申立人は、昭和 31 年３月に婚姻し、改姓していることから、申立

人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるが、両申立期間の間にある被保険者期間について

はその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。しかしながら、申立人が４回

の被保険者期間のうち、２回の被保険者期間を失念するとは考え難い上、未請求となっ

ている被保険者期間の一部と申立期間である２回の被保険者期間は同一番号で管理され

ているにもかかわらず、支給されていない期間として存在することは事務処理上不自然

である。 



                      

  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②に係る脱退手当金を受給していないものと認められることから、

申立期間②に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和18年12月３日から19年１月３日まで 

             ② 昭和19年１月３日から20年８月29日まで 

年金問題が騒がれるようになり、年金記録を確認したところ、申立期間②について

脱退手当金の支給記録があることを知った。 

しかし、脱退手当金が支給された時期は、終戦からＡ国に抑留されていたので、脱

退手当金の請求手続も、受給もできるはずはない。脱退手当金の支給記録を取り消し

てほしい。 

また、申立期間①については、昭和18年12月からＢ社に勤務していたはずなので、

当該期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②の脱退手当金は、オンライン記録上、昭和 21年４月 23日に支給決定さ

れているが、申立人が勤務していたＢ社は、昭和20年８月 29日に厚生年金保険の適

用事業所ではなくなっていることから、事業主による代理請求は考え難い。 

また、Ｃ発行の軍歴確認書により、昭和 20 年３月６日に入隊後、Ａ国の収容所に

入所し、22 年５月 12 日に日本に帰国したことが確認できることから、脱退手当金の

請求に本人の意思が反映されていなかったものと考えられる。 

さらに、申立人の実家に居住していた姉は、「脱退手当金が支給された当時、実

家に申立人の脱退手当金に関する書類等は送られて来ていないし、代わりに受け取

っていない。」と証言している上、申立人の改製原戸籍謄本から、利害関係人によ

る失踪宣告はなされていないことが認められることから、利害関係人が申立人の脱

退手当金を代理請求及び代理受領することは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間②

に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

２ 申立期間①については、申立人が当該期間当時に記帳していた日記から、申立人が

Ｂ社に勤務していたことは推認できる。 

  しかし、Ｂ社は、昭和20年８月29日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、当時の事業主の連絡先も不明であることから、申立人の勤務の実態及び厚生

年金保険料の控除の状況について確認することができない。 

また、Ｂ社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿において、連絡先が確認で

きた９名の従業員に照会したところ、回答のあった複数の従業員は、「自分が入社し

てから、厚生年金保険に加入するまでは相当な期間があった。」と供述している上、

申立人が記憶している同時期に入社したとする同僚の厚生年金保険の資格取得日は、

申立人と同日であることから、同社では、必ずしも入社と同時に厚生年金保険の加入

手続を行っていなかったことがうかがえる。 

このほか、申立期間①に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11249 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ事業所における申立期間に係る資格取得日は昭和 24 年４月１日、資格喪

失日は同年４月５日であると認められることから、申立人の当該期間に係る厚生年金保

険被保険者資格を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：昭和24年４月１日から25年11月１日まで 

厚生年金保険の記録によれば、Ａ事業所に勤務していた申立期間に係る記録が無い。

同時期に働いた同僚二人には記録があり、自分も厚生年金保険料は控除されていたと

思う。また、他の同僚一人も最近、記録の訂正が認められている。当時の身分証明書

や同僚と撮った写真もあり、写真のうち１枚は、その裏に「1949 年 10 月」と書かれ

ており、申立期間においてＡ事業所で勤務していた証明になると思う。申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の証言から、期間の特定はできないものの、申立人がＡ事業所に勤務していたこ

とは推認できる。 

また、Ａ事業所に係る当時のＢ事務所の記録を引き継ぐＣ事務所が提出した厚生年金

保険被保険者の資格取得日及び資格喪失日が確認できる連名式の名簿により、申立人が

昭和 24 年４月１日に資格を取得し、同年４月５日に資格を喪失している旨の記載が確

認できる。  

一方、Ａ事業所に係る事業所別被保険者名簿には氏名及び得喪日等の記載の無い健康

保険番号が確認できる。当該番号のうちの１つは、上記の連名式の名簿において申立人

に付されている番号と一致していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間のうち昭和 24 年４月１日から同年４月５日

までの期間において、申立人が厚生年金保険の被保険者であったと認められる。 

なお、当該期間における標準報酬月額については、上記の連名式の名簿において申立

人の標準報酬月額の記録が確認できないことから、厚生年金保険法及び船員保険法の一



                      

  

部を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に基づき、１万円とする

ことが妥当である。 

一方、申立期間のうち昭和 24 年４月５日から 25 年 11 月１日までの期間について、

同時期に勤務していた同僚３人について厚生年金保険の加入の記録があることから、申

立人は自分も厚生年金保険料を給与から控除されていたとしているところ、上記同僚３

人のうち２人については、社会保険事務所（当時）から提出のあった厚生年金保険個人

別台帳に記録が残っており、オンライン記録においても記録の確認ができる。 

また、上記同僚３人のうち１人については、Ｄ局（申立期間当時はＥ局）が発行した

厚生年金保険資格確認票により、第三者委員会において厚生年金保険の記録を訂正する

旨のあっせんが行われている。 

しかし、Ｃ事務所は、申立人が当該期間について、Ａ事業所で働いたことを確認でき

る資料が無いとしていることから、申立人が当該期間について同事業所で勤務していた

ことを確認することができない。 

また、申立人は同僚と撮った写真を提出しており、そのうち１枚には裏面に「1949

年 10 月」の日付が記されており、申立人は当該日付が正しいものであると主張してい

るが、当該日付が当該期間において記されたものだと判断できる客観的な根拠が無いこ

とから当該写真により勤務の時期を特定することができない。 

さらに、申立人が当時の身分証明証の写しを提出していることから、当該身分証明書

の写しに記載されている記号番号により申立人の雇用期間が確認できないかＣ事務所に

問い合わせたが、同事務所では当時のＡ事業所に係る雇用台帳等を保管しておらず、回

答することができないとしている。 

加えて、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除については、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11255 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係るＡ社における資格喪失日は、昭和 24 年 10 月 21 日と認め

られることから、申立期間①に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正６年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和24年10月１日から同年10月21日まで 

             ② 昭和24年10月 23日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①及びＢ社に勤務していた申立期間②の厚生年金保険

の加入記録が無い。 

履歴書があり、勤務していたことは確かなので厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人から提出された履歴書によると、昭和 24 年 10 月 20

日にＡ社を退社したことが記載されており、申立期間①に同社に勤務していたことが

推認できる。 

また、申立人は当時の従業員の氏名、業務内容及び退社した理由を記憶しており、

照会した従業員の回答によると申立人の業務内容と符合していることから、申立人の

供述は具体性が認められる。 

 したがって、申立人のＡ社における退社日は昭和 24 年 10 月 20 日とすることが妥

当であり、資格喪失日は同年10月21日であると認められる。 

２ 申立期間②について、申立人から提出された履歴書によると、昭和 24 年 10 月 23

日にＢ社に入社したことが記載されており、当該期間に同社に勤務していたことは推

認できる。 

しかしながら、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、事業主の所在も確

認できないことから申立人に係る厚生年金保険の扱いについて確認することはできな

い。 

また、申立人が記憶している同僚４人のうち３人は死亡又は所在が確認できず、も



                      

  

う一人は申立人を記憶しているものの厚生年金保険の扱いについては覚えていないと

供述している。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11256 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記録を

昭和 56年１月５日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12万 6,000円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年１月５日から同年５月１日まで 

 Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。在職証明書にあるよう

に、昭和 56年１月５日から同年５月 31日まで５か月間勤務していたにもかかわらず、

最後の１か月しか記録が無いのは全く不可解である。調査の上、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された在籍証明書、Ｂ社から提出された昭和 56 年の出勤簿及び当時

の上司の供述から判断すると、申立人が、申立期間にＡ社に勤務していたことが認めら

れる。 

しかし、Ｂ社は、当時の資料が無いため申立人の厚生年金保険の扱いについては、不

明としている。 

そこで、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から当時の職員に照会した結果、昭和 56

年１月以降に採用された４人のＣ職の職員から回答があり、全員が採用と同時に厚生年

金保険の被保険者となっていたことが確認でき、そのうち二人は、「Ｃ職は全員厚生年

金保険に加入していた。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 56 年５月の

社会保険事務所（当時）の記録から、12万6,000円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行ったとは認められ

ない。 

 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11269                      

 

第１ 委員会の結論 

     申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得日が昭和 47 年４月１日、

資格喪失日が 49 年９月１日とされ、当該期間のうち、49 年８月 31 日から同年９月１

日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる

被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の同社における資格喪失日を同年９月１日とし、申立期間の標準報酬月額を８万

6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年８月31日から同年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の記録が無い。同社は社

会保険事務所(当時)に訂正の届出を行ったが、年金額算定の基礎とはなっていないの

で、記録を訂正してほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録並びにＡ社より提出された退職金一覧表及び回答から判断すると、

申立人は、同社に昭和 49年８月 31日まで継続して勤務し、申立期間の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 49 年７月の

社会保険事務所の記録から、８万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が当時、申立人に係る事務手続を誤ったと認めていることから、事業主が昭和 49 年

８月 31 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ



                      

  

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11270                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和27年３月５

日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間③の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和24年４月から25年２月１日まで 

         ② 昭和26年２月１日から同年３月まで 

③ 昭和27年３月５日から28年２月21日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①、②及び③の加入記録が無い。同社には申立期間もそれ

ぞれ勤務し、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずであり、当時の給与明細

書を提出するので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③については、雇用保険の加入記録、申立人が所持する給与明細書並びに同

僚及びＡ社の供述等から判断すると、申立人は、当該期間について、同社に継続して勤

務していたことが推認できる。 

また、申立人が所持する昭和28年１月の給与明細書から、厚生年金保険料が給与から

控除されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社の同僚は、「自分が入社した昭和27年初めごろから、申立人は既に熟練

工の正社員として勤務しており、自分は申立人から仕事を習った。」と供述している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間③

について、申立人はＡ社に継続して勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人が所持する昭和28年１月の給与

明細書の保険料控除額から、8,000円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。 

一方、申立期間①及び②については、Ａ社は、当時の人事記録及び厚生年金保険料控

除に関する記録は残っていないとしており、申立人の申立期間①及び②における勤務実

態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の同僚及び従業員に

照会したが、申立人の申立期間①及び②に係る勤務期間を特定することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の事業主による給与か

らの控除について、これを確認できる関連資料は無く周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11275 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を

昭和 50 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年９月１日から同年10月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間にグループ会社内での転籍はあったが、継続して勤務していたので、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された月例給与支給明細書、Ｂ社から提出された申立人に係る船員保

険被保険者台帳及びＡ社の複数の元従業員の供述から、申立人が申立てに係るグループ

会社に継続して勤務し（Ａ社からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間に係る申立人の厚生年金保険の取扱いについて、Ａ社は、「申立人は、

昭和 50 年７月１日からＣ社に派遣されているが、厚生年金保険については、引き続き

Ａ社で厚生年金保険の被保険者となっていた。Ｃ社設立に伴い、申立人の厚生年金保険

の適用を切り替えた。」と回答している。 

また、申立人と同じく昭和 50 年７月１日にＡ社からＣ社に派遣された同僚から提出

された資料によると、Ａ社は、申立期間に厚生年金保険の記録が無いことについて、同

社又はＣ社の事務処理上の転記ミスにより、１か月間の空白が発生したとして、63 年

に、手続誤りを認めていることが確認できる。このことから判断すると、申立人は 50

年 10 月１日まで、Ａ社において厚生年金保険の被保険者資格を有するものと考えるの

が相当である。 



                      

  

また、申立期間の標準報酬月額については、上記月例給与支給明細書における報酬額

及び保険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としているが、Ａ社における資格喪失日が雇用保険の記録における離職日の

翌日と同日となっており、公共職業安定所及び社会保険事務所(当時)の双方が誤って同

じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が昭和 50 年９月１日を資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の厚生年金保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11276 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額を平成

３年２月から４年 12月までは 20万円に、５年１月から同年３月までは９万 8,000円に

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：           

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年２月１日から５年４月30日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が８万円

と低くなっているので、調査して正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社における申立期間の標準報酬月額は、平成５年３月４

日付けで、申立人を含む５名について減額訂正されており、申立人の場合、当初、３年

２月から４年 12月までは 20万円、５年１月及び同年２月は９万 8,000円と記録されて

いたものが、さかのぼって８万円に減額訂正され、申立人が厚生年金保険被保険者資格

を喪失した同年４月30日まで継続していることが確認できる。 

一方、Ａ社の事業主は、「社会保険事務所から呼出しを受け、厚生年金保険料を払い

やすくしてあげるから印鑑を持参するように言われ、社会保険事務所が用意した書類に

実印を押した。」と供述している。また、同社の取締役は「当社は、厚生年金保険料を

含む社会保険料を滞納していたはずだ。」と供述していることから、同社は、申立期間

に厚生年金保険料を滞納していたと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、平成５年３月４日付けで行われた標準報酬月額のそき

ゅう訂正処理は、事実に即したものとは認められず、社会保険事務所において、申立人

の標準報酬月額をさかのぼって減額訂正する合理的な理由は無く、申立期間の標準報酬

月額に係る有効な記録訂正があったとは認められない。このため、当該訂正処理の結果

として記録されている、申立人の３年２月から５年３月までの期間に係る標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、３年２月から４年 12月までは 20万円、

５年１月から同年３月までは９万8,000円に訂正することが必要である。 

 



                      

  

なお、申立期間のうち、平成５年１月から同年３月までの期間に係る標準報酬月額に

ついては、申立人は、Ａ社における給与額は、以前と変更は無く、当該期間の標準報酬

月額は従前の標準報酬月額と同額の 20 万円であると申し立てているところ、申立人が

保管していた預金通帳の明細から、同年１月及び同年２月については、当該期間の標準

報酬月額より高額の給与額が振り込まれていることが確認できる。 

しかし、申立人は、その主張する標準報酬月額に見合う厚生年金保険料の控除を示す

資料を保管しておらず、また、当時のＡ社の事業主は、「既に当社は解散しており関係

資料も残されておらず、申立人の給与からの厚生年金保険料の控除については不明であ

る。」と供述しており、申立人の同僚は保険料控除について記憶していない旨供述して

いることから、申立人が主張する標準報酬月額に見合う厚生年金保険料の控除について、

確認することができない。  

 また、オンライン記録では、平成５年１月の標準報酬月額の随時改定を同年２月５日

に処理した記録があるが、社会保険事務所において、不自然な記録訂正が行われた形跡

は認められない。  

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間の

うち、平成５年１月から同年３月までの期間に係る標準報酬月額について、申立人が主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11277 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 19年３月 24日、資格喪失日

が同年６月１日とされ、当該期間のうち、同年３月 24 日から同年４月１日までの期間

は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期

間とならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同

社における資格取得日に係る記録を同年３月 24 日とし、申立期間の標準報酬月額を 62

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年３月24日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入期間が無いことが判明

し、社会保険事務所(当時)に訂正の届出を行ったが、保険料は時効により納付できず、

申立期間は年金額の計算の基礎とならない期間とされているので、給付されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳一覧により、申立人は同社に平成 19年３月 24日から継

続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 19 年４月の上記賃金台帳一覧にお

ける報酬額及び保険料控除額から、62万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が、申立人の資格取得に係る届出誤りを認めており、申立期間に係る厚生年金保険料

についても、納付していないことを認めていることから、事業主は、これを履行してい

ないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11280 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、平成 15 年 12 月 10 日

のＡ社における標準賞与額に係る記録を77万9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。賞与支給明細書を提出するので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間にＡ社から賞与の

支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賞与支給明細書において確認できる保険料

控除額から、77万9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、Ａ社は３年前に閉鎖し、書類はすべて処分したため不明とし

ており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11281 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を

昭和 38 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 2,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年３月15日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出のあった従業員名簿及び同社の人事担当者の供述から判断すると、申立

人はＡ社に継続して勤務し（昭和 38 年４月１日に同社本社から同社Ｃ出張所に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和 38 年２

月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11282 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記録を昭

和 46年５月 24日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ：  昭和24年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和46年５月24日から同年６月１日まで 

Ａ社に昭和46年５月24日から51年３月25日まで継続して勤務し、厚生年金保険

料を 58か月間控除されていたが、厚生年金保険被保険者の資格取得日は 46年６月１

日と記録され、加入記録が 57 か月間となっている。勤務期間の給与支払明細書を提

出するので、申立期間も厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人がＡ社に申立期間も継続して勤務していたことが確

認できる。 

一方、オンライン記録によれば、申立人のＡ社における厚生年金保険の資格取得日が

昭和 46 年６月１日と記録され、被保険者期間は同年６月から 51 年２月までの 57 か月

とされている。 

これに対し、申立人から提出された給与支払明細書において、昭和 46 年６月から 51

年３月までの期間に支給された各月の給与から、58 か月分の厚生年金保険料が控除さ

れていたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

なお、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づ



                      

  

く標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することになる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出した給与支払明細書

における報酬額から、３万3,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としているが、オンライン記録におけるＡ社に係る申立人の資格取得日は、

同社が加入しているＣ健康保険組合及びＤ厚生年金基金における資格取得日と同日（昭

和 46 年６月１日）と記録されており、社会保険事務所（当時）と当該関係機関（健康

保険組合、厚生年金基金）の双方が誤って同じ資格取得日を記録したとは考え難いこと

から、事業主が昭和 46 年６月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務

所は申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11283 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ製作所における資格喪失日に係る記録を昭和 37

年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年４月17日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが同社に継続して勤務していた。転勤のときの辞令を提出するので、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された社内報及び申立人から提出された辞令から

判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 37 年５月１日に同社Ｂ製作所から

同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ製作所における昭和 37

年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、申立

てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かについて

は、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11284 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を、平成 14年４月は 36万円、同年５月から同年 11月までは 38万円、

同年 12 月は 36 万円、15 年１月から同年３月までは 38 万円、同年４月は 36 万円、同

年５月から同年 11月までは 38万円、同年 12月は 36万円、16年１月は 38万円、同年

２月は 36 万円、同年３月から同年５月までは 38 万円、同年６月は 36 万円、同年７月

は 38万円、同年８月及び同年９月は 36万円、同年 10月及び同年 11月は 38万円、同

年 12月は 36万円、17年１月は 38万円、同年２月は 36万円、同年３月は 38万円に訂

正することが必要である。 

なお、事業主は、申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ：  昭和25年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成14年４月１日から17年４月１日まで     

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実際の給与

と比較して低くなっているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人の申立期間に係る賃金台帳に基づく資料から、申立人は、

申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬

月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社から提出された賃金台帳の報



                      

  

酬額から、平成 14 年４月は 36 万円、同年５月から同年 11 月までは 38 万円、同年 12

月は 36万円、15年１月から同年３月までは 38万円、同年４月は 36万円、同年５月か

ら同年 11月までは 38万円、同年 12月は 36万円、16年１月は 38万円、同年２月は36

万円、同年３月から同年５月までは 38 万円、同年６月は 36 万円、同年７月は 38 万円、

同年８月及び同年９月は 36万円、同年 10月及び同年 11月は 38万円、同年 12月は 36

万円、17年１月は 38万円、同年２月は 36万円、同年３月は 38万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、経理責任者は、

「従業員の標準報酬月額を実際の給与支給額より低く届け出た。」と供述していること

から、事業主は賃金台帳に基づく資料で確認できる保険料控除額に基づく報酬月額を届

け出ておらず、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料についても納付

していないことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額

に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11288                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における申立期間④に係る資格喪失日は、平成４年８月 25 日であると

認められることから、申立人の当該期間に係る厚生年金保険の被保険者資格の喪失日に

係る記録を同年８月25日に訂正することが必要である。 

なお、申立人の平成４年３月から同年７月までの期間の標準報酬月額については 30

万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和54年６月から61年11月１日まで 

             ② 昭和61年11月１日から63年１月１日まで 

             ③ 昭和63年１月１日から平成元年５月１日まで 

             ④ 平成４年３月31日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①、③及び④並びにＢ社で勤務した申立期間②に係る厚生

年金保険の加入記録が無い。それぞれの会社に勤務していたことは確かなので、各申

立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間④について、雇用保険の記録により、申立人が申立期間④においてＡ社で

勤務していたことが確認できる。 

また、オンライン記録により、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成

４年３月 31 日の後の同年８月 25 日付けで遡及
そきゅう

して、申立人に係る同年８月の標準

報酬月額の随時改定の記録を取り消すとともに、申立人の資格喪失日を同年３月 31

日とする処理が行われていることが確認できる。 

さらに、オンライン記録により、前述の資格喪失に係る処理は、Ａ社が適用事業

所でなくなったときに在籍していた元従業員 24 名全員について行われていることが

確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、平成４年８月 25 日付けで行われた当該遡及
そきゅう

に係る

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所（当時）が行った当該遡及
そきゅう

処理に合理的な理由は無く、適正な処理があったとは認められないことから、申立人



                      

  

のＡ社における申立期間④に係る資格喪失日は、当該遡及
そきゅう

処理が行われた同年８月

25日であると認められる。 

なお、申立期間④のうち平成４年３月から同年７月までの期間の標準報酬月額につ

いては、申立人の平成４年２月のオンライン記録から、30 万円とすることが妥当で

ある。 

一方、平成４年８月 25 日から同年 11 月１日までの期間については、前述の 24 名

のうち、元従業員２名が提出した給与支払明細書により、同年７月までは厚生年金保

険料が控除されているものの、同年８月からは控除されていなかったことが確認でき、

また元従業員３名も、「Ａ社は平成４年８月から厚生年金保険料の控除をしなくなっ

た。」と回答していることから、申立人が、当該期間に係る厚生年金保険料を給与か

ら控除されていたとは認められない。 

２ 申立期間①について、申立人の雇用保険の加入記録により、申立期間①のうち、昭

和 56年９月 21日から 61年 10月 31日までの期間において、申立人がＡ社に勤務し

ていたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、平成元年５月１日

であり、申立期間①当時、同社は適用事業所となっていない。 

また、オンライン記録により、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となってから適用

事業所でなくなるまでの期間に被保険者となっている元従業員 40 名のうち、連絡先

を把握できた 18 名に照会したところ、申立期間①当時も同社で勤務していたと回答

した元従業員は３名いたが、申立期間①に係る厚生年金保険料を給与から控除されて

いたことについて確認することができなかった。 

さらに、申立人は、申立期間①のうち、昭和60年10月から61年11月までの期間

において国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について、確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

       ３ 申立期間②について、申立人が提出した「昭和 62 年分の給与所得の源泉徴収票」

により、申立人が申立期間②のうち一部期間においてＢ社に勤務していたことは認め

られる。 

         しかしながら、オンライン記録により、事業所検索を行ったところ、Ｂ社は、厚生

年金保険の適用事業所となった記録は無い。 

また、前述の源泉徴収票によれば、給与等から控除された社会保険料等の金額が２

万 1,450円であることが確認できるが、当該金額は、給与支払金額に基づく雇用保険

料と一致しており、Ｂ社が申立人の給与から厚生年金保険料を控除していなかったこ

とが推認できる。 

さらに、申立人は、申立期間②において、国民年金保険料を納付していることが確



                      

  

認できる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について、確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

  ４ 申立期間③について、申立人の雇用保険の加入記録により、申立人はＡ社に勤務し

ていたことは認められる。 

    しかしながら、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは平成元年５月１日で

あり、申立期間③当時、同社は適用事業所となっていない。 

    また、オンライン記録により、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となってから適用

事業所でなくなるまでの期間に被保険者となっている元従業員 40 名のうち、連絡先

を把握できた 18 名に照会したところ、申立期間③当時も同社で勤務していたと回答

した元従業員は３名いたが、申立期間③に係る厚生年金保険料を給与から控除されて

いたことについて確認することができなかった。 

    さらに、申立人は、申立期間③において、国民年金保険料を納付していることが確

認できる。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について、確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11289                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたと認められることから、申立人のＡ社における申立期間

に係る標準賞与額の記録を、平成 18年 12月 22日は 28万 5,000円に、19年６月 22日及

び同年12月17日はそれぞれ73万7,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成18年12月22日 

② 平成19年６月22日 

③ 平成19年12月17日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①、②及び③の標準賞与額が実際の厚生年金保

険料の控除額に見合う標準賞与額と相違している。それぞれの賞与支払明細書を提出す

るので、各申立期間の標準賞与額の記録を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した賞与支払明細書により、申立人は、申立期間①、②及び③のそれぞれ

の期間においてＡ社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、申立人のＡ社における賞与支払明細書に

おいて確認できる保険料控除額により、申立期間①については 28 万 5,000 円、申立期間

②及び③についてはそれぞれ73万7,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届に誤りが

あったことを認めており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る平成 18

年 12月 22日、19年６月 22日及び同年 12月 17日の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料（訂正前の標準賞与額に基づく



                      

  

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11293 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成８年２月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を20万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年12月16日から８年２月１日まで 

Ａ社又はＢ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

い。平成７年４月にＡ社に入社し、社名がＢ社に変わってからも引き続き勤務してい

たので、申立期間も厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の同僚の供述により、申立人が申立期間にＢ社に勤務し

ていたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、Ｂ社は、平成８年２月１日に厚生年金保険の適用事

業所となっており、申立期間においては適用事業所にはなっていないことが確認できる。 

しかしながら、申立人と同様、Ａ社における厚生年金保険の被保険者資格を平成７年

12 月 16 日に喪失後、８年２月１日にＢ社において資格を取得していた同僚 17 人のう

ち 16 人については、その後、Ａ社における資格喪失日の記録が同年２月１日に訂正さ

れ、いずれも申立期間の厚生年金保険の記録が継続していることがオンライン記録にお

いて確認できる。 

また、当該記録訂正された同僚は、「Ｂ社を退職後、厚生年金保険記録に欠落がある

ことが判明したので、同社に連絡して訂正してもらった。」と供述しており、同人から

提出された給与明細書により、申立期間において厚生年金保険料が控除されていたこと

が確認できる。このことから、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所になるまでの期間にお

いては、Ａ社において厚生年金保険に加入させていたものと考えられる。 

また、Ｂ社は、「申立期間当時の従業員に係る資料が保存されていないので、申立人



                      

  

の勤務の状況や厚生年金保険料の控除等については分からない。」と回答しているが、

当時の給与事務担当者は、「申立人の申立期間当時の厚生年金保険料は控除していたは

ずである。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日

に係る記録を平成８年２月１日とすることが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年 11 月の

オンライン記録から、20万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11294 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標準報酬月額の記録を

53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年１月１日から３年４月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の標準報酬月額が、給与支給額より大幅に低くなっている。

同社には取締役として勤務していたが、標準報酬月額の引下げについては関知してい

ないので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額は、当

初、平成２年１月から３年３月までの期間は 53 万円と記録されていたところ、同社が

厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（平成４年１月 31 日）の後の４年４月２日

付けで、申立人を含む 14 人の標準報酬月額の記録がさかのぼって減額訂正されており、

申立人の場合、申立期間について８万円へと訂正されていることが確認できる。 

一方、Ａ社の商業登記簿謄本から、申立人は、当該訂正処理が行われた日以前の平成

３年 12月 20日に取締役を辞任していることが確認でき、当時の他の役員は、申立人は

営業担当の役員であった旨供述していることから、申立人が当該訂正処理に関与してい

たとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該訂正処理をさかのぼっ

て行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められ

ず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た

53万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11295 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を14万2，000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否か

については、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年５月16日から同年10月１日まで 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準報酬月額が給与

から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額より低い。給与支給明細書を提出す

るので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した給与支給明細書から、申立人は、その主張する標準報酬月額（14

万 2,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

なお、標準報酬月額について、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。したがって、申立期間の標準報酬月額

については、給与支給明細書の報酬額及び保険料控除額から、14 万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、当

時の資料等が保管されていないこと等から不明としており、これを確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立期



                      

  

間に係る申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行っ

たとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11298 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）本社における資格喪失日に係る記

録を昭和47年12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年11月30日から同年12月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。同社には、昭和46年４月

１日から現在まで継続して勤務しているので、申立期間も厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社から提出された在籍期間証明書から判断すると、申立人

がＡ社に継続して勤務し（昭和47年12月１日にＡ社本社から同社Ｃ工場に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和47年10月

の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和47年12月１日と届け出たにもかか

わらず、社会保険事務所がこれを同年11月30日と誤って記録するとは考え難いことから、

事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年11月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11304 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 52年２月１日から 53年４月１日までの期間の厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人

のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日を 52 年２月１日、資格喪失日を 53

年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 52 年２月及び同年３月は

10 万 4,000 円、同年４月から 53 年３月までは 13 万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和50年５月１日から53年４月１日まで 

    厚生年金保険の記録によれば、Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。しかし、申立期間は同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 52年２月１日から 53年４月１日までの期間については、雇

用保険の加入記録及び複数の同僚の供述から、申立人が当該期間においてＡ社に勤務

していたことが認められる。 

また、Ａ社で同じ営業業務を行っていた同僚には、厚生年金保険の被保険者として

の記録が存在する。 

さらに、申立人及び同僚が証言した当時のＡ社の従業員数とオンライン記録上の厚

生年金保険被保険者数がおおむね一致するため、当時、同社ではほぼすべての従業員

が厚生年金保険に加入していたと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、当時のＡ社の同年齢の同僚の標準報酬

月額の記録から、昭和 52年２月及び同年３月は 10万 4,000円、同年４月から 53年

３月までは13万4,000円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

社は既に解散しているため、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない

が、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、そ

の後、被保険者報酬月額算定基礎届や被保険者資格の喪失届を提出する機会があった

こととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所（当時）が当該届出を記録し

ておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事

務所へ被保険者資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る昭和 52年２月から 53年３月までの保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

２ 申立期間のうち、昭和 50年５月１日から 52年２月１日までの期間については、Ａ

社の同僚の供述及び申立人から提出された社員旅行の写真から、期間は特定できない

ものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は既に解散しており、当時の事業主も死亡していることから、同社及

び当該事業主から、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない。 

また、申立人に係る当該期間における雇用保険について、加入記録が確認できない

ところ、雇用保険の加入記録が確認できる同僚及び従業員４人のうち３人は、雇用保

険の加入日と厚生年金保険の資格取得日が一致していることから、当時、Ａ社では雇

用保険と厚生年金保険の資格取得日を同日にしていたことがうかがえる。 

このほか、申立人の当該期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の事業主による給

与からの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11305 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年 11 月１日から４年４月 30 日までの期間の標準報酬月額は、事業

主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月額であったと認められることから、

当該期間に係る標準報酬月額を２年 11月から３年９月までは 16万円、同年 10月から

４年３月までは17万円に訂正することが必要である。 

また、申立人のＡ社における資格喪失日は、平成４年６月１日であると認められる

ことから、厚生年金保険の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、平成４年４月及び同年５月の標準報酬月額については、事業主が社会保険事

務所に届け出た17万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年11月１日から４年６月１日まで 

    厚生年金保険の加入記録によると、Ａ社での厚生年金保険被保険者の資格喪失日が

平成４年４月30日となっているが、同年５月31日まで勤務していた。 

また、同記録では、平成２年 11 月から４年３月までの標準報酬月額が当初の標準

報酬月額より低くなっている。当該期間において給与の減額は無かったので、厚生年

金保険の被保険者期間及び標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成２年 11月１日から４年４月 30日までの期間に係る標準報酬

月額については、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなく

なった同年５月 21 日より後の同年 12 月４日付けで、２年 11 月から３年９月までは

16万円から 11万 8,000円に、同年 10月から４年３月までは 17万円から 11万 8,000

円にさかのぼって減額訂正する処理が行われたことが確認できる。 

しかし、社会保険事務所において、上記遡及
そきゅう

訂正処理を行う合理的な理由は見当

たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人の当該期間に係る標準報酬月額について、有

効な記録訂正があったとは認められず、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、事

業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成２年11月から３年９月までは 16万円に、



                      

  

同年10月から４年３月までは17万円に訂正することが必要である。 

２ 申立期間のうち、平成４年４月 30 日から同年６月１日までの期間については、雇

用保険の加入記録により、申立人が当該期間にＡ社に継続して勤務していたことが

確認できる。 

一方、オンライン記録では、申立人のＡ社における被保険者資格喪失日は、同社が

厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成４年５月 21日より後の同年 12月４日付

けで、さかのぼって同年４月30日と記録されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所においてＡ社が厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなった後に、申立人の資格喪失に係る処理をさかのぼって行う合

理的な理由は無く、当該処理に係る記録が有効なものとは認められず、申立人の同社

における資格喪失日は、雇用保険の加入記録における離職日の翌日である平成４年６

月１日に訂正することが必要である。 

なお、平成４年４月及び同年５月の標準報酬月額については、事業主が社会保険事

務所に、当初届け出た17万円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11309 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社本社における資格取得日に係る記録を昭和 27 年２

月19日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和27年２月19日から同年８月10日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。給与明

細書を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行ったも

のである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び申立人から提出された給与明細書から、申立人がＡ社に継続

して勤務し（昭和 27年２月 19日にＡ社Ｂ支店から同社本社に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書において確認できる社会

保険料控除額から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は既に解散しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。  



                      

  

東京厚生年金 事案11312 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申立期間に係る資格

喪失日（平成７年 10月 26日）及び資格取得日（８年２月１日）を取り消し、申立期間

の標準報酬月額を17万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年10月26日から８年２月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。勤務した

期間中に外勤から内勤に変わったことはあったが、申立期間に退職や雇用条件の変更

などは無い。給与振込みの口座記録を提出するので、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社において平成７年３月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し､

同年 10 月 26 日に資格喪失した後､８年２月１日に同社において再度被保険者資格を取

得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、オンライン記録から、申立期間当時にＡ社において被保険者であったことが

確認できる複数の従業員に照会したところ、申立人は中途退職することなく、申立期間

も継続して同社に勤務していた旨供述している。 

また、申立人が所持する預金通帳の明細から、申立期間においてＡ社より毎月給与額

が振り込まれていることが確認できることから、申立期間も継続して同社に勤務してい

たことが確認できる。 

さらに、上記給与振込額は、申立期間以前における社会保険料等を控除後の額とほぼ

同額であることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間においても厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 



                      

  

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与振込額及び申立人のＡ社におけ

る平成７年９月のオンライン記録から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主から、

申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会

保険事務所（当時）がこれを記録することは考え難いことから、事業主が、社会保険事

務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る平成７年 10 月から８年１月までの期間の保険料について納入の告

知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に

係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11313 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の標準報酬月額を 38 万円

に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年９月１日から５年６月26日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、それ

以前の標準報酬月額より低くなっている。申立期間も給与の減額は無かったので、正

しい記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における標準報酬月額は、申立人が同社にお

いて被保険者資格を喪失した平成５年６月 26日より後の同年９月 13日付けで、当初記

録されていた 38万円から 18万円にさかのぼって減額訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社において、申立人と同様に平成５年９月 13 日付けで標準報酬月額がさか

のぼって減額訂正されている者が26人確認できる。 

さらに、滞納処分票により、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険料等の滞納が

あったことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成５年９月 13 日付けでさかのぼって行われた訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において、申立人の標準報酬月

額の減額訂正処理をさかのぼって行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な

記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が

社会保険事務所に当初届け出た38万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11324 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ事務所における資格喪失日に係る記録を昭和 22

年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を600円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和22年３月31日から同年４月１日まで 

昭和 15 年から継続してＡ社に勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の長男が、申立人の年金記録の訂正を求めて行

ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事記録及び事業主の供述から判断すると、申立人が同社に継続

して勤務し（Ａ社Ｂ事務所から同社Ｃ事務所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社は資格喪失の手続に誤りがあったことを認めているこ

とから、申立期間における資格喪失日を昭和22年４月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事務所における昭和 22

年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、600円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は届出の誤りを認めており、事業主が昭和 22年３月 31日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11325                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を平成 13 年８月

21日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を22万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②のうち、平成 13年９月３日から 16年９月１日までの期

間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、

13 年９月から 15 年３月までは 22 万円、同年４月から 16 年３月までは 26 万円、同年

４月から同年８月までは28万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

一方、申立期間②のうち、平成 16 年９月１日から 19 年 12 月１日までの期間におけ

る標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、16 年９月から 17 年８月までは 28 万円、

同年９月から 18年８月までは 30万円、同年９月から 19年８月までは 28万円、同年９

月から同年 11 月までは 32 万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条

本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、訂正前の

19万円とされている。 

しかしながら、申立人は、当該期間について、平成 16 年９月から 18 年６月までは

28 万円、同年７月及び８月は 30 万円、同年９月から 19 年 11 月までは 32 万円の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の当該期間における標準

報酬月額に係る記録を、16 年９月から 18 年６月までは 28 万円、同年７月及び８月は

30万円、同年９月から19年11月までは32万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

申立期間②のうち、平成 15 年 12 月 25 日に支給された賞与について、その主張する

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、同年 12 月 25 日の標準賞与額に係る記録を 20 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成13年８月21日から同年９月３日まで              

② 平成13年９月３日から19年12月１日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間①の加入記録が無く、申立期間②については

厚生年金保険の標準報酬月額が給与の報酬額及び厚生年金保険料の控除額に見合う標

準報酬月額より低く、また標準賞与額の記録が無い。申立期間②の一部は同社の事後

訂正の届出により、記録訂正されたが、年金額の給付には反映されない記録となって

いる。各申立期間の保険料控除額が確認できる給料台帳等を提出するので、申立期間

①を被保険者期間として認めて、申立期間②を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人が所持する平成 13 年９月分の給料台帳の写しにより、

申立人は、Ａ社に平成 13 年８月 21 日から勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給料台帳の写しにおいて確認でき

る保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。  

２ 申立人は、申立期間②のうち、平成 13 年９月３日から 16 年９月１日までの期間の標

準報酬月額及び 15 年 12 月 25 日の標準賞与額の相違について申し立てているところ、

オンライン記録では標準報酬月額については、13年９月から15年８月までは17万円、

同年９月から16年８月までは19万円と記録されており、15年12月25日の標準賞与額



                      

  

については記録が無い。 

しかし、平成13年10月、同年12月及び14年１月の給与については、申立人が所持

していた給料台帳の写しにより、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料が給与から控除されていることが認められる。 

また、平成 13 年 11 月の給与については、上記給料台帳の写しは無いが、前後の期間

において厚生年金保険料が控除されていることから、同月においても引き続き同額の保

険料が控除されていたと考えるのが相当である。 

さらに、平成 14 年２月から 15 年 12 月までの給与については、申立人所持の年末調

整一覧表の写しにより、また 16 年１月から同年８月までの給与については、申立人所

持の源泉徴収簿の写しにより、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

が給与から控除されていることが認められる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記給料台帳等の保険料控除額又

は報酬額から平成13年９月から15年３月までは22万円、同年４月から16年３月まで

は26万円、同年４月から同年８月までは28万円にすることが妥当である。 

３ 一方、申立期間②のうち、平成 16 年９月１日から 19 年 12 月１日までの標準報酬月

額は、オンライン記録によれば当初 19 万円と記録されたが、当該期間に係る保険料の

徴収権が時効により消滅した後の21年11月に、16年９月から17年８月までは28万円、

同年９月から 18年８月までは 30万円、同年９月から 19年８月までは 28万円、同年９

月から同年 11 月までは 32 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定により、年金額の基礎となる標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（28 万円、

30 万円及び 32 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（19 万円）となって

いる。 

しかしながら、申立人が所持していた申立期間に係る源泉徴収簿の写しにより、申立

人は、当該期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、上記源泉徴収簿の写しにおいて確認でき

る保険料控除額又は報酬額から、平成 16 年９月から 18 年６月までは 28 万円、同年７

月及び同年８月は30万円、同年９月から19年11月までは32万円とすることが妥当で

ある。 

一方、平成 15 年 12 月 25 日の標準賞与額については、申立人所持の年末調整一覧表

の写しにより、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除さ

れていることが認められる。 

なお、当該期間の標準賞与額は、年末調整一覧表の支給額から、20 万円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の申立期間②に係る標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して誤って提出

し、また、賞与届を提出していないことを認めており、申立期間②に係る厚生年金保険

料についても納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認め



                      

  

られる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11328 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係るＡ社における資格喪失日は、昭和 53年８月 31日であると

認められることから、申立期間①の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、13 万 4,000 円とすることが妥当であ

る。 

また、申立人は、申立期間②のうち、昭和 56 年４月の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＢ社における資格喪失

日に係る記録を同年５月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 19 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和53年３月31日から同年８月31日まで 

② 昭和 56年４月 30日から同年７月１日まで 

Ａ社で勤務した期間のうちの申立期間①及びＢ社に勤務した期間のうちの申

立期間②の加入記録が無い。各申立期間にそれぞれの会社に勤務していたので、

両申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、雇用保険の記録により、申立人が、昭和 53 年８月 30 日まで、

Ａ社に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人を含む 10 人の従業員の同社

における被保険者資格喪失日が、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭和 53

年６月 15日の後の同年 12月 13日に、さかのぼって同年３月 31日と処理されているほ

か、同社の従業員 26 人の被保険者資格喪失日がさかのぼって訂正されており、このうち

の５人の被保険者資格喪失日は、当初、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった

後の日付けであったものを同年３月 31 日にさかのぼって訂正処理されていることが確認



                      

  

できる。 

また、Ａ社の従業員は、昭和 53 年９月まで７人くらい勤務しており、同社の経営状態

は良くなかったが、同年８月までは給与が支給されており、厚生年金保険料を控除され

ていたと供述していることから、申立期間①において、同社が厚生年金保険の適用事業

所としての要件を満たしていたと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）が、申立人について、昭和 53

年３月 31 日に被保険者資格を喪失したとする処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失

処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社における資格喪

失日は、雇用保険の記録における離職日の翌日である同年８月 31 日であると認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、昭和 53 年２月の社会保険事務所の記録

から、13万4,000円とすることが妥当である。 

申立期間②については、申立人から提出された昭和 56 年分の源泉徴収票に、56 年６

月 30 日退職と記載されていることから、申立人は当該期間においてＢ社に勤務していた

ことが認められる。 

また、上記源泉徴収票に記載されている社会保険料控除額は、社会保険事務所に記録

されている当時の標準報酬月額から算出すると、４か月分の保険料額とおおむね一致し

ており、Ｂ社の当時の社会保険事務・経理補助担当者は、同社の保険料控除は当月控除

であると供述していることから判断すると、申立人は、申立期間②のうち、昭和 56 年４

月 30 日から同年５月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

 なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 56 年３月の社会保険事務所の記録か

ら、19万円とすることが妥当である。 

 一方、オンライン記録によると、Ｂ社は昭和 56 年４月 30 日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、その後は当該期間を含めて適用事業所としての記録が無い。

しかし、同社は、当該期間当時、法人の事業所であり、申立人の供述及び同社に係る商

業登記簿謄本から、同日においては５人以上の従業員を使用する事業所であったことが

認められることから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていた

ものと判断される。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主の連絡先が不明なため照会することができないが、事業主は、申立人の当該期間にお

いて適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認め

られることから、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 一方、申立期間②のうち、昭和 56 年５月１日から同年７月１日までの期間については、

申立人から提出された昭和 56 年分の源泉徴収票に記載されている社会保険料控除額から、

同年５月及び同年６月の厚生年金保険料が控除されていないと認められることから、当

該期間は、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律の対象と認

められないためあっせんは行わない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11330 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得日

に係る記録を昭和 23 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 600 円とするこ

とが必要である。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、Ｄ社（現在は、Ｂ社）Ｅ支店における資格取得日に

係る記録を 26年 11月 22日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

 １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和23年４月１日から同年５月１日まで 

② 昭和26年11月22日から同年12月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①及びＤ社に勤務した期間のうちの申立期間

②の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間①については、学校を卒業した昭和

23 年４月１日に正社員として入社し、また、申立期間②に支店間の異動はあったが、

継続して勤務していたので、各申立期間も厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社Ｃ支店で勤務していた従業員の供述により、申立人が当該

期間に同社同支店に勤務していたことは推認できる。 

また、Ｂ社は、当時、新卒者は４月に採用していたはずである旨供述しており、Ａ社

Ｃ支店に当該期間の前後の年（昭和 21 年、22 年及び 24 年）に、新卒で入社した複数

の従業員は、いずれも４月に入社し、その月から厚生年金保険に加入した旨供述してい

るところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、これらの者の厚生年金

保険の資格取得日は４月１日と記録されていることが確認できる。 



                      

  

さらに、申立人と同年代でＡ社Ｃ支店の近隣の他支店に昭和 23 年４月に入行したと

する従業員の厚生年金保険の被保険者資格取得日は、オンライン記録によると、同年４

月１日と記録されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 23

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、600円とすることが妥当である。 

次に、申立期間②について、Ｂ社が保管する申立人に係る職員名簿により、申立人が

Ｄ社に継続して勤務し（Ｄ社Ｆ支店から同社Ｅ支店に異動）、当該期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、上記職員名簿に異動日の記載が無いが、申立人に係る厚生

年金保険被保険者台帳（旧台帳）の記録において、Ｄ社Ｆ支店における資格喪失日が昭

和 26 年 11 月 22 日と記録されていることから判断すると、同社Ｅ支店における資格取

得日を同日とすることが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＤ社Ｅ支店における昭和 26

年12月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①及び②において、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11331 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成８年 10 月１日から 12 年 10 月１日までの期間及び

15 年７月１日から 16 年８月１日までの期間について、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を平成８年 10 月から９年 12 月までの期間は 41 万

円、10年１月及び同年２月は 38万円、同年３月から 12年９月までの期間は 41万円、

15 年７月から 16 年１月までの期間は 41 万円、同年２月から同年７月までの期間は 38

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年４月１日から平成16年８月30日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、厚生年金基金加入期間について、ねんきん定期便によ

る納付額と、給与から控除されていた保険料が相違している。給与明細書を提出する

ので、正しい厚生年金保険の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間のうち、平成８年

10 月１日から 12 年 10 月１日までの期間及び 15 年７月１日から 16 年８月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 



                      

  

したがって、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書における報酬額及び

保険料控除額から、平成８年 10月から９年 12月までの期間は 41万円、10年１月及

び同年２月は 38万円、同年３月から 12年９月までの期間は 41万円、15年７月から

16 年１月までの期間は 41 万円、同年２月から同年７月までの期間は 38 万円に訂正

することが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、届出誤りを認めており、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報

酬月額に見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間のうち、昭和 60 年４月から 63 年９月までの期間、同年 11 月から平成８

年９月までの期間、13 年４月から 15 年６月までの期間については、オンライン記録

の標準報酬月額は、給与明細書において確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標

準報酬月額と同額であることが確認できる。 

また、申立期間のうち、昭和 63年 10月及び平成 12年 10月から 13年３月までの

期間については、オンライン記録の標準報酬月額は、給与明細書において確認できる

厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額よりも高いことが確認できる。 

これらのことから、昭和 60 年４月から平成８年９月までの期間及び 12 年 10 月か

ら 15 年６月までの期間に係る標準報酬月額については、特例法による保険給付の対

象に当たらないため、あっせんは行わない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11332 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ法人における資格喪失日に係る記録を平成 18 年２月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和49年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年１月31日から同年２月１日まで 

Ａ法人に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。１月末

日まで有給休暇扱いで在籍していたと思うので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ法人から提出された給与台帳により、申立人が同法人に平

成 18年１月 31日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与台帳において確認できる保険料控除

額から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、資

格喪失に係る届出誤りを認めており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に

係る平成 18 年１月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11338 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①については、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ

社）における厚生年金保険被保険者資格喪失日（昭和 34年 12月 30日）を昭和 35年１

月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人の申立期間②については、申立人のＣ社Ｄ工場における資格取得日は昭

和 35 年１月１日であると認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者

資格取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和34年 12月 30日から 35年１月１日まで 

             ② 昭和35年１月１日から同年１月５日まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①及びＣ社Ｄ工場に勤務した期間のうちの申

立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間中、Ａ社からＣ社Ｄ工場に異動

はしたが、それぞれの会社に継続して勤務し、申立期間①については、厚生年金保険

料が給与から控除されていたはずなので、厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。また、申立期間②については、申立てが認められても、厚生年金保険の加入

月数が増加することはなく、年金支給額に変更が無いことは承知しているが、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ｂ社から提出のあった人事記録及びＡ社の元従業員の供述か

ら判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（同社本社からＣ社Ｄ工場に異動）、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

そして、申立人のＡ社本社からＣ社Ｄ工場への異動日については、Ｂ社の人事担当者

は、「現在、当社では『16 日付け』又は『１日付け』で辞令が出されるので、申立人



                      

  

の申立期間の異動日は昭和 35 年１月１日と推察する。」旨供述していることから、昭

和35年１月１日とすることが妥当である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 34年 11月の

オンライン記録から、１万2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。 

申立期間②については、Ｂ社から提出のあった人事記録及びＣ社Ｄ工場の元従業員の

供述から判断すると、申立人は、同社同工場に継続して勤務（Ａ社本社からＣ社Ｄ工場

に異動）していたことが認められる。 

そして、申立人のＡ社本社からＣ社Ｄ工場への異動日については、上記の人事担当者

の供述から、昭和35年１月１日とすることが妥当である。 

これらを総合的に判断すると、申立期間②について、申立人のＣ社Ｄ工場における厚

生年金保険被保険者の資格取得日を昭和35年１月１日とすることが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11339 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 40 年 12

月１日、資格喪失日に係る記録を 42年 10月１日とし、申立期間の標準報酬月額を３万

3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年12月１日から42年10月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には、昭和 40 年

12 月１日から 42 年９月 30 日まで継続して勤務し、申立期間中、厚生年金保険料が

給与から控除されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたことが

認められる。 

また、Ａ社から提出されたＢ健康保険組合の健康保険被保険者資格喪失確認通知書に

よると、申立人は、昭和 42年 10月１日に同組合の健康保険の被保険者資格を喪失して

いることが確認できる。 

そして、Ａ社の元厚生年金保険の事務担当者は、「健康保険及び雇用保険に加入して

いれば、厚生年金保険にも加入していたことになる。」旨供述している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｂ健康保険組合の健康保険被保険者資格

喪失確認通知書から、３万3,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ



                      

  

ては、事業主は不明としているが、仮に事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届

が提出された場合には、その後、被保険者報酬月額算定基礎届及び被保険者資格の喪失

届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所（当

時）が当該届出を記録していない。これは、通常の処理においては考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所へ被保険者資格の得喪等に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 40 年 12 月から 42 年９月までの保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11344 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は平成７年７月１日、資格喪失日は同年 11月 16日

であると認められることから、厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、24万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年７月１日から同年11月16日まで 

Ａ社に勤務した期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に同社に勤務した

ことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が利用していた病院から提出された健康保険の受診記録によると、申立人が申

立期間において、Ａ社に勤務していたことが認められる。 

一方、Ａ社に係るオンライン記録によると、申立人は、当初、平成７年７月１日に厚

生年金保険被保険者資格を取得し、同年 11月 16日に資格を喪失したことが記録されて

いたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（平成８年１月 31 日）

の後の８年３月 28 日付けで、申立人を含む８人について、さかのぼって被保険者資格

が取り消されたことが確認できる。 

これらの事実を基に判断すると、社会保険事務所（当時）において、Ａ社が適用事業

所でなくなった後に、申立人に係る被保険者記録をさかのぼって取り消す合理的な理由

は無く、申立人の同社における厚生年金保険被保険者資格については、訂正前のオンラ

イン記録から、取得日を平成７年７月１日に、喪失日を同年 11月 16日に訂正すること

が必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る訂正前のオンライン記録か

ら、24万円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11345    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社Ｃ工場）における資格喪失日に係る記録を昭

和45年12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万2,000円とすることが必要であ

る。  

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年11月21日から同年12月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険加入記録が無い。申立期間にＡ社

からＤ社（現在は、Ｂ社Ｅ工場）への異動はあったが、継続して勤務していたので、申立

期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。      

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社本社から提出された「従業員台帳」から判断すると、申立人

は、Ａ社及びＤ社に継続して勤務し（Ａ社からＤ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、Ｄ社は、昭和45年12月１日に厚生年金保険の適用事業所となっていることから、

申立人は被保険者資格を同日まで、異動前のＡ社において有するものと考えられ、申立人の

同社同工場における資格喪失日を同日とすることが相当である。       

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和45年10月の厚生

年金保険被保険者原票の記録から、７万2,000円とすることが妥当である。       

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は不明とし

ており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立てどお

りの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11346    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る記録を昭和 54 年

３月21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を22万円とすることが必要である。  

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：    

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年３月21日から同年４月21日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険加入記録が無い。申立期間に

同社Ｃ工場から同社Ｂ工場への異動はあったが、継続して勤務していたので、申立期

間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。      

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社本社から提出された「従業員台帳」から判断すると、申

立人は、同社に継続して勤務し（昭和 54年３月 21日にＡ社Ｃ工場から同社Ｂ工場に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。       

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和 54 年

４月の厚生年金保険被保険者原票の記録から、22万円とすることが妥当である。       

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は不明

としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11352                   

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年６月１日から 56 年５月 11 日までの期間につ

いて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 54 年６

月から同年 10月までは 11万円、同年 11月は 13万 4,000円、同年 12月及び 55年１月

は 12万 6,000円、同年２月及び同年３月は 13万 4,000円、同年４月は 12万 6,000円、

同年５月及び同年６月は 13万 4,000円、同年７月及び同年８月は 12万 6,000円、同年

９月は 13万 4,000円、同年 10月から 56年４月までは 11万 8,000円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 56年５月 11日から同年６月２日までの期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ事務所における資格喪失日に係る記録を同年６月２日に訂正し、当該期

間の標準報酬月額を11万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年４月１日から56年６月２日まで 

厚生年金保険記録において、Ａ事務所に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬

月額が実際の給与支給額と相違していることが分かった。申立期間の標準報酬月額を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てており、申立人から提

出された給料明細書により、申立期間のうち、昭和 54年６月１日から 56年５月 11日

までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標



                      

  

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、給料明細書における報酬額又は

厚生年金保険料控除額から、昭和 54年６月から同年 10月までは 11万円、同年 11月

は 13万 4,000円、同年 12月及び 55年１月は 12万 6,000円、同年２月及び同年３月

は 13万4,000円、同年４月は 12万6,000円、同年５月及び同年６月は 13万4,000円、

同年７月及び同年８月は 12 万 6,000 円、同年９月は 13 万 4,000 円、同年 10 月から

56年４月までは11万8,000円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、給

料明細書において確認できる報酬額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保

険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が、当該期間の長期にわたり一致し

ていないことから、事業主は、給料明細書で確認できる報酬額又は保険料控除額に見

合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に

見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間のうち、昭和 56 年５月 11 日から同年６月２日までの期間については、申

立人から提出のあった同年５月及び同年６月の給料明細書により、同年６月１日まで

Ａ事務所に継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が提出した昭和 56 年５月の給料

明細書から、11万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認

められない。 

３ 一方、申立期間のうち、昭和 54 年４月１日から同年６月１日までの期間については、

申立人から提出された給料明細書により、Ａ事務所に勤務していたことは確認できる

ものの、事業主により厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

また、Ａ事務所は、賃金台帳等の資料を保管していないことから、当該期間に係る

厚生年金保険料控除額について確認することができない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、当該期間に

ついて、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。  



                      

  

東京国民年金 事案 8124（事案 3723の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年１月から 55 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年１月から 55年９月まで 

    私は、昭和 53 年１月ごろに、隣人の勧めで国民年金に任意加入し、国民

年金保険料を集金人に納付していた。54 年８月に転居した後も集金人に保

険料を納付していた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

本件申立てについては、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は申立期間

直後の昭和 55 年 10 月に国民年金に任意加入しているが、任意加入の保険料

を加入時点からさかのぼって納付することができないなど、申立人が申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらず、また、

申立人が居住していた市及び所轄社会保険事務所（当時）において、申立期

間当時に申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された記録も無いなど、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

いとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年３月 25 日付け年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   これに対して申立人は、申立期間の保険料を納付していたと主張するが、

これは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、その他

に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申

立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8125 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年６月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年６月から 42年３月まで 

私は、昭和 39 年に勤務先を退職した後、国民年金の加入手続を行い、申

立期間の国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人が申立期間に納付したとする保険

料額は、申立期間当時の保険料と大きく相違する。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和42年９月に

払い出されていること、申立人は、さかのぼって納付したことがないと説明

していることなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8126               

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 61年３月まで 

私の父は、私が昭和 55 年４月に退職した後、61 年４月に再び大学に進

学するまでの期間の国民年金保険料を納付してくれたはずである。申立期

間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする父親から当時

の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は結婚後約３年経過した平成４年

３月ごろに払い出されており、申立期間は、国民年金の未加入期間であるた

め、保険料を納付することができない期間であること、申立人は、現在所持

している年金手帳のほかに手帳を所持していた記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間

当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も

見当たらないことなど、申立人の父親が申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8127               

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年４月から 55 年２月までの期間及び 57 年１月から同年６

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 53年４月から 55年２月まで 

             ② 昭和 57年１月から同年６月まで 

私の母は、申立期間の私の国民年金保険料を納付してくれたはずである。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、加入手続をしたとする申立人の母親は、国

民年金の加入手続の時期、厚生年金保険から国民年金への切替手続及び保険

料額の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 62 年７月ごろに払い出さ

れており、オンライン記録により、申立期間は、62 年８月 10 日に厚生年金

保険加入期間の記録が追加されたことにより、国民年金加入期間とされたも

のであることが確認できることから、申立期間当時は未加入期間であり、保

険料を納付することができない期間であること、申立人の年金手帳を管理し

ていたとする母親は、申立人が現在所持している年金手帳のほかに手帳を所

持していたことはないと説明しており、申立期間当時に申立人に別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことなど、

申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8128 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、納

付されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から同年８月まで 

    私の母は、私が 20 歳のときに国民年金の加入手続をして、国民年金保険

料を納付してくれていたはずである。申立期間が国民年金に未加入で保険

料が未納とされていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、国民年金の加入手続及び保険料の納

付をしてくれていたとする母親から当時の状況を聴取することが困難である

ため、当時の状況が不明である。 

   また、申立人が所持する年金手帳から、申立人は昭和 49 年９月１日に任意

加入により被保険者資格を取得していることが確認でき、申立期間は任意加

入前の未加入期間であるため、保険料を納付することができない期間である

など、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付されていたものと認める

ことはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8131 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年５月から５年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年５月から５年３月まで              

    私は、平成３年５月に会社を退職してすぐに市役所で国民年金の加入手

続を行い、国民年金保険料を納めてきた。夫婦二人分を納付したのに妻の

保険料だけが納付済みとされ、私の申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を含む平成３年分から５年分までの確定申告書（控）

を所持しているものの、３年分及び４年分の確定申告書（控）の社会保険料

控除額の欄には、社会保険の種類として国民年金の記載は無く、３年分には

社会保険と記載されており、当該控除額は、申立人の厚生年金保険の標準報

酬月額等から申立人の厚生年金保険、厚生年金基金及び健康保険の保険料の

金額が計上されているものと考えられ、４年分には、健康保険組合他と記載

されており、当該控除額は、申立人の任意継続健康保険の保険料に相当する

金額が計上されている。 

また、平成５年分の確定申告書（控）の社会保険料控除欄には、国民年金

として控除額 236,400 円の記載があるものの、当該金額は、オンライン記録

により、申立人の妻が一部の保険料を過年度納付して納付済みとなっている

３年５月から４年３月までの保険料及び６年１月に還付決議されている５年

５月の保険料に、４年４月から５年４月までの納付済みの保険料を加えた金

額と一致することから、平成５年分の確定申告書（控）には妻の保険料額の

みが記載されているものと推認されるなど、申立人が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、保険料納付額に関する記憶及び現在所持する厚生年金

保険の記号番号のみが記載されている年金手帳以外の年金手帳を所持してい



                      

  

た記憶が曖昧
あいまい

であり、居住している市及び所轄社会保険事務所（当時）にお

いて、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8132 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年８月から 51 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和 49年８月から 51年１月まで 

私は、会社を辞めた後、子供が生まれるので国民健康保険加入の手続に

行ったところ、国民年金も一緒に加入するように言われたため加入手続を

行った。国民年金保険料は、主に元妻が自宅に来る集金人に国民健康保険

料と一緒に納付していた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納と

されていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の元妻及び申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金手帳

及び保険料の納付額の記憶が曖昧
あいまい

であり、主に保険料を納付していたとする

元妻から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不

明である。 

また、申立人には国民年金に加入した記録が無く、申立人に対して国民年

金手帳の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

いなど、申立人の元妻及び申立人が申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8133 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年４月から 49 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 49年２月まで 

    私たち夫婦が申立期間直前まで勤めていた会社の経理担当者又は私たち

夫婦は、私たち夫婦が昭和 48 年 4 月 15 日に厚生年金保険の資格を喪失し

た後、私たち夫婦の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し

ていた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその夫並びに申立期間直前まで勤めていた会社の経理担当者が、

申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付方法、納付金額等

の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の夫の資格取得日は、オンライン記録及び夫の所持する国民

年金手帳によると、申立期間直前の昭和 48 年４月 16 日となっているが、申

立人の資格取得日は、オンライン記録及び申立人の所持する国民年金手帳に

より、申立期間後の 49 年３月 17 日と記録されていることが確認でき、申立

期間は未加入期間であるため、制度上、保険料を納付することができない期

間である。 

さらに、当該経理担当者から加入手続等について聴取することができない

ため、当時の状況が不明であるなど、当該経理担当者、申立人及びその夫が

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8134 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人の昭和 57 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 61年３月まで 

    私は、昭和 55 年４月に会社を退職し国民年金に加入して以降、第３号被

保険者になる直前の 61 年３月まで国民年金保険料を納付し続けていた。申

立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間に係る保険料の納付

金額等の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の所持する年金手帳により、申立人は申立期間当初の昭和57

年４月16日に任意加入の資格を喪失していることが確認でき、申立期間は、

未加入期間で納付書が発行されないため、保険料を納付することができない

期間であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8135 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年９月から７年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年９月から７年４月まで 

    私は会社を退職後、半年たったころに市役所で国民年金に加入した。そ

の後、申立期間のうち一部の国民年金保険料をさかのぼって一括納付した。

残りの未納期間の保険料については平成７年５月に就職するまでに納付し

た。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の一部をさかのぼっ

て納付した金額及びその残りの期間に係る保険料の納付場所、納付方法、納

付時期等に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立期間は、国民年金の未加入期間であり、納付書が発行されない

ため、保険料を納付することができない期間であるなど、申立人が申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は国民年金に加入した際に年金手帳を交付された記憶が無

いと説明しており、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8136 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年５月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年５月から 49年３月まで              

    私の父が、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付して

くれていた記憶があるにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料納付に関与しておらず、加入手続を行い、保険料を納付していたとす

る父親から申立期間当時の納付状況等を聴取することができないため、当時

の状況が不明である。 

また、申立期間の保険料は、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出さ

れた時点からはさかのぼって過年度納付する必要があるが、申立人は、手帳

記号番号が払い出された年度から納付済みとなっており、申立期間の保険料

を納付していたとする父親も、申立人と同様に手帳記号番号が払い出された

年度から納付済みとなっている。 

さらに、父親はその後の第１回特例納付により特例納付した際も昭和 41 年

度分は未納のままに残しているなど、父親が申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8140                 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年１月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年１月から 56年３月まで 

私は、会社を退職後、国民年金保険料の納付書が自宅に送付されてきた

ので、２か月ごとに市役所支所又は金融機関等で保険料を納付していた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入時期及び保険

料の納付場所に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 57 年４月に払い出されてお

り、申立人は保険料をさかのぼって納付したことはないと説明しているほか、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

いなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8141 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年２月及び同年３月並びに 42 年８月から 43 年３月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年２月及び同年３月 

             ② 昭和 42年８月から 43年３月まで 

    私は､申立期間は大学生であり、私の国民年金の加入手続及び国民年金保

険料の納付は、父親が行っていた。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、加入手続及び保険料の納付をしてくれてい

たとする父親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の

状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 43 年７月時点

で申立期間の保険料は過年度納付することが可能であるが、申立人の納付記

録を見ると、申立人が厚生年金保険に加入した 44 年３月から同年６月までの

期間の国民年金保険料が重複納付され、当該期間の保険料は申立期間①前の

42 年１月及び申立期間①後の同年４月から７月までの期間の保険料に充当さ

れていることが特殊台帳により確認できるなど、父親が申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8142 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年 12 月から 42 年３月までの期間及び 44 年 12 月から 50

年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年 12月から 42年３月まで 

② 昭和 44年 12月から 50年９月まで 

    私の妻は、役所から「納め忘れた国民年金保険料を納付することができ

る最後の機会です。」という通知が届いたので、私の申立期間の保険料を

さかのぼって納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料(家計簿、確定申告書等)が無く、申立人の保険料を納付したとする申立人

の妻は、特例納付の手続及び保険料の納付時期、納付場所に関する記憶が

曖昧
あいまい

であるほか、特例納付で納付したとする金額は、当時の保険料額と相違

している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 53 年２月に払い出されてお

り、当該払出時点で、申立人は申立期間②直後の 50 年 10月から 53 年２月ま

での期間の保険料を過年度納付及び現年度納付したものと考えられるほか、

申立人の妻は、保険料をさかのぼって納付したのは１回であると説明してい

ることから、妻がさかのぼって納付したのは申立期間②直後の期間であると

考えられるなど、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8143（事案 2902の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 39 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年３月まで 

私の結婚する前の国民年金保険料は、実家の菓子店で集金人に納付して 

いた。当時は兄、兄の妻及び妹と同居し、保険料の納付はそれぞれ行って

いたが、妹に納付を依頼したこともある。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間の保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、同居していた妹

についても、申立期間の保険料が未納であるなど、申立人が当該期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらないとして、既に

当委員会の決定に基づく平成 21 年１月 28 日付け年金記録の訂正は必要でな

いとする通知が行われている。 

これに対し申立人は、申立期間の保険料の納付を示す記憶として、近所に

いた同級生と国民年金について話をしたことを思い出したとしているが、当

該同級生は既に死亡し、当時の状況を聴取することができないなど、委員会

の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人が、

申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8144 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年 11 月から 52 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年 11月から 52年５月まで 

    私は、退職後に国民年金に加入して以降、故郷の市に居住している間も

国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は故郷の市において申立期間の保

険料を納付していたと説明しているが、申立人は、昭和 51 年８月に転居した

区において、国民年金手帳の記号番号が同年９月６日に払い出されており、

その後同年 11 月に故郷の市に転居していることが改製原戸籍の附票等により

確認できるものの、申立人が所持する国民年金手帳の住所変更欄には 51 年８

月に転居した区の住所のみが記載されており、故郷の市への住所変更は記録

されていないため、申立期間の保険料を故郷の市において納付することはで

きない。 

また、申立期間当時の社会保険事務所（当時）が把握していた申立人の住

所地は 51 年８月に転居した区であり、同地には申立人の妹が居住しているた

め、申立期間の保険料を納付することは可能とも考えられるが、申立人は故

郷の市の郵便局で納付していたと説明し、前住所の区において納付したとは

説明しておらず、納付書がどのように手元に届いていたかについての記憶も

曖昧
あいまい

であるほか、当該区の国民年金手帳払出簿には「不在」というスタンプ

が押されているなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                      

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8149 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

                                               

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から同年 12月まで      

    私の夫は、昭和 53 年当時、転入した市の市役所で夫婦二人分の国民年金

保険料を納めていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。                   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、転入した市の市役所で夫婦二人分の保

険料を納付したとする夫は、申立期間当時の保険料の納付方法、納付頻度及

び保険料額等の記憶が曖昧
あいまい

である上、申立期間直後の昭和 54 年１月から 15

か月までの保険料については免除を受けていること、申立人の夫も申立期間

の保険料が未納となっていることなど、申立人の夫が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8150 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から同年６月まで      

    私の母は、私が大学を卒業した後の昭和 63 年４月ころ、私の国民年金の

加入手続を行い、国民年金保険料を納めてくれていた。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。                 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする母親から当時

の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である上、

母親は、平成７年６月に、申立期間を含む昭和 61 年４月から平成３年１月ま

での期間に係る第３号被保険者特例届出をさかのぼって行っており、当該期

間は申立期間当時には未納期間となっていたことが確認できるなど、母親が

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

また、申立人が申立期間当時に国民年金に加入していた記録は無く、申立

人は、申立期間当時、国民年金手帳を母親から手渡されたり、あるいは見た

記憶は無いと説明しており、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8151 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年７月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年７月から 60年３月まで      

    私の母は、私が 20 歳になった昭和 58 年＊月ころ、私の国民年金の加入

手続を行い、国民年金保険料を納めてくれていた。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。                 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする母親から、当

時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である上、

母親は、申立期間が未納及び未加入期間になっているなど、母親が申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人が申立期間当時に国民年金に加入していた記録は無く、申立

人は、申立期間当時、国民年金手帳を母親から手渡されたり、あるいは見た

記憶は無いと説明しており、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8152 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年７月から 55 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年７月から 55年２月まで 

私又は妻は、私が会社を退職した昭和 54 年７月に私の国民年金の加入手

続を行い、再就職する直前の 55 年２月まで国民年金保険料を納付した。申

立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人及びその妻は、申立人の

国民年金の加入手続、保険料の納付場所、納付時期、納付金額及び納付方法

についての記憶が曖昧
あいまい

である上、申立期間における申立人の妻の記録は、国

民年金の強制加入期間であり、納付記録では保険料が未納となっているが、

オンライン記録によると、当該期間に係る資格取得及び資格喪失の記録が平

成７年５月に追加されたことにより、未加入期間から未納期間になったもの

であり、申立期間当時は強制加入被保険者の資格取得届出等が行われていな

かったことが確認できるなど、申立人及びその妻が申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は国民年金手帳を所持していた記憶が無く、国民年金手帳の

記号番号が払い出された記録も無い上、申立人に対して手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8154  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年４月から９年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住    所 ：  

                

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月から９年３月まで              

    私は、平成９年３月まで専門学校生であり、父が、私の国民年金保険料

の免除申請を行ったはずである。申立期間の保険料が免除とされていない

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す資料は無

く、申立人は、国民年金の加入手続及び免除申請手続に関与しておらず、申

請免除手続を行ったとする父親は免除申請の時期及び方法についての記憶が

曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の平成９年５月に払

い出されており、当該払出時点では、申立期間の保険料をさかのぼって免除

申請することができないことなど、申立期間の保険料が免除されていたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8155  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成６年 10 月から７年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年 10月から７年３月まで 

私の両親は、私の国民年金の加入手続をして、国民年金保険料を納付し

てくれていたはずである。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の両親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は申立期間の保険料の納付に

関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付をしてくれて

いたとする両親の、加入手続、国民年金手帳の受領、所持及び保険料納付等

に関する記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立

人の基礎年金番号は厚生年金保険の記号番号が付番されたものであり、申立

人は、当該基礎年金番号により平成 13 年３月に国民年金に加入していること、

申立期間は未加入期間とされており、保険料を納付することができない期間

であることなど、申立人の両親が申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8156  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年３月から５年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年３月から５年２月まで 

私の両親は、私の国民年金の加入手続をして、国民年金保険料を納付し

てくれていたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の両親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は申立期間の保険料の納付に

関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付をしてくれて

いたとする両親の、加入手続、国民年金手帳の受領、所持及び保険料納付等

に関する記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立

人の基礎年金番号は厚生年金保険の記号番号が付番されたものであり、申立

人は、当該基礎年金番号により平成 16 年４月に国民年金に加入していること、

申立期間は当該加入時点で資格取得記録が追加されたことにより、未加入期

間から未納期間に記録整備されたものであり、当該記録整備前は未加入期間

とされており、保険料を納付することができない期間であることなど、申立

人の両親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8157  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年７月から同年９月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料を納付していたはずである。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は、申立期間当時の国民年金の加

入手続、国民年金手帳の受領、所持及び保険料の納付等に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立期間は、申立人が 60 歳到達直前の平成７年６月 15 日に、未加

入期間から未納期間に記録訂正された期間であり、当該記録訂正前は未加入

期間であるため、保険料を納付することができないなど、申立人が申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 47 年２月に払い出されて

おり、申立人は当該払出当時に交付された国民年金手帳以外に別の手帳を受

領・所持した記憶は無いと説明しており、別の国民年金手帳の記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8158 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年 10 月から 45 年４月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。 

また、申立人の昭和 58 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年 10月から 45年４月まで 

             ② 昭和 58年４月から 61年３月まで 

    私は、申立期間①については、厚生年金保険加入期間であったが国民年

金保険料を納付しており、当該期間の保険料の還付を受けた記憶は無く、

保険料が還付済みとされていることに納得できない。また、申立期間②に

ついては、国民年金の資格喪失手続を行った記憶は無く、保険料を納付し

ていたはずであり、当該期間について保険料が未納及び未加入とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が所持する国民年金手帳により、当該期間

の国民年金保険料が納付されていることが確認できるが、平成８年８月に厚

生年金保険記録が追加されたことにより還付の決議がなされており、また、

申立人のオンライン記録では申立人の送金（支払）通知書作成日、住所、氏

名、振込先の金融機関、口座番号、金額等が確認でき、当該記録内容に不自

然、不合理な点は認められず、還付記録の内容を疑わせる事情も見当たらな

い。   

申立期間②については、申立人が当該期間の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は、納付の時期、納

付金額、納付方法等の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である。また、申立人の



                      

  

特殊台帳により、申立人は、昭和 58 年９月 30 日に国民年金の資格喪失手続

を行っていることが確認でき、申立人は、共済年金保険被保険者の配偶者で

あることから資格喪失後は未加入期間となり、保険料を納付することができ

ないなど、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立期間①の国民年金保険料については、還付されていないものと

認めることはできない。また、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付

していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8159   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年８月から 43 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年８月から 43年３月まで 

私の母は、私が 20 歳になったときに、国民年金の加入手続をして、国

民年金保険料を納付してくれていた。申立期間が国民年金に未加入で、保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、申立人の保険料を納付していたとする申立

人の母親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況

が不明である上、申立人の兄も申立人と同様に、学生期間は国民年金に未加

入であるなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 47 年５月に払い出されて

おり、申立人は当該払出当時に交付された国民年金手帳以外に別の手帳を受

領、所持した記憶は無いなど、別の国民年金手帳の記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8162 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年１月から 59 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から 59年３月まで 

    私は、会社を退職し、昭和 49 年１月に区役所で国民年金の加入手続を行

い、区役所で国民年金保険料を納付した。夫が事業を始めた昭和 51 年以降

は、私が夫婦二人分の保険料を金融機関等で納付してきた。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、昭和 49 年１月に国民年金の加

入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申

立期間後の 59 年５月に払い出されており、また、申立人は、保険料をさかの

ぼって納付した記憶はないと説明しているなど、申立人が申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8163 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年 12 月から 61 年３月までの期間及び平成元年１月から

同年５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 59年 12月から 61年３月まで 

             ② 平成元年１月から同年５月まで 

私の母は、私が20歳になった時に国民年金の加入手続を行い、国民年金

保険料を納付してくれた。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、申立期間の保険料を納付していたとする母

親から当時の納付状況等を聴取できないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、20歳時に母親が国民年金の加入手続をしてくれたとして

いるが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、平成３年５月から７月ごろに

払い出されており、同年７月15日に過年度納付書が作成され、同年７月22日

に当該時点で過年度納付が可能であった元年６月から３年３月までの保険料

を過年度納付していることがオンライン記録により確認でき、当該納付時点

では、申立期間は、時効により保険料を納付することができない期間である

ことなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

さらに､申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8164 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年４月から 44 年３月までの期間、52 年 10 月から同年 12

月までの期間及び 53 年７月から同年９月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年４月から 44年３月まで 

             ② 昭和 52年 10月から同年 12月まで 

             ③ 昭和 53年７月から同年９月まで 

私たち夫婦は、妻が国民年金の加入手続を行った昭和42年以降、夫婦一

緒に国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人夫婦が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)が無く、申立人の保険料を一緒に納めていたと

する妻も申立期間の保険料は未納である。 

また、申立人が所持するＡ県民生局国民年金部から郵送された昭和55年８

月25日現在の国民年金保険料の納付状況が記載されたはがきには、昭和52年

度分以前の保険料の納付状況について、「納付月数153」及び「被保険者月数

204」と印字されており、52年度以前の保険料未納期間は51月であったことが

確認でき、申立人の昭和36年４月から38年３月までの未納期間と申立期間①

及び②とを合わせた期間に一致する。 

さらに、当該はがきには、申立期間③当時の昭和53年度分の保険料につい

て、「納めるべき月数９」及び「納めるべき金額￥24,570」の印字が、「納

めるべき月数６」及び「納めるべき金額￥16,380」と手書き修正されており、

申立人が所持する領収証書により、昭和55年11月21日に当該時点で過年度納

付が可能であった53年10月から54年３月までの６か月分の保険料を納付した

ことが確認でき、当該納付をした時点では、53年７月から同年９月までの３



                      

  

か月間は時効により保険料を納付することができない期間であったことなど、

申立人夫婦が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8165 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年７月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年７月から 56年３月まで 

私の父は、私が 20 歳時に国民年金に加入手続をしてくれて、結婚するま

での国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする父親から当時

の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人が婚姻時に父親から手渡されたとする年金手帳に記載された

国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和 57 年３月に払い出されており、

申立人は、この手帳以外の年金手帳を所持していなかったと説明している上、

申立人は、さかのぼって保険料を納付した記憶はなく、父親からもさかのぼ

って保険料を納付したことを聞いたことがないと説明しているなど、申立人

の父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8166 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年８月から 55 年 12 月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。また、56 年１月から同年９

月までの国民年金保険料については、納付していたものと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 54年８月から同年 12月まで 

             ② 昭和 55年１月から同年 11月まで 

             ③ 昭和 55年 12月 

             ④ 昭和 56年１月から同年９月まで 

    私の夫は、昭和 52 年 10 月ごろに私の国民年金加入手続してくれ、申立

期間の保険料は自宅に来ていた自治会の納税担当役員に納付していた。ま

た、申立期間①、②及び③の保険料の還付を受けたこともない。申立期間

①、②及び③の保険料が還付とされ、申立期間②、④が未加入で保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②及び③については、申立人の特殊台帳等及び申立人の所持

する領収証書により、申立人は、これらの期間の保険料を納付していること

が確認できるが、当該特殊台帳には、これらの期間該当欄に斜線が引かれ、

還付期間、還付金額及び還付決定日が記載されており、当該記載内容に不合

理な点は見当たらず、申立人に対する保険料の還付を疑わせる事情も見当た

らない。 

 申立期間④については、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、また、申立人が所

持する年金手帳においても、申立人が昭和 54 年８月１日に厚生年金保険加入

により国民年金の被保険者資格を喪失した後、資格を再取得した日は昭和 56

年 10 月 27 日と記載されており、当該期間は未加入期間であり、保険料を納



                      

  

付することができない期間であることなど、当該期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、昭和 54 年８月から 55 年 12 月までの国民年金保険料を還

付されていないものと認めることはできない。また、56 年１月から同年９月

までの国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8168 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年３月から同年５月までの期間、49 年１月から 50 年１月

までの期間、50 年７月及び同年８月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年３月から同年５月まで 

             ② 昭和 49年１月から 50年１月まで 

             ③ 昭和 50年７月及び同年８月 

    私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、私が毎月母に渡すお金の中

から国民年金保険料も納付してくれた。私に収入がないときは免除申請を

行い、未納期間にならないようにしてくれた。私が転居する際に母から年

金手帳を渡されて「今まで私が保険料を納付したから、引き続き自分で納

付するように。」と厳しく言われたことも記憶している。申立期間が国民

年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保

険料の納付に関与しておらず、加入手続を行い、保険料を納付したとする母

親から当時の保険料の納付状況等を聴取することができないため、当時の状

況が不明である。 

   また、申立人の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳によると、申立人は、

厚生年金保険に加入した昭和 44 年１月に被保険者資格を喪失した後、次に同

資格を取得したのは申立期間③後の 50 年９月と記録されていることから、申

立期間①、②及び③は当時未加入期間であり、納付書が発行されていなかっ

たと考えられるなど、申立人の母親が、当該期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                      

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8169 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年３月から 46 年７月までの期間及び 47 年３月から 52 年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年３月から 46年７月まで 

             ② 昭和 47年３月から 52年６月まで 

    私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、私が婚姻する昭和 62 年２月

まで私の国民年金保険料を納付してくれていたはずである。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、加入手続を行い保険料を納付していたとす

る母親から当時の納付状況等を聴取することが困難であるため、当時の状況

が不明である上、母親は、国民年金の加入記録が無く、申立期間①及び申立

期間②の過半が国民年金に未加入であるなど、母親が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8170 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年９月から４年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年９月から４年８月まで 

私は、海外から帰国後の平成５年夏ころ、区役所で申立期間の国民年金

保険料をさかのぼって納付できると聞いたので、国民年金の加入手続を行

い、保険料をさかのぼって納付した。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間当時、申立人は海外に居住して

いたため、申立期間は国民年金の任意加入適用期間であり、当該期間の保険

料を納付するためには当該期間当初に任意加入手続を行う必要があるが、申

立人は申立期間当初に任意加入手続を行った記憶が無い上、申立人が所持す

る年金手帳には、「被保険者でなくなった日」が申立期間当初の平成元年９

月１日、「被保険者となった日」が申立期間後の４年９月 21 日と記載されて

いることから、当該期間は、未加入期間であるため、制度上、保険料を納付

することができない期間であるなど、申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8171 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年４月から 54 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 54年 10月まで 

私は、昭和 48 年４月に姉に勧められ、区役所の本庁舎又は出張所で国民

年金の加入手続を行い、郵便局で国民年金保険料を納付してきたはずであ

る。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の納付額の記憶が

曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間よりも後の昭和 61 年

10 月に払い出されていることが確認できるものの、申立人は、加入手続時に

さかのぼって保険料を納付した記憶は無いと説明している上、申立期間当時

に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら

ないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8172 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年 12 月から 62 年３月までの期間及び平成９年７月から

10 年４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 59年 12月から 62年３月まで 

② 平成９年７月から 10年４月まで 

私の母は、私が大学生のとき 20 歳になるとすぐに、私の国民年金の加入

手続を行い、申立期間①の保険料を納付してくれていた。また、私が平成

９年７月に会社を退職して海外渡航をしたときに、母が申立期間②の保険

料をまとめて納付してくれた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人の母親が当該期間の国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人

は、当時大学生であったことから、当該期間の保険料を納付するためには

国民年金に任意加入する必要があったものの、加入手続をしたとする母親

は、当該加入手続及び年金手帳の交付に関する記憶が曖昧
あいまい

である上、母親

は、保険料の納付について、申立人、申立人の姉及び自身の３人分の保険

料を口座振替により納付していたと説明するが、申立人の姉は当該期間の

一部は国民年金に未加入で一部は保険料が未納となっており、母親は当該

期間の一部が第３号被保険者期間であり保険料を納付する必要がないなど、

母親が、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

また、申立人は、当該期間当時に国民年金に加入した記録が無く、申立

人に対しては、国民年金手帳の記号番号が平成４年６月に払い出されてお

り、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当



                      

  

たらない。 

２ 申立期間②については、申立人の母親が当該期間の保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、当該期間は、申

立人が平成９年７月に会社を退職した直後であり、厚生年金保険から国民

年金への切替手続が必要であったが、保険料を納付したとする母親は、切

替手続について憶
おぼ

えていないと説明している。 

また、一括して保険料を前払いしたとする期間には、前払い対象外の翌

年度の 10 年４月分が含まれているが、母親は保険料を一括納付した月数の

記憶が曖昧
あいまい

であり、保険料の納付を母親に依頼した申立人も納付金額に関

する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、母親が、申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8173 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年４月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から平成３年３月まで 

    私の母は、私の妹が 21 歳になった平成３年の＊月から国民年金保険料を

納付してくれているので、私の国民年金も、20 歳のときに市役所から加入

手続の通知が送付されていれば、加入手続を行い、その翌年の昭和 63 年４

月から保険料を納付してくれていたはずである。申立期間が国民年金に未

加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保

険料の納付に関与しておらず、加入手続を行い、保険料を納付していたとす

る母親は、加入手続、保険料の納付額及び納付時期等の記憶が曖昧
あいまい

であるな

ど、母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立

期間は未加入期間とされており、制度上、保険料を納付することができない

期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8178 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年９月から 56 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年９月から 56年 12月まで 

    私は、昭和 54 年９月に会社を辞めて国民年金の加入手続をし、申立期間

の国民年金保険料を納付した。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付頻度

及び保険料額の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、国民年金の加入手続を居住していた区で行ったとしてい

るが、戸籍の附票から、申立人は、当時別の市で住民登録をしていたことが

確認できること、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立人が平成３年 12

月以降に居住していた区において、４年３月以降に払い出されており、申立

期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらないことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8179 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年５月から 49 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：昭和 45年５月から 49年９月まで 

私の母は、私が 20 歳のころに国民年金の加入手続をしてくれ、国民年金

保険料を納付してくれていた。両親が納付済みとなっているのに、私の申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保

険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする母親から納付状

況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間の約６年後

の昭和51年12月に払い出されており、当該払出時点で過年度納付が可能であ

った49年10月以降の保険料が納付されていること、申立人は、妻が母親から

受け取った現在所持する年金手帳のほかに手帳を所持していたことはないと

しており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情は見当たらないことなど、申立人の母親が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8180 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年３月から 52 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年３月から 52年 12月まで 

私は、昭和 55 年２月に転居した際に区役所の職員から勧められて国民年

金に加入し、20 歳までさかのぼって国民年金保険料を納付した。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付書の

入手方法についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

   また、申立人の国民年金手帳の記号番号は転居時の昭和 55 年２月に払い出

されており、当該払出時点で第３回特例納付により申立期間の保険料を納付

することが可能であったが、申立人が納付したとする金額は、納付済みとさ

れている当該払出時点で納付可能であった過年度保険料及び現年度保険料を

合わせた金額におおむね一致していること、申立人に保険料をさかのぼって

納付することを勧めたとする姉の手帳記号番号は 53 年２月に払い出され、厚

生年金期間を除き当該時点で納付可能であった過年度保険料を納付している

が、それ以前の期間の保険料は厚生年金保険加入期間を除き未納であり、特

例納付は行っていないことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情を見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8181 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年 12 月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年 12月から 41年３月まで 

私は、昭和 40 年１月に結婚して、区役所で国民年金の加入手続をし、国

民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の金額、納

付時期及び納付方法等に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の昭和 41 年７月に払

い出され、同年４月以降の保険料が納付されており、申立人は、当該手帳記

号番号が記載された現在所持する手帳のほかに手帳を所持した記憶は無く、

申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情は見当たらないこと、手帳記号番号が連番で払い出されている夫も申

立人と同様、41 年４月から保険料の納付を開始しており、申立期間は未納で

あることなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8182 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年７月から 49 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年７月から 49年８月まで 

   私の母は、私が 20 歳の時に私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料を納付してくれていた。申立期間が国民年金に未加入で保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする母親から当時

の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間から約６年後の 56 年１

月に払い出されており、申立人は、昭和 55 年 10 月に会社を退職した後に受

領した手帳の他に手帳を所持したことはないとしており、申立人に別の手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらないこと、申立

期間は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間で

あること、申立人の兄弟も申立人と同様に 20 歳到達時から大学生の期間は国

民年金の未加入期間であることなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8183 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年 12 月から平成３年９月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年 12月から平成３年９月まで 

私は、学生の時に居住していた村から国民年金の案内を受け取ったため、

村役場で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してきたはず

である。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当時に国民年金手帳

を受け取った記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間から約５年後の平成

８年 10 月に払い出されており、申立期間は未加入期間であり、制度上、保険

料を納付することができない期間であること、申立期間当時に申立人に別の

手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらないことな

ど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8187 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年２月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年２月 

 私は、平成元年の転職の際、１か月だけ無職の期間があったため、区役

所で国民年金の加入手続を行い、同日に私と妻の二人分の国民年金保険料

を納付した。妻の保険料が納付済みであるのに、私の申立期間が国民年金

に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い

出された記録は確認できないほか、申立人が所持する年金手帳には厚生年金

保険の記号番号のみ記載され、国民年金手帳の記号番号の記載が無く、申立

人は、当該手帳以外に別の年金手帳を所持していた記憶も無い。 

  また、申立人は平成元年２月に国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の

保険料を納付したと説明しているが、妻の元年２月分の保険料は同年４月に

納付されていることがオンライン記録により確認できるなど、申立人が国民

年金に加入し、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8188 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年４月から平成４年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から平成４年６月まで 

    私の父は、私が昭和 55 年３月に退職した後、私の国民年金の加入手続を

行い、加入後の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保

険料の納付に関与しておらず、国民年金の加入手続及び保険料の納付をして

いたとする父親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時

の状況が不明である。 

また、申立人は、昭和 55 年３月に退職した後に父親が申立人の国民年金の

加入手続及び保険料の納付をしていたと説明しているが、申立人の国民年金

手帳の記号番号は平成６年８月ごろに払い出されており、申立人は現在所持

する国民年金手帳以外の手帳の記憶は曖昧
あいまい

であるほか、申立人の妹も婚姻ま

での期間は国民年金に未加入であるなど、申立人の父親が申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案 8189 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年７月から 57 年１月までの期間、58 年５月及び 63 年９

月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56年７月から 57年１月 

                          ② 昭和 58年５月        

                          ③ 昭和 63年９月        

 私は、昭和 56 年にそれまで勤務していた会社を退職し、区役所で国民年

金の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を納付した。申立期間

②及び③についても、それぞれの期間直前に勤務していた会社を退職した

直後に国民年金の再加入手続を行い、保険料を納付した。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間①については昭和 56

年６月の退職後１、２か月もしないうちに国民年金の加入手続を行い保険料

を納付したとしており、申立期間②及び③についてはそれぞれ会社を退職し

た直後に国民年金の再加入手続をして保険料を納付したと説明しているが、

申立人の国民年金手帳の記号番号は平成４年６月ごろに払い出されており、

申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

また、申立期間は、前述の手帳記号番号が払い出された平成４年６月ごろ

の時点で申立期間後の厚生年金保険の記録が統合され、申立期間が未納とさ

れたものであることがオンライン記録により確認でき、それより前は未加入

期間として管理されていたものと考えられるため、保険料を納付することが

できないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 



                      

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11241 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成16年７月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、記録訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、給付

に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、事後訂正の結果、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により記録訂正は行われたものの保険給付には反映されない記録となっている。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、あっせんの対象となる事案は、事業主が厚生年金保険被保険

者の負担すべき保険料を控除していた事実があることが要件とされているところ、Ａ社

から提出された申立期間の賃金台帳によると、事業主により厚生年金保険料が控除され

ておらず、特例法によるあっせんの対象とはならない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11245 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年10月１日から39年１月15日まで 

年金受給の手続をした時に、年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手

当金の支給記録があることを知った。 

しかし、脱退手当金を受給した覚えはないので、脱退手当金の支給記録を取り消し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の申立人の氏名は、申立期間の事業所を退

職後の昭和 41年５月 12日に氏名変更が行われていることが確認でき、申立期間の脱退

手当金は同年４月 22 日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に

伴い氏名変更が行われたと考えるのが自然である。 

また、申立人の申立期間に係る事業所の事業所別被保険者名簿には、脱退手当金が支

給されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手

当金は支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11246 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和30年３月１日から32年２月１日まで 

② 昭和32年３月９日から36年７月26日まで 

昭和63年＊月に60歳で定年退職した後に、年金額が少ないので年金記録を確認し

たところ、申立期間について脱退手当金の支給記録があることを知った。 

しかし、脱退手当金の支給時には、Ａ県からＢ県に移ってきていたので、脱退手当

金を受給していない。脱退手当金の支給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る最終事業所の事業所別被保険者名簿に記載されている女性のうち、申

立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 36年７月 26日の前後３年以内に資

格喪失した者 18 名の脱退手当金の支給記録を確認したところ、全員に脱退手当金の支

給記録が確認でき、そのうち 16 名が資格喪失日から８か月以内に脱退手当金の支給決

定がなされているとともに、当該支給決定の記録がある者の２名及び申立期間当時の事

務担当者は、事業所が脱退手当金の請求手続をした旨の供述をしていることを踏まえる

と、申立人についても、事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられ

る。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間である２

回の被保険者期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、申立期間後の被保険者

期間は別の番号となっており、脱退手当金を受給したために番号が異なっているものと

考えるのが自然である。 

さらに、申立人は申立期間に係る最終事業所を退職後、国民年金の被保険者となるべ

きであったにもかかわらず、国民年金の加入手続を行っておらず、年金に対する意識が

必ずしも高かったものとは考え難い。 

加えて、申立期間の脱退手当金は、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約７か月後の昭和 37年２月 27日に支給決定されているなど、事務処理に不自然



                      

  

さはうかがえない上、申立人から聴取しても脱退手当金を受給していないことをうかが

わせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年２月１日から同年12月25日まで 

平成 20 年７月に、年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金の支

給記録があることを知った。 

しかし、申立期間以前に勤務していたＡ社では脱退手当金を受け取った覚えがある

が、申立期間については、脱退手当金を受給していないので、申立期間の脱退手当金

の支給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給されたこととな

っているＡ社の被保険者期間の脱退手当金を申立期間以前に受給したと主張しているが、

申立期間以前に脱退手当金の支給記録は無いほか、脱退手当金を受給したことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

また、申立人の申立期間に係る事業所の事業所別被保険者名簿には脱退手当金が支給

されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、オンライン記録上、

申立期間後に申立期間とＡ社の被保険者期間を基礎として脱退手当金が支給されており、

当該脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約５か月半後の昭和 36 年６月８日に支給決定されているなど、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度創設前であり、

申立期間の事業所を退職後、厚生年金保険の加入歴の無い申立人が脱退手当金を受給す

ることに不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11248 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和32年６月25日から33年５月23日まで 

② 昭和33年５月26日から35年５月１日まで 

③ 昭和35年５月４日から38年５月26日まで 

平成 17 年１月に、年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金の支

給記録があることを知った。 

しかし、申立期間について脱退手当金を受給していないので、脱退手当金の支給記

録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に対しては、申立期間後に再加入した厚生年金保険被保険者期間についても脱

退手当金が支給されているが、その際、仮に申立期間の脱退手当金が支給されていなけ

れば、当該申立期間も併せて請求手続がとられるべきところ、申立人は申立期間後の厚

生年金保険被保険者期間のみ手続したと主張していることを踏まえると、申立期間につ

いては既に脱退手当金が支給されているものとして、請求手続が行われたものと考える

のが自然である。 

また、申立人の申立期間に係る最終事業所の事業所別被保険者名簿には、脱退手当金

が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間に係

る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 38年８月 27日に支給決定さ

れているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間である

３回の被保険者期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、申立期間後の被保険

者期間は別の番号となっており、脱退手当金を受給したために番号が異なっているもの

と考えるのが自然である。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 



                      

  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年８月25日から27年７月１日まで 

    厚生年金保険の記録によれば、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた申立期間の加

入記録が無い。申立期間も同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間中に厚生年金保険の被保険者資格を取得している従業員が、申立人は自身よ

り前に在籍していたとしていることから、申立人は、申立期間もＡ社に勤務していたこ

とが推認できる。 

しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、また、その所在

地を管轄する法務局に商業登記の記録が確認できない上、同社の事業を引き継いだＢ社

は、申立期間当時のＡ社の従業員に関する資料等の一部しか保管していないとしている

ことから、申立期間の保険料控除については確認することができない。 

また、申立期間においてＡ社で勤務していた従業員７人に照会したところ、回答があ

った５人のうち４人は、申立人のことを記憶しているが、申立人の申立期間当時の雇用

形態及び同社における厚生年金保険の取扱いについては確認することができない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人は、昭和 26 年

８月 25日に被保険者資格を喪失し、その後 27年７月１日に被保険者資格を再取得して

いることが確認できるところ、申立人に係る標準報酬月額については、被保険者資格の

喪失時には６等級である 4,500円であったものが、被保険者資格の再取得時には２倍の

11 等級である 9,000 円（厚生年金保険の標準報酬月額の上限は 10 等級である 8,000

円）と記録されている一方で、上記被保険者名簿における同時期の他の被保険者に係る



                      

  

標準報酬月額の変更については、最大で２等級の引上げにとどまっていることが確認で

きる。 

加えて、上記被保険者名簿で、昭和 28年 10月１日に被保険者資格を取得し、取得時

の標準報酬月額が 13 等級である１万 2,000 円（厚生年金保険の標準報酬月額の上限は

10 等級である 8,000 円）と記録されている従業員は、自身は請負であったが、会社が

社員扱いにしてくれたと思うとしているところ、申立人も同年 10 月の標準報酬月額が

13等級と記録されている。 

これらのことから、Ａ社においては様々な雇用形態の従業員が勤務しており、申立人

は申立期間において、勤務、雇用形態に変化があったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11251                  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  ① 昭和27年10月から30年６月まで 

             ② 昭和55年から57年まで 

Ａ社及びＢ社に勤務していた期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

しかし、申立期間①のＡ社に勤務していた期間及び申立期間②のＢ社に勤務してい

た期間に、厚生年金保険に加入していたので、申立期間について厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ａ社は、当該期

間、厚生年金保険の適用事業所としての記録が無い。 

また、Ａ社の所在地を管轄する法務局が保存している登記簿目録により同社と同

名の事業所名は確認できるが、当時の事業主及び役員の連絡先は不明であり、これ

らの者から、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て確認することはできない。 

さらに、申立人は、Ａ社はＣ社の系列であったと主張しているところ、Ｃ社では、

Ａ社がＣ社の系列会社であったという事実を示す記録は無いとしている。 

加えて、オンライン記録により、当該期間にＣ社での勤務が確認できる複数の元

従業員に申立人の同社及びＡ社においての勤務を確認したところ、申立人を知って

いると回答した元従業員は一人もおらず、Ａ社という会社があったと回答した２名

の元従業員のうち１名は、Ｃ社とＡ社に資本関係は無かったと回答している。 

また、Ｃ社で経理を担当していたとする元従業員は、当時、Ａ社に関する予算や

決算を行ったことは無く、Ｃ社とＡ社に資本関係は無かったとしている。 

さらに、申立人は、元同僚の氏名を記憶していたが、既に死亡しており、当該者



                      

  

から、Ａ社における申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認することができない。 

加えて、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除については、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人はＢ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、雇用保険の加入記録から、申立人は、当該期間において、昭和 54 年２月

21日から 55年９月 20日までの期間、同年 12月１日から 56年２月 25日までの期間

及び 57 年２月 22 日から 61 年５月 30 日までの期間については、それぞれＤ社、Ｅ

社及びＦ社で勤務していたことが確認できるが、当該期間に係るＢ社での雇用保険

の加入記録が確認できない。 

また、Ｂ社は、当該期間における同社の賃金台帳において、申立人の勤務を確認

することはできないとしていることから、当該期間は、同社に勤務していたことは

認められない。 

このほか、申立人の当該期間における勤務実態及び事業主による厚生年金保険料

の給与からの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11252 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年３月１日から40年１月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社の入社手続時

に厚生年金保険被保険者証を持って行ったのを覚えている。申立期間において厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ社で勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、申立人は二人の同僚の名前（うち一人は同職種）を記憶していたが、

いずれもＡ社において厚生年金保険の被保険者となっていないため、同社の事業所別被

保険者名簿により、申立期間において被保険者であった６人の従業員に照会したところ、

回答のあった５人は、申立人を記憶していなかった。 

また、申立期間におけるＡ社の複数の社会保険事務担当者に照会したところ、申立人

が同社に勤務していた記憶及び申立人から厚生年金保険被保険者証を預かった記憶は無

く、そのうちの一人は「１、２年は様子を見てから社会保険を適用するというのが社長

の口癖だった。」としている。 

さらに、Ａ社の元事業主は既に死亡しており、同社は昭和 44 年８月＊日に解散して

いることから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除について確

認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11253 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 42年４月１日から同年 11月１日までの期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

また、申立期間のうち、昭和 42年 11月１日から同年 12月 20日までの期間に係る厚

生年金保険被保険者記録を訂正する必要はない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年４月１日から同年12月20日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）にＣ職として勤務した期間のうち、昭和 42 年４月１日から

同年 11 月１日までの厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間もＡ社で継続して勤

務していたはずなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち昭和 42年４月１日から同年 11月１日までの期間について、当該期間

にＡ社にＣ職として勤務していた従業員は、「申立人はＡ社に１年は勤務していなかっ

たかもしれないが、１か月などという短い勤務期間ではなかった。」との供述しており、

勤務期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｂ社が保管している「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標

準報酬決定通知書」の申立人の資格取得日は、オンライン記録及びＡ社に係る事業所別

被保険者名簿に記載されている資格取得日と一致している上、当該資料により申立人と

同時期に資格取得手続が行われたＣ職の二人の従業員についても、資格取得日は、オン

ライン記録及び上記被保険者名簿に記載の資格取得日と一致していることが確認できる。 

また、Ｂ社では、当該期間当時、３か月の試用期間を設け、試用期間中は社会保険に

加入させていなかったとしており、このことは、当該期間当時は試用期間があったとす

る複数のＣ職の従業員の供述に符合する。 

さらに、当該期間当時にＡ社に勤務していたＣ職の従業員７人に入社日を照会し、厚

生年金保険の資格取得日と照合したところ、そのうちの４人については、入社日から、

１か月から７か月程度経過した後に厚生年金保険に加入していることが確認できる。 



                      

  

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

一方、申立期間のうち昭和 42年 11月１日から同年 12月 20日までの期間について、

上記被保険者名簿では、申立人は、同年 11 月１日に資格取得、同年 12 月 20 日に資格

喪失と記載されており、当該期間は申立人の被保険者期間と記録されていることが確認

できる。 

以上のことから、申立期間のうち、厚生年金保険の加入記録が確認できる当該期間に

ついては記録を訂正する必要はない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11254 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和21年３月15日から22年４月まで 

Ａ社Ｂ局Ｃ支部に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に

同社に勤務したことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ社Ｂ局Ｃ支部に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、申立人が申立期間に勤務していたとするＡ社Ｂ局Ｃ支部は、オンライ

ン記録及び適用事業所検索システムによれば、厚生年金保険の適用事業所となった記録

が確認できない。 

なお、Ａ社Ｂ局に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿は、Ａ社Ｂ局本部及び同局

Ｄ支部については確認できる。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、Ａ社Ｂ局Ｃ支部における被保険

者記録は見当たらない。 

さらに、申立人は、社会保険事務担当者だったという同僚の名前を記憶しているが、

Ａ社Ｂ局本部及び同局Ｄ支部の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には名前は見当たら

ず、この者から、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 

加えて、申立期間にＡ社Ｂ局Ｃ支部に勤務していた申立人の夫が記憶する同僚３人は、

同局本部及び同局Ｄ支部に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に名前は見当たらず、

これらの者から、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚



                      

  

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年２月１日から34年４月１日まで 

    Ａ社Ｂ作業所に勤務していた期間の厚生年金保険の記録が無い。勤務していたのは

確かであり、当時のはがき、工事現場の写真及び社史を提出するので申立期間を厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が保有する当時のはがき、複数枚の写真及び申立人の戸籍における婚姻につい

ての記録から、勤務期間は特定できないものの、申立人がＡ社Ｂ作業所に勤務していた

ことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、申立期間における人事記録等を保存しておらず、申立人の勤

務状況や保険料控除について確認できないと回答している。 

また、申立人は、Ｂ作業所に勤務していた同じ職種（基幹要員）の同僚５名を記憶し

ており、そのうち３名には、申立期間の一部においてＡ社に係る厚生年金保険の加入記

録があるが（そのうちの２名については、同社の社史から、Ｂ作業所に勤務していたこ

とが確認できるものの同作業所での勤務期間は特定できない。）、そのほかの２名には、

申立期間における同社に係る厚生年金保険の加入記録が無いことから、同社では、Ｂ作

業所に勤務していた従業員について必ずしも全員を厚生年金保険に加入させていたわけ

ではなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11258 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成11年１月31日から同年２月１日まで 

Ａ社（後に、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無い。定年退職に伴う資格喪失年月日に疑問を感じ、会社に確認したところ、退職日

は平成 11年１月 31日、資格喪失日は同年２月１日であった。会社の証明を添付して

申立てを行うので正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の後継会社であるＣ社から提出されたＢ社の就業規則（退職事由）第 25 条

（１）によると、「定年に達したときは、定年に達した日」と記載され、同規則（定

年）第 26 条によると、「社員の定年は、60 歳に達した日とする。」旨記載されており、

申立人の誕生日は昭和 14年＊月＊日であることから、申立人が 60歳に達した日とは誕

生日の前日である平成11年＊月＊日であることが確認できる。 

また、Ｃ社から提出された「定年退職者のお知らせ」では、申立人は平成 11 年＊月

＊日付けで定年退職を迎える旨記載されており、雇用保険の加入記録の離職日と一致し

ている。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同月に定年退職を迎えた従業員は、資格

喪失日の記録から誕生日の前日に定年退職したことが確認できる。 

一方、Ｃ社は、申立人から資格喪失日の確認依頼を受け、その結果、資格喪失日を平

成 11 年２月１日に訂正する被保険者資格喪失届を年金事務所に届け出ているが、後に

当該年金事務所で再確認を行った結果、退職日は同年＊月＊日、資格喪失日は同年＊月

＊日であることが分かり、申立期間の勤務実態は無かったことが確認できる。 

また、Ｃ社は、平成 11年１月分の給与明細書を提出し、「平成 11年１月分の社会保

険料を控除しているが納付はしていない。」と回答しているが、厚生年金保険法第 19

条によると、被保険者期間を計算する場合は、月によるものとし、被保険者の資格を取



                      

  

得した月からその資格を喪失した月の前月までをこれに算入するとされており、また、

同法 14 条には、資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくなった日の翌日とされ、

申立人のＡ社における資格喪失日は、平成 11 年＊月＊日となることから、申立人が主

張する申立期間を厚生年金保険の被保険者期間に算入することができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、

平成 11 年１月分の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていることが確認

できるが、申立期間について、申立人は当該事業所に使用されていた者であったと言え

ないことから、厚生年金保険の被保険者であったと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11259（事案1282の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年 6月26日から28年６月26日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者委員会に申し

立てたところ、同委員会から、申立内容の確認できる資料が無いなどの理由により、

記録訂正を行うことができないと通知があった。 

しかし、勤務していたことは確かであり、判断に納得できないため、新たな資料や

情報は無いが、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、同僚の証言及び申立人の勤務に関する供述内容か

ら、申立期間にＡ社に勤務していたことはうかがえるが、同社は当時の資料を保管して

おらず、申立人の厚生年金保険の取扱いについて確認できないこと、また、同僚の供述

から申立人の厚生年金保険の加入状況及び同社の厚生年金保険の取扱いについて不明で

あること等から、申立期間について、平成 21年１月 21日付けで既に当委員会の決定に

基づく年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、上記通知に納得できず、申立期間に当該事業所に勤務してい

たことは確かであると主張しているが、当委員会で再度確認した結果、新たな資料や情

報が得られず、当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、

申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることは

できない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11260 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年５月１日から11年４月30日まで 

代表取締役としてＡ社に勤務した期間のうち、申立期間について、厚生年金保険の

標準報酬月額が、実際の給与の月額に相当する標準報酬月額と相違している。このた

め、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額は、当

初、平成８年５月から 10 年７月までの期間は 50 万円、同年８月から 11 年３月までの

期間は 20 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しな

くなった日（平成 11年４月 30日）の後の同年５月 17日に、８年５月から 11年３月ま

での期間について９万 8,000円へとさかのぼって減額訂正されていることが確認できる。 

一方、申立人は、社会保険事務所（当時）に対する「質問応答書」において、厚生年

金保険の標準報酬月額を引き下げる記録の訂正が行われた平成８年５月１日から 11 年

４月 30 日までの期間、Ａ社の事業主の立場にあった旨回答している。また、法務局の

同社に係る閉鎖登記簿謄本等により、申立人は、申立期間及び上記標準報酬月額の減額

処理が行われた当時、代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、「平成 10 年ごろ、Ａ社の経営状況は悪化しており、これに伴い、

厚生年金保険料を含む社会保険料を滞納していた。」旨供述しているところ、申立人は、

社会保険事務所に対する上記質問応答書においても、当時、同社では社会保険料の滞納

があった旨回答している。 

さらに、オンライン記録では、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった

平成 11年４月 30日に申立人が同社における厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨

の処理が、同年５月 17 日に行われていることが確認でき、これは、申立てに係る標準

報酬月額の減額処理が行われた日と一致している上、上記閉鎖登記簿謄本等により、同



                      

  

日に同社は解散し、申立人は同社の清算人に就任していることが確認できる。 

加えて、オンライン記録では、上記標準報酬月額の減額処理が行われた日（平成 11

年５月 17 日）の後の平成 11 年６月 10 日に、申立人の老齢年金が裁定されていること

が確認できる。この結果、当該減額処理前の標準報酬月額の記録を基に裁定された場合

は、８年５月から 10 年７月までの期間については老齢厚生年金の全額が支給停止とさ

れるところ、申立人に対しては、当該減額処理後の標準報酬月額の記録を基に裁定され

た申立期間分の老齢厚生年金が、11 年７月 15 日にまとめて支給されていることが確認

できる。 

なお、オンライン記録では、申立人について、上記減額処理前の標準報酬月額と同額

の標準報酬月額が記録されている申立期間以外の期間については、上記裁定により老齢

厚生年金の全額が支給停止とされていることが確認できる。 

これらのことから、申立人は、「当時、Ａ社の代表者印は自分が管理していたが、標

準報酬月額の減額に係る届出を行った記憶は無く、社会保険事務所の担当職員から当該

減額に係る説明を受けた記憶も無い。」旨主張しているものの、代表取締役であった申

立人が関与せずに社会保険事務所において標準報酬月額の減額処理がなされたとは考え

難く、申立人は自らの標準報酬月額の減額処理に関与していたものと考えるのが自然で

ある。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の代表取締役として自らの標準

報酬月額の減額処理に関与しながら、当該減額処理が有効なものではないと主張するこ

とは信義則上許されず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る

記録の訂正を認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11261 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和20年４月１日から21年２月１日まで 

Ａ事業所に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。昭和

20 年３月に国民学校高等科を卒業し、同年４月から同所に旋盤工として勤務してい

たので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶していた二人の同僚の供述及び申立人によるＡ事業所に勤務していた当

時の状況についての具体的な供述から判断すると、申立人が申立期間当時、同所に勤務

していたことは推認することができる。 

一方、Ａ事業所に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿及び適用事業所名簿の記

録では、同所は昭和 22 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、ま

た、同所の当時の代表者及び当該被保険者名簿から申立期間に厚生年金保険の被保険者

記録が確認できる６人の従業員は、いずれも連絡先が不明であるため供述が得られず、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除や当時の同所における厚生年

金保険の取扱い等について確認することができない。 

また、上記二人の同僚はいずれも、「自分は昭和 20 年からＡ事業所に勤務してい

た。」旨供述しているところ、上記被保険者名簿及び当該同僚に係る厚生年金保険被保

険者台帳の記録では、いずれも、申立人と同日の昭和 21 年２月１日に同所において厚

生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、上記被保険者名簿の記録では、申立期間中に厚生年金保険の被保険者資格を

取得している従業員は見当たらない一方、申立人と同日の昭和 21 年２月１日に被保険

者資格を取得している従業員（上記二人の同僚を除く。）が23人確認できる。 

これらのことから、Ａ事業所では、申立期間当時、採用した従業員について、採用し

てから相当期間経過後にまとめて厚生年金保険に加入させていたものと考えられる。 



                      

  

加えて、上記二人の同僚はいずれも、申立期間当時のＡ事業所における厚生年金保険

の取扱いや厚生年金保険料の給与からの控除について記憶しておらず、また、当時の給

与明細書等を保管していないと供述しているため、申立人の申立期間に係る厚生年金保

険料の給与からの控除について確認することができない。 

また、上記 23 人の従業員のうち、連絡の取れた二人はいずれも、自身のＡ事業所へ

の入所時期や、当時の同所における厚生年金保険の取扱い及び厚生年金保険料の給与か

らの控除について記憶しておらず、また、当時の給与明細書等を保管していないと供述

しているため、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除について確認

することができない。 

さらに、厚生年金保険被保険者証記号番号払出簿における申立人の被保険者資格取得

日（昭和 21 年２月１日）は、上記被保険者名簿、申立人に係る厚生年金保険被保険者

台帳及びオンラインの記録における申立人の被保険者資格取得日と一致していることか

ら、社会保険出張所（当時）の事務処理に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年４月１日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。昭和 32

年３月に大学を卒業後、同年４月から同社に正社員として勤務し、食品の販売等の業

務に従事していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の当時の複数の従業員の供述及び申立人による同社に勤務していた当時の状況に

ついての具体的な供述から判断すると、申立人が申立期間当時、同社に勤務していたこ

とは推認することができる。 

一方、オンライン記録では、Ａ社は平成４年７月１日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、また、同社の当時の代表者や経理担当者は連絡先が不明であるため供

述が得られない上、申立人は申立期間当時の上司や同僚を記憶していないため、これら

の者を特定できず、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除や当時の

同社における厚生年金保険の取扱い等について確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、申立人と

同日の昭和 32年 11月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認で

きる８人の従業員のうち、連絡の取れた４人について、同社に入社したと供述している

時期から、当該被保険者資格取得日までの期間を見ると、これらの従業員の職種に関係

なく、７か月ないし21か月となっていることが確認できる。 

さらに、上記４人の従業員のうち二人は、「当時、Ａ社では入社後に試用期間を設け、

当該期間は従業員を厚生年金保険に加入させていなかったと思う。」旨供述している。 

これらのことから、Ａ社では、申立期間当時、採用した従業員について、入社してか

ら相当期間経過後にまとめて厚生年金保険に加入させていたものと考えられる。 



                      

  

加えて、上記４人の従業員はいずれも、Ａ社に入社したと供述している時期から厚生

年金保険に加入するまでの期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除について記憶し

ておらず、また、当時の給与明細書等を保管していないと供述しているため、申立人の

申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11263 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年５月31日から51年３月20日まで 

Ａ社又はＢ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に当

該事業所に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社又はＢ社に正社員として勤務し、内装に係る業務に従事し

ていた旨申し立てている。 

しかし、Ａ社及びＢ社については、オンライン記録及び適用事業所検索システムにお

いて、当該事業所名及び類似の名称での確認を行ったものの、いずれも厚生年金保険の

適用事業所としての記録は無く、また、Ｂ社については、所在地を管轄する法務局にお

いて商業登記の記録も無い。 

また、Ａ社に係る閉鎖登記簿謄本において確認できる同社の代表取締役その他の役員

は、いずれも連絡先が不明又は連絡が取れないため供述が得られず、申立人の申立期間

における勤務の実態や厚生年金保険料の給与からの控除について確認することができな

い。 

さらに、申立人が記憶していた二人の同僚は、いずれも連絡先が不明であるため供述

が得られず、申立人の申立期間における勤務の実態や厚生年金保険料の給与からの控除

等について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11264 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年10月25日から２年９月25日まで 

父が代表者を務めていたＡ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加

入記録が無い。申立期間も同社に継続して勤務しており、また、当時の給料支払明細

書を提出するので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしいとして申し立

てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

あっせんの対象となる事案は、事業主から、厚生年金保険被保険者が負担すべき保険料

を源泉控除されていたと認められることが要件とされている。 

申立人から提出のあった平成元年 11 月分の給料支払明細書及びＡ社の当時の社会保

険事務担当者（同社の代表者の妻）の供述から判断すると、申立人が申立期間に同社に

勤務していたことは認められる。 

しかし、上記社会保険事務担当者は、「Ａ社は平成 12 年に閉店したため、当時の従

業員に係る資料は保存されていないが、当時、一般的な取扱いとして、同社の被保険者

の厚生年金保険料は当月支給する給与から控除していた。しかし、息子である申立人に

ついては、申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除していなかった。」旨供述し

ているところ、上記給料支払明細書により、申立人は、平成元年 11 月に同社から給与

の支給を受けているものの、当該給与に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていないことが確認できる。 

また、上記社会保険事務担当者は、「申立期間当時、Ａ社では、従業員を雇用保険と

厚生年金保険に一体として同時に加入させていた。」旨供述しているところ、雇用保険

の記録では、申立人のＡ社における被保険者資格取得日が平成２年９月 25 日であるこ

とが確認でき、これは、申立人の同社における厚生年金保険の被保険者資格取得日の記



                      

  

録と一致している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11265 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年２月17日から47年４月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）において勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

             申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたと申し立てている。 

   一方、Ａ社より業務委託を受けたＣ協会は、申立人の在籍を証明するものとして在籍

証明書を提出しているところ、同協会の担当者によると、当該証明書の基となる営業職

員のものと思われる名簿には、申立人の氏名、生年月日、入社日・退職月は記載されて

いるが、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、会社自体も解散し

ているため、当時の厚生年金保険に係る資料が保管されておらず、申立人の雇用形態並

びに厚生年金保険の加入状況及び保険料の控除について確認できないとしている。 

 また、申立人が記憶しているＡ社の申立期間当時の営業所長は、所在が不明のため、

申立人の勤務状況や厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

 さらに、Ａ社Ｄ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間に被

保険者であった従業員で所在の判明した 16 名に照会したところ、申立人を記憶してい

る者はおらず、申立人の勤務状況や厚生年金保険の加入状況について供述を得ることが

できなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11266                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和25年４月から26年４月まで 

             ② 昭和26年４月から27年11月まで 

    Ａ事業所及びＢ社Ｃ工場に勤めていた各申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

当該期間を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、Ｄに所在したとするＡ事業所に勤務していたと申し

立てている。 

しかしながら、Ａ事業所の事業主の所在が不明であり、同事業所の所在地を管轄する

法務局において、同事業所は、商業登記簿上存在を確認することができないことなどか

ら、同事業所の存在が不明である。                  

また、オンライン記録及び適用事業所検索システムにより、Ａ事業所が厚生年金保険

の適用事業所であった記録を確認することができない。 

   さらに、申立人はＡ事業所における上司及び同僚の氏名を記憶していないため、これ

らの者から、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

 申立期間②について、申立人の詳細な供述から、期間は特定できないものの、申立人

がＢ社Ｃ工場に勤務していたことがうかがえる。 

 しかしながら、Ｂ社Ｃ工場の従業員の一人は、申立期間当時、同社工場には臨時工が

多数雇用されていたと供述している。           

また、他の従業員の一人は、３か月の試用期間の後に正社員となり、その際、社員バ

ッチの交付を受けたと供述しているところ、申立人は、当該バッチのことは承知してい

たが、自らが当該バッチの交付を受けた記憶は無いと供述している。 

さらに、申立人が姓のみを記憶していた同僚は、健康保険厚生年金保険被保険者名簿



                      

  

及びオンライン記録に記載は無く、このほかに、申立人は当時の上司及び同僚の氏名を

記憶していないことから、これらの者に申立人の勤務状況並びに厚生年金保険の加入状

況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

加えて、Ｂ社の厚生年金保険担当者は「当社では、申立期間当時の資料は残っておら

ず、当時の状況を知る者もいないことから、申立人の当時の勤務実態や厚生年金保険料

の控除について確認することはできない。」と供述している。    

   このほか、申立人の各申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事情及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、各申立期間に係る厚生年金保険料を各事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11267                                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年11月末から49年12月末まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社での勤務について、同社の倉庫で配達業務に従事していたと供述する

など、その供述内容から判断すると、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務

していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ａ社で申立期間当時、営業業務に従事していた従業員は、申立人が担

当していたとする配達業務の者は、社会保険に加入させていないと当時の社会保険事務

担当者から聞いたことがあると供述しており、申立人が記憶している配達業務に従事し

ていた同僚も、同社に係る事業所別被保険者名簿において申立人と同様に加入記録が無

いことが確認できる。 

また、Ａ社では、申立期間当時の資料を保存していない上、事業主は、申立人を記憶

していないことから、申立人の勤務状況や厚生年金保険の加入状況について確認するこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11268 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年９月１日から30年６月20日まで 

Ａ事業所に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に同事業

所に勤務したことは確かなので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＢに所在するＡ事業所に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ａ事業所の所在地を管轄する法務局において、同事業所の商業登記の

記録が無く、また、オンライン記録及び適用事業所検索システムにより、厚生年金保険

の適用事業所となった記録を確認することができない。 

また、申立人が記憶する事業主の所在は不明であり、申立人は、Ａ事業所における上

司及び同僚の氏名を記憶していないことから、これらの者から、同事業所における申立

人の勤務状況や厚生年金保険の適用状況について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11271                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年11月17日から16年８月31日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に勤務し

ていたことは確かであり、当時の給与支払証明書を提出するので、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持しているＡ社が証明した平成 15 年に係る給与支払証明書及び同社の回

答から判断すると、申立人は、申立期間中、同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、上記給与支払証明書には、厚生年金保険料の控除額が記載されていない。 

また、Ａ社は、「当社が厚生年金保険の適用事業所になったときから、家族の者しか

加入させておらず、申立人は厚生年金保険に加入させていなかったと思う。」としてい

るところ、オンライン記録によると、同社が厚生年金保険の適用事業所になった平成９

年８月１日から申立期間までの間に５人が厚生年金保険被保険者となっているが、その

うち４人は同社の親族であることが確認できる。 

さらに、Ａ社は、「厚生年金保険に加入していれば、健康保険はＢ国民健康保険組合

に加入しているはずである。」としているところ、申立人は、申立期間中、Ｃ県Ｄ区国

民健康保険に加入していることが確認できる。 

加えて、当時の代表者は死亡しており、申立人の記憶する同僚のうち二人は名字のみ

しか覚えておらず、当該同僚の住所を特定することができない上、オンライン記録で確

認できる同僚においては、照会に対する返答が無いため、申立人の勤務実態及び厚生年

金保険の取扱いについて確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚



                      

  

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11272                                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和31年８月１日から33年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。同社には、昭和 31 年８

月１日から継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管している申立人に係る従業員名簿から、申立人は、昭和 30年１月 10日か

ら同社で勤務したことが確認できる。 

また、当該従業員名簿から確認できる同僚及び従業員においても、厚生年金保険の被

保険者資格を取得する２、３年前からＡ社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、定時制高校に通学しながらＡ社にアルバイトとして勤務していたとする複数

の従業員は、入社から一定期間経過後に厚生年金保険に加入したとし、そのうちの一人

は、「在学中のアルバイト期間には厚生年金保険に加入していなかった認識があり、厚

生年金保険に加入する前に保険料は給与から控除されていなかった。」と供述している。 

なお、Ａ社の当時の社会保険担当と思われる者は既に死亡しており、また、同社は、

当時の賃金台帳は保管していないため、申立人又は定時制高校在学中のアルバイト従業

員に係る厚生年金保険の取扱いについて不明としている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11273                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から９年11月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間の標準報酬月額が実際

に支給されていた給与額と相違している。Ａ社では、年間 900 万円で月額 75 万円が

支給されていたはずであり、源泉徴収票を提出するので、正しい記録に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された賃金台帳により、給与から控除されていた申立期間に係る厚生年

金保険料に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致しており、ま

た、社会保険料等の控除額は、申立人から提出された源泉徴収票における社会保険料と

一致していることが確認できる。 

さらに、Ｂ社は、「申立人の賃金台帳を確認したところ、年間 900万円の支給に間違

いはないが、月額の給与は 50万円であり、７月と 12月にそれぞれ 150万円の賞与を支

給していた。」と回答している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、

申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11274                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年９月１日から20年２月１日まで 

ねんきん定期便により、Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期

間の標準報酬月額が低いことが分かり、同社に相談した。同社は、年金事務所に訂正

の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、年金額の計算の基礎と

なる標準報酬月額は、訂正前の記録となっているので、訂正後の記録に認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における平成 19年９月から 20年６月までの標準報酬月額は、当初、44

万円と記録されていたが、同社は、19 年９月の定時決定に誤りがあるとして、年金事

務所に対し訂正の届出を行い、22 年４月２日付けで、62 万円に訂正されているが、当

該期間のうち、19 年９月から 20 年１月までの期間については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により保険給付に反映されない。 

一方、Ａ社から提出された賃金台帳から確認できる報酬月額は、オンラインに記録さ

れている標準報酬月額（44万円）よりも高いことが確認できる。 

しかし、オンラインに記録されている標準報酬月額とＡ社から提出された賃金台帳に

おける厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額が一致している。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主による給

与からの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11278 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年12月21日から５年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社を設立するま

での間は、Ｂ社で勤務し、設立後はＡ社で勤務した。 

Ａ社では、給与から厚生年金保険料が控除され、健康保険証を使用した記憶がある

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における同僚の供述により、期間は特定できないが、申立人が同社に勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、

平成６年８月１日であり、申立期間は適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ａ社は、既に破産し、当時の事業主は所在不明であり、厚生年金保険の事務担

当者に照会したが、回答が得られないため、申立人の勤務状況や厚生年金保険料の控除

について確認することができない。 

さらに、申立人は、申立期間に健康保険証を使用したとしているが、申立人が受診し

たＣ病院付属Ｄ診療所は、診療記録は既に廃棄していることから、申立人の健康保険証

の使用について確認することができない。 

加えて、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11279                 

  

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和27年４月28日から30年12月31日まで 

    申立期間について、Ａ国軍Ｂ基地内Ｃ事務所に勤務したが、その間の厚生年金保険

の加入記録が無い。確かに勤務していたので、この期間を厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断理由 

   Ａ国軍Ｂ基地内Ｃ事業所で勤務していた申立人の元配偶者の供述及び申立人が記憶し

ている同僚の遺族の供述から、勤務期間は特定できないものの、申立期間に申立人が同

事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、上記元配偶者は、Ａ国軍Ｂ基地内Ｃ事業所に勤務していた昭和 26 年６月に、

雇用主であるＤ渉外労務管理事務所から、７月よりＡ国軍の直接雇用に変更されると言

われたことを記憶しており、同労務管理事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿では、上記元配偶者は、同年７月１日以降、厚生年金保険の被保険者記録は確認でき

ず、また、申立人が同じ仕事をしていたと記憶している同僚も、上記被保険者名簿では、

厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

また、Ａ国軍Ｂ基地内Ｃ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立人

と同時期に同事業所に勤務していたことが確認できる複数の従業員に照会したところ、

申立人を記憶している従業員は無く、複数の従業員は、「専門職や管理職の人は、Ａ国

軍に直接雇用されていたと思う。また、申立人の職種であるＥ業は、Ｃ事業所の所属で

はなかったと思う。」と供述している。 

   さらに、Ａ国軍Ｂ基地内Ｃ事業所の関連事業所を確認したところ、Ｆ局に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の氏名で昭和 27 年８月１日に被保険者

資格を取得し、29 年３月８日に喪失している被保険者記録を確認できたが、当該事業

所は、申立期間当時、健康保険のみの任意包括適用事業所であり、厚生年金保険の適用



                      

  

は、31 年２月１日であることが確認できることから、申立期間は厚生年金保険の適用

事業所ではなかったことが確認できる。 

   加えて、Ｆ局は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業主の連絡先も

不明であることから、申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11285（事案1524の再申立て）           

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ：  昭和５年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年１月10日から同年３月１日まで 

             ② 昭和36年３月25日から同年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い旨

を第三者委員会に申し立てたが、記録を訂正できないとの通知を受けた。しかし、勤

務していたことは確かであり、新たに公共職業安定所の求人に応募して同社に入社し

たことを思い出し、また、今回、在職証明書の原本を提出するので、申立期間①及び

②を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

前回の申立てにおいては、申立期間①について、申立人は、Ａ社へは当時の事業主の

配偶者の紹介で、事業主の運転手として勤務を開始し、通常の採用手続を経て入社した

ものではないと申し立てており、申立期間①及び②について、同社及び同社の複数の従

業員から、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除についての証言や資料を得るこ

とができなかった等の理由から、申立期間①及び②について平成 21年２月 18日付けで

既に当委員会の決定に基づく年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し申立人は、今回新たに、Ａ社に入社した際は、公共職業安定所の求人に応

募し同社に入社したことを思い出し、今回提出した在職証明書の原本は、当時の事業主

が個人的に証明したものではなく、同社が発行したものであることから、申立期間中も

同社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、申立人の当時の住所を管轄する公共職業安定所と、Ａ社の当時の所在地を管

轄する公共職業安定所に求人の記録について照会したが、保存年限経過のため、資料は

既に廃棄されており、当該求人の記録は得られなかった。 

また、申立人から提出された在職証明書の原本については、Ａ社に再度照会したとこ

ろ、同社が発行した証明書であると思われるとの回答があったことから、当該在職証明



                      

  

書は、当時の事業主が個人的に証明したものではなく、同社が発行した証明書であると

考えられる。 

しかし、在職証明書は、会社に在籍し勤務していたことの証明ではあるものの、厚生

年金保険料を給与から控除されていたことを証明するものではなく、今回、当委員会が

再調査したが、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料は無く、周辺事情は見当たらない。 

また、Ａ社における申立人の雇用保険の加入記録では、昭和 36 年９月１日に資格取

得とされており、同日は、申立人が同社において同年３月 25 日に厚生年金保険の被保

険者資格を喪失した後、再度、資格を取得した日と一致している。 

以上のことから、当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立

人は、申立期間①及び②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたもの

と認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11286 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正12年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和23年10月１日から25年７月１日まで               

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に同社本社で技術部保安係の業務に従事していたことは確かであるので、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて行ったも

のである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社本社に昭和 23年 10月に申立人と同期入社したとする同僚の供述により、申立人

が同社本社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社本社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿から、同社本社

が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 27 年４月１日であり、申立期間は適用

事業所となっていない。 

また、上記同僚は、Ａ社Ｂ鉱業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

から、申立人と同様、勤務地（同社本社）と異なる同社同鉱業所において昭和 25 年７

月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、Ａ社Ｂ鉱業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿から、昭和

25 年７月１日に被保険者資格を取得している複数の従業員に照会したところ、３人の

従業員から回答があり、一人の従業員は 24 年４月に同社Ｃ営業所に入社した旨供述し、

二人の従業員は 25 年４月ごろに同社本社に入社した旨供述していることから、同社で

は、入社して相当期間経過後に同社同鉱業所において厚生年金保険に加入させる取扱い

であったことがうかがえる。 

加えて、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の事業主

及び人事担当者も死亡しているため、これらの者から申立人の勤務実態及び厚生年金保



                      

  

険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

  

 



                      

  

東京厚生年金 事案11287 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ：  昭和19年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和39年11月５日から40年９月１日まで   

Ａ社又はＢ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

い。会社の名称がＡ社からＢ社に変わったことはあったが、申立期間も継続して勤務

していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

従業員の供述から判断すると、申立人は、申立期間当時、Ａ社又はＢ社に勤務して

いたことは推認できる。 

しかし、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は昭和 39 年 11 月４日に

厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、Ｂ社に係る同名簿によると、同社が厚生

年金保険の適用事業所となったのは、40 年９月１日であることから、両社とも申立期

間は適用事業所となっていない。 

また、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、同社は昭和 39 年 10 月＊日に解散して

おり、Ｂ社に係る同謄本によると、同社は平成８年６月＊日に解散している上、両社の

事業主は既に死亡しているため、申立人の申立期間当時の勤務実態及び厚生年金保険料

の控除について確認することができない。 

さらに、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日に被保険者資格を喪失し、

Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となった日に被保険者資格を取得した二人の従業員に

照会したが、いずれも申立期間当時の給与明細書等の厚生年金保険料の控除を確認でき

る資料を所持していない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から



                      

  

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11290                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和22年10月から24年３月31日まで 

             ② 昭和24年６月18日から25年11月20日まで 

Ａ事業所（Ｂ局）に勤務した申立期間①及びＣ事業所（Ｄ局）に勤務した申立期間

②に係る厚生年金保険の加入記録が無い。それぞれの事業所に勤務していたので、各

申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「Ａ事業所（Ｂ局）に勤務していたのは事実なの

に、同事業所における厚生年金保険の記録が無いのはおかしいので、申立期間①を厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。」と主張している。 

しかしながら、進駐軍労務者については、厚生省保険局長通知である「進駐軍労務

者に対する健康保険法及び厚生年金保険法の適用に関する件」（昭和 23年 12月１日

保発第 92 号）に基づき、厚生年金保険法の「国の事務所」に使用される者として、

昭和 24 年４月１日から強制被保険者として適用されることとなった。このことによ

り、Ａ事業所（Ｂ局）に係る事業所別被保険者名簿によれば、申立人が勤務していた

とする同事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは、同年４月１日であり、申

立期間①において同事業所は厚生年金保険の適用事業所となっていない。 

したがって、申立人が記憶しているＡ事業所（Ｂ局）に勤務していたとする同僚に

ついても、申立期間①における厚生年金保険の加入記録を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について、確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、Ｃ事業所（Ｄ局）の元従業員の回答により、申立人の同事業

所における正確な勤務期間は特定できないものの、申立人が同事業所で勤務していた

ことがうかがえる。 



                      

  

しかしながら、Ｃ事業所（Ｄ局）に係る事業所別被保険者名簿によれば、同事業所

は、昭和 24年 11月 1日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間②

の一部において厚生年金保険の適用事業所とはなっていないことが確認できる。 

また、前述の事業所別被保険者名簿から、申立期間②当時に勤務していた元従業員

のうち、連絡先が把握できた 30 名に対し申立人の勤務実態等について文書照会した

が、申立人の申立期間②における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認す

ることができなかった。 

さらに、Ｃ事業所における社会保険関係資料を管理しているＥ事務所は、「申立人

のＣ事業所（Ｄ局）における厚生年金保険の記録は、昭和 24 年４月１日に資格取得

し、同年６月 18 日に資格喪失している。」と回答しており、Ｅ事務所の記録は厚生

年金保険被保険者台帳の記録やオンライン記録とも一致している。 

なお、申立人が、「私がＣ事業所（Ｄ局）を辞めた後、同僚は同事業所が解散する

まで勤務していた。」と述べている同僚については、同事業所において申立人と同じ

厚生年金保険の資格取得日である昭和 24 年４月１日に取得し、申立期間②の期間中

である同年10月21日に厚生年金保険の資格を喪失していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について、確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11291（事案1294の再申立て）            

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和44年１月１日から平成５年３月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無いため、年金記録

確認第三者委員会に申立てを行ったが、同委員会から、同社が申立期間において適用

事業所であった事実は確認できず、給与から厚生年金保険料の控除もしていなかった

などの理由から、記録訂正できない旨の回答をもらった。しかし、同社は申立期間も

社会保険に加入していたはずなので再度調査し、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 44 年１月１日から平成４年５月１日までの期間に係る申立

てについては、既に当委員会の決定に基づき、21年１月 21日付けで年金記録の訂正

は必要ないとする通知を行っているところであり、また、申立人は、今回の申立て

において、前回の申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわ

せる新たな関連資料等を提出していない。 

したがって、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情等は見当たらないことか

ら、申立人は、当該申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

２ 申立期間のうち、平成４年５月１日から５年３月１日までの期間については、申立

人が「Ａ社において社会保険に加入していたはずである。」と主張する根拠に乏し

い上、当該申立期間についてもオンライン記録を調べたが、Ａ社は昭和 42 年６月１

日に厚生年金保険の適用事業所となった後、43年 12月１日に適用事業所でなくなっ

ており、当該申立期間においても厚生年金保険の適用事業所であった事実を確認す

ることができない。 

また、申立人が当該申立期間当時に在住していたＢ市の国民健康保険の記録によれ



                      

  

ば、申立人は、昭和 57 年３月 29 日から平成７年５月１日までの期間においてＢ市

で国民健康保険に加入していることが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、

厚生年金保険の被保険者として、申立期間のうち、平成４年５月１日から５年３月

１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11292                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年から52年まで 

        Ａ社で勤務した申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。同社ではＢ営業所

に正社員として勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ営業所の元同僚が、「申立人は、申立期間当時、Ｂ営業所で営業担当の社員として勤

務していた。」と述べていることから、正確な勤務期間は特定できないものの、申立人が同営

業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立期間当時のＡ社Ｂ営業所の上司は、「営業所単位で人を採用していた。

正社員であれば、数か月の試用期間の後、本社で社会保険に加入させていたので、加入記録の

無い人は短期間で辞めた人ではないか。」と述べている上、同社本社で社会保険事務手続を担

当していたとする元従業員は、「各営業所から依頼があった社員の加入手続を行っていた。加

入手続を行っていなければ、厚生年金保険料を控除することはない。」と述べている。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿については、申立期間におけ

る健康保険証の番号に欠番は無い上、申立人の氏名は見当たらず、記載内容に訂正などの不自

然さは見られない。 

なお、雇用保険の記録によると、申立人のＡ社における申立期間に係る加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金保

険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11296（事案1824の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨   

申 立 期 間 ： ① 昭和25年３月31日から同年９月１日まで 

② 昭和26年４月１日から同年５月３日まで 

    知人二人の手紙により、申立期間において、Ａ事業所に勤務していたのは間違いな

いにもかかわらず、前回申立てが認められなかった。その後、前回の申立期間のうち、

昭和 25年９月１日から 26年４月１日までの期間については、Ｂ庁において厚生年金

保険の被保険者としての記録が確認されたものの、申立期間①及び②については被保

険者としての記録が無い。いずれも、Ａ事業所に勤務していたことは確かであり、納

得できないので再度申立てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   前回の申立期間に係る申立てについて、申立人は、Ａ事業所に通訳として勤務してい

たと申し立てているが、ⅰ）Ａ事業所などの駐留軍基地の従業員に対する労務管理を行

っていたＣ管理事務所の業務を引き継いだＤ局が、当時のＡ事業所に係る資料が保存さ

れていないため、申立人の勤務の実態及び厚生年金保険料の控除については不明である

としていること、ⅱ）申立人が記憶している同僚４人が既に死亡していること、及び

ⅲ）Ａ事業所に係る被保険者名簿から、申立期間当時、厚生年金保険に加入しているこ

とが確認できる従業員８人に照会したところ、回答があった３人は申立人のことを記憶

していないとして回答していることなどから、申立期間について、厚生年金保険被保険

者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることができな

いとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21年３月 18日付けの年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

   今回の再申立てに当たって、申立人は、知人二人の手紙の記載内容から申立期間①及

び②において、Ａ事業所に勤務していたことは明らかであると主張しているところ、同

手紙では、知人一人が、「申立人は、昭和 22年６月から 26年５月まで、Ａ事業所にて



                      

  

通訳として勤務していた。」、また、他の一人が、「申立人は、Ａ事業所のビルディン

グマネージャーであり、通訳として、昭和 26 年５月３日開講の研修において立派に役

割を果たしてくれた。」などとそれぞれ記載しており、申立人がＡ事業所に勤務してい

たことはうかがえる。 

しかしながら、当該二人の知人の勤務先はＡ事業所とは別会社であることから、申立

人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除の状況について確認できない。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立

人は申立期間①及び②の厚生年金保険料を控除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11297 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年３月12日から46年８月６日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場に勤務していた期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

同工場にアルバイトとして勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社Ｃ工場の申立期間当時の従業員の供述により、勤務した期間までは特定できない

が、申立人が同工場に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社は、「Ａ社の従業員に係る資料は、健康保険厚生年金保険被保険

者名簿（連名式）しか保存されておらず、申立期間当時のアルバイトを含む従業員の勤

務の状況や厚生年金保険料の控除等については不明である。」と回答している上、当該

被保険者名簿に申立人の氏名は見当たらない。 

また、申立人は同僚を覚えておらず、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期

間当時に厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の従業員に照会したところ、

同社人事課に在籍していたとする従業員は、「当時、Ａ社Ｃ工場の従業員の人事管理は

同社本社で行っていた。同工場には、多数のアルバイトの女性従業員が勤務していたが、

彼女たちは厚生年金保険には加入させていなかった。」と供述している。 

さらに、上記事業所別被保険者名簿を確認したところ、健康保険の整理番号に欠番が

見当たらないことから、申立人に係る記録が欠落したとは考え難く、社会保険事務所

（当時）の事務処理に不自然さはみられない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

については確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

 



                      

  

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11299 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和60年５月１日から61年２月21日まで 

② 昭和62年２月21日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の被保険者記録が無い。同社に

は記録のある期間よりも前後とも長く勤めていたので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は昭和60年５月１日からＡ社に勤務していたと申し立て

ているところ、申立人に係る同社における雇用保険の資格取得日は61年２月21日となっ

ており、厚生年金保険の資格取得日と一致している。 

また、オンライン記録において、申立期間①にＡ社で厚生年金保険の被保険者記録の

ある複数の従業員に照会したところ、申立期間に申立人が勤務していたことを覚えてい

る旨回答した者はいないことから、申立人の申立期間①における勤務実態を確認するこ

とはできない。 

さらに、上記複数の従業員のうち、４名は、「Ａ社では、厚生年金保険の資格取得ま

でに見習期間もしくは研修期間と称する期間があった。」と供述していることから、同

社においては、一定期間の見習期間経過後に厚生年金保険の資格取得手続を行っていた

ことがうかがわれる。 

加えて、Ａ社は平成11年２月16日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事

業主から供述は得られないため、当時の申立人の勤務実態や厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生



                      

  

年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

次に、申立期間②について、申立人は昭和62年３月31日までＡ社に勤務していたと申

し立てているところ、申立人に係る同社における雇用保険の離職日は同年１月31日とな

っている。 

また、オンライン記録において、申立期間②にＡ社で厚生年金保険の被保険者記録の

ある複数の従業員に照会したところ、申立期間②に申立人が勤務していたことを覚えて

いる旨回答した者はいないことから、申立人の申立期間②における勤務実態を確認する

ことはできない。 

さらに、上記のとおり、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事

業主から供述は得られないため、当時の申立人の勤務実態や厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事業は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11300 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年７月７日から38年５月１日まで 

私は、Ａ法人（現在は、Ｂ法人）で勤務していたが、昭和37年７月６日に退職した

ことになっており、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。その後も同法人に勤

務し、長女が生まれた38年＊月＊日の２か月くらい前の４月30日ごろまで勤務してい

たので、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と一緒に勤務したとする同僚の供述によると、申立人の退職した時期は分から

ないものの、申立人は長女を出産する少し前までＡ法人で勤務していたとしており、申

立期間において、申立人が同法人に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ｂ法人は、「当時の資料は無く、申立人の勤務実態や厚生年金保険の取扱い

については、何も分からない。」と回答している。 

また、Ａ法人に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿で申立期間に被保険

者であったことが確認できる複数の従業員に申立人の勤務状況について照会したが、申

立人を記憶している者はおらず、申立人の勤務状況等について確認することはできなか

った。 

さらに、申立人が同じ部署で勤務したと記憶する同僚は、「当時は辞める人達の出入

りが多く、申立人を覚えていない。」と供述しており、申立人の勤務期間を特定するこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11301 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年５月１日から59年８月21日まで 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間の標準報酬月額が、実際の給与の総額よ

り低くなっている。確認できる資料は無いが、申立期間の標準報酬月額を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務していた申立期間の標準報酬月額が、当時、受け取っていた給与額よ

り低い額となっていると申し立てている。 

しかし、Ａ社の当時の事業主及び取締役４名のうち２名は既に死亡しており、ほか取締役２

名は、照会を行ったものの回答を得られず、申立期間に係る申立人の報酬月額及び厚生年金保

険料の控除について確認することができなかった。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立人が被保険者資格を取得した昭和57

年に被保険者資格を取得していることが確認できる従業員に申立期間当時の標準報酬月額につ

いて照会したところ、11名から回答があり、そのうち４名は、自身が受け取っていた給与額よ

り低い額となっているとしている。また、そのうち１名は、「会社が社会保険料の負担を抑え

るために意図的に実際の報酬額よりも低い標準報酬月額を届出していた。」と供述している。 

さらに、Ａ社が加入していたＢ厚生年金基金における申立人の標準報酬月額の記録は、オン

ライン記録と一致しており、社会保険事務所（当時）の事務処理に不自然さは見当たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申立期間に

ついて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11302 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和31年４月ごろから32年４月ごろまで 

高校を１年で中退した後に約１年間勤務した、Ａ駅前のＢ通りにあったＣ業を営む

Ｄ社の厚生年金保険の加入記録が確認できない。調査をして、加入記録の訂正をお願

いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社に係る事業所別被保険者名簿において、被保険者であったことが確認できる従業

員１名の供述から、期間は特定できないが、申立人が同社に勤務していたことは推認で

きる。 

しかし、オンライン記録では、当該事業所は、申立期間の後の昭和33年３月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっていることが確認できる上、48年３月に解散しており、

事業主の連絡先は不明であることから、申立人の申立期間当時における勤務実態や厚生

年金保険料の控除について供述を得ることができない。 

また、上記従業員は、「昭和30年ごろ、事業主から紙をもらった記憶があるが、厚生

年金保険に関することであったかどうかは分からない。また、申立期間当時、給与から

厚生年金保険料が控除されていたことも不明である。」と供述している。 

さらに、申立人は、Ｄ社の同僚等の氏名を覚えておらず、申立人の当該事業所におけ

る勤務状況や厚生年金保険の適用について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11303 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年８月２日から42年３月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤務してい

た時の同僚の氏名を記憶しているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、勤務期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業主も死亡し

ているため、申立期間当時の厚生年金保険の取扱い等について確認することができない。 

また、Ａ社に勤務していた複数の従業員は、「同社では入社後に見習期間があり、同

社において厚生年金保険に加入したのは、入社後一定期間経過してからであった。厚生

年金保険に加入する以前は、保険料を控除されていなかった。」と供述しているところ、

これらの従業員の厚生年金保険の資格取得日は、オンライン記録から、同社に入社した

と主張している時期から一定期間経過後になっていることが確認できる。 

さらに、雇用保険の記録について、申立人のＡ社における加入記録は確認できないが、

申立期間のうち、昭和41年３月25日から同年４月30日までの期間において、Ｂ社におけ

る加入記録が確認でき、申立人は、当該期間において同社に勤務していたことを認識し

ている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11306 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年１月から36年２月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無い。申立期間は結婚により姓が変わってからも勤務していたので、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

             申立人は、申立期間においてＡ社に勤務したと申し立てている。    

しかし、Ｂ社は、申立期間当時の資料を保管していないため、同社から申立人の申立

期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、申立人は、Ａ社で勤務していた同僚を記憶していない。そこで、同社に係る健

康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿により、申立期間に被保険者となっている従

業員 13 人に照会したところ、回答があった従業員９人のうち二人は申立人を記憶して

いたが退職日は覚えておらず、ほかの７人は申立人を明確に覚えていないことから、申

立人の申立期間における勤務実態について確認することができない。 

さらに、申立人は、「Ａ社に夫婦で勤務していたが、夫より早く辞めた。」と供述し

ているが、申立人の資格喪失日は昭和 32年１月１日であり、申立人の夫は 31年９月１

日に資格喪失しているところから、申立人の供述と夫の被保険者記録とは一致しない。 

加えて、申立人は、昭和 32 年ごろに結婚してＣ県Ｄ市に住んでいたとしているとこ

ろ、Ｂ社の創業者の娘で現在の事業主の妻は、「当時、会社はＥ県Ｆ市にあり、近くに

住んでいる人を採用しており、Ｄ市に住んでいる人を採用することは考えられない。ま

た、同社で 34 年５月１日に厚生年金保険の資格取得した同社の現在の事業主は申立人

を記憶していない。」としている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11307 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和33年７月から同年９月１日まで 

                         ② 昭和36年４月26日から同年６月１日まで 

             ③ 昭和44年１月から45年４月１日まで 

厚生年金保険の記録によれば、申立期間①、②及び③において加入記録が無い。し

かし、申立期間①及び②はＡ社に、申立期間③はＢ社（現在は、Ｃ社）にそれぞれ勤

務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の同僚の供述から、申立人が当該期間において同社に勤務

していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、既に適用事業所でなくなっている上、当時の事業主は死亡している

ことから、同社及び当該事業主から申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認することができない。 

また、昭和 33年及び 35年に入社したとする同僚及び従業員計３人が、入社してから

１か月から３か月後にＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を取得していることか

ら、同社では入社と同時に厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

申立期間②について、申立人は、当該期間においてＡ社に勤務していたと申し立てて

いる。 

しかし、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、当該期間に被保険者であったこと

が確認できる従業員４人及び同僚５人の計９人に照会したところ、回答があった５人全

員が申立人を記憶していたものの、当該期間に申立人が同社に勤務していたかどうか明

確に記憶しておらず、申立人の当該期間における勤務実態について確認することができ

ない。 

また、申立人は、当初、昭和 36 年７月までＡ社に勤務していたと申し立てていたが、



                      

  

同社の後に勤務した事業所で同年６月１日から雇用保険に加入していることが確認でき

ることから、当該期間を変更しており、申立人の同社における勤務期間の記憶は曖昧
あいまい

である。 

申立期間③について、申立人は、Ｂ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、事業所別被保険者名簿では、Ｂ社は昭和 45 年４月１日に厚生年金保険の適

用事業所となっており、当該期間は適用事業所でないことが確認できる。 

また、Ｂ社から商号を変更したＣ社は、当時の資料を保管していないことから申立人

の在籍が確認できなかったとしているため、同社から当該期間の申立人の勤務実態及び

厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、当時のＢ社の事業主は、同社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和

45 年４月１日からで、その前の期間は、社員が個人で国民年金に加入していたはずで

あると供述しており、当該事業主も新規適用事業所となる前は国民年金保険料を納付し

ていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11308 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年３月から36年１月まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

も同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

商業登記簿謄本によると、Ａ社は昭和 32 年８月＊日に解散しており、同社の事業主

が 33年８月 19日に同社と同一業種のＢ社を設立していることが確認できるところ、Ｂ

社で 36 年２月１日に厚生年金保険の資格を取得した以前から勤務していた従業員４人

が申立人を記憶していることから、期間は特定できないものの、申立人がＢ社に勤務し

ていたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社は厚生年金保険の適用事業所となった記録は

無く、Ｂ社は、昭和 36 年２月１日に適用事業所となっており、申立期間は両社とも適

用事業所でないことが確認できる。 

また、Ｂ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業主も死亡して

いることから、同社及び当該事業主から申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年

金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿により連絡先の判明した４人に照会したと

ころ、４人全員が、入社してから７か月から４年 11 か月後の同社が厚生年金保険の適

用事業所となった昭和 36 年２月１日に資格を取得しており、うち二人は適用事業所と

なる以前の厚生年金保険料控除については不明であると回答しており、ほかの二人は回

答を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚



                      

  

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11310 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録については、訂正する必要は認め

られない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年５月30日から40年11月30日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いが、同社に

は、昭和 40年 11月末ごろまで継続して勤務し、厚生年金保険料が控除されていた。

同社では社会保険事務を担当し、専務とか部長とか呼ばれたりしたが、名ばかり管理

職だったので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、Ａ社において社会保険事務を担当していた従業員の回答及び同社に係

る商業登記簿謄本により、申立人が申立期間において、同社に勤務していたことは推認

できるが、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が当時使用し

ていたとする「Ｂ」の名前は、昭和 39 年３月 10 日に被保険者資格を取得し同年５月

30日に被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

また、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除につい

て、申立人は控除されていたと主張しているが、給与明細書等を所持しておらず、他に

確認できる関連資料及び周辺事情も無いため、厚生年金保険料の控除を確認することが

できない。 

ところで、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判断していると

ころであるが、同法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）は、当該事業主

が厚生年金保険料の納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であった

と認められる場合には、記録訂正の対象とすることはできない旨規定されている。 

これについて、Ａ社の事業主は、「社会保険の手続や保険料の納付など社会保険に係

るすべての業務を申立人に任せていた。」と供述している上、同社の上記社会保険事務

を担当していた従業員は、「申立人に教わりながら、申立人と一緒に一般事務、社会保



                      

  

険関係の事務を申立人の指示により行っていた。」と供述している。 

また、申立人自身が「自分と上記社会保険事務を担当していた従業員を除いて、他に

社会保険事務を担当する者はいなかった。」と供述していることから、申立人は、申立

期間当時、Ａ社において、社会保険及び給与計算に係る事務に関与していたと認められ

る。 

以上のことから、仮に申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給与から控除さ

れていたとしても、申立人は、上記のとおり、特例法第１条第１項ただし書に規定され

る「厚生年金保険料の納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であっ

たと認められる場合」に該当すると認められることから、申立期間については、同法に

基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11311 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年３月７日から46年６月１日まで 

Ａ社（現在はＢ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無い。申立期間当時、妻は専業主婦であり、子供も３、４歳であったので長期間無収

入ということはあり得ず、同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和46年６月１日までＡ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、Ｂ社は、「申立人の名前を確認できたものの、申立期間当時の人事記録等の

資料を保管しておらず、申立人が当社に勤務した期間や厚生年金保険料の控除等につい

て確認できない。」と回答しているため、同社から申立人の申立期間における勤務状況

及び厚生年金保険の加入状況について確認することができない。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間において同社で厚生年金保

険に加入していたことが確認できる複数の従業員に、申立人の勤務状況等について照会

したところ、回答のあった複数の従業員のうち１名が申立人を記憶していたものの、申

立人がいつまで同社に勤務していたかを記憶していないため、同社の従業員から申立人

の申立期間における勤務状況及び厚生年金保険の加入状況について確認することができ

ない。 

さらに、Ｃ連合会から提出された厚生年金基金加入員台帳及びＤ厚生年金基金から提

出された異動記録マスター一覧では、Ａ社における申立人の被保険者資格喪失日は、昭

和 45 年３月７日と記録されており、上記被保険者名簿の資格喪失日と一致しているこ

とが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11314 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年９月１日から51年７月１日まで 

Ａ製作所に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

同製作所は有限会社だったと記憶しており、勤務していたことは確かなので、申立

期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ製作所の事業主及び同僚の供述により、期間は特定できないが、申立人がＡ製作所

に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ製作所は、オンライン記録及び適用事業所検索システムにおいて、

厚生年金保険の適用事業所となった記録が確認できない。 

また、事業主は、「Ａ製作所は個人事業所で、法人となったことは無く、当時従業員

は３人しか勤務していなかった。また、社会保険については雇用保険のみ加入してい

た。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11315 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年１月ごろから47年５月31日まで 

Ａ病院（現在は、Ｂ病院）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

同院には看護師として勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ病院に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、被保険者期間を有する複

数の同僚や従業員の供述から、期間は特定できないが、申立人が同院に勤務していたこ

とが推認できる。 

しかし、Ｂ病院は、「確認できる資料を保管していないことから、申立人の勤務状況

等について不明。」と回答している。 

また、申立期間当時のＡ病院における厚生年金保険の取扱いについては、複数の同僚

が、「社会保険は希望者のみ加入だった。」と供述しており、別の同僚は、「自分はＡ

病院に就職後、約５年間厚生年金保険には未加入だった。」と供述している。 

さらに、上記複数の同僚は、Ａ病院の当時の従業員数は 50 名から 100 名程であった

旨供述しているが、昭和 41 年３月末日現在で、健康保険厚生年金保険被保険者名簿か

ら確認できる被保険者数は 25 名であることから、同病院においては、同僚の供述どお

り、希望者のみ厚生年金保険に加入させる取扱いがなされていたものと考えられる。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は申立期間のうち、昭和 40 年 10 月から

45 年３月までの期間及び 46 年４月から 47 年３月までの期間において、国民年金保険

料の全額免除期間と記録されている。当時の免除申請について、申立人に再度確認した

ところ、「免除申請を行ったことは記憶している。Ａ病院に勤務して間もなく厚生年金

保険に切り替えたと思っていたが、国民年金に加入していたままだったかもしれな

い。」と回答している。 



                      

  

また、Ａ病院に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間において整理

番号の欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11316 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年11月から33年ごろまで 

    Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤務してい

たことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により住所が確認できた４名のうち、

回答のあった従業員１名は、「申立人の入社時期は不明だが、自身の勤務していた昭和

32 年５月１日から 33 年１月 31 日までの期間は一緒だった。」と供述していることか

ら、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、オンライン記録によれば、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭

和 30年 11月１日であり、申立期間の一部は適用事業所ではなかったことが確認できる

上、同社は既に解散しており、当時の事業主等と連絡が取れないことから、申立人の申

立期間における雇用形態や厚生年金保険料の控除等について確認することができない。 

また、上記従業員は、「自身の入社時の従業員数は 100名位であった。」と供述して

いるところ、上記従業員入社時の健康保険厚生年金保険被保険者名簿における被保険者

数は 11 人であることから、同社では従業員全員を厚生年金保険に加入させていたわけ

ではなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11317 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和32年７月から34年11月まで 

② 昭和36年４月から37年８月まで 

Ａ食堂に勤務していた申立期間①及びＢ食堂に勤務していた申立期間②に係る厚生

年金保険の加入記録が無い。両社に勤務していたことは確かなので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が勤務していたとするＡ食堂は、オンライン記録及び適用事

業所検索システムでは、厚生年金保険の適用事業所となった記録が確認できない。 

また、Ａ食堂の所在地を管轄する法務局に商業登記の記録が無く、同食堂の代表者を特定で

きない上、申立人は、当時の上司及び同僚の氏名を記憶しておらず、その連絡先は不明であり、

同食堂における申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

申立期間②について、申立人が勤務していたとするＢ食堂は、オンライン記録及び適用事業

所検索システムでは、厚生年金保険の適用事業所となった記録が確認できない。 

また、Ｂ食堂の所在地を管轄する法務局に商業登記の記録が無く、同店の代表者を特定でき

ない上、申立人は、当時の上司及び同僚２名の名字だけを記憶していることから連絡先が不明

であり、同店における申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11318 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年９月16日から53年２月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社にアルバイトガイ

ドとして勤務し、保険料は給与から控除されていたはずなので、厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社においてバスガイド指導係として新人教育を担当した従業員の供述、申立人が所

持する同社入社時（昭和 52年９月 16日）の写真及び昭和 53年２月 23日付け消印のあ

る乗客からの手紙の内容により、期間の特定はできないが、申立人が同社に勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、「アルバイト社員に係る当時の資料は保管しておらず、厚生年金保

険の適用状況について確認することができない。アルバイト社員は定着しないので、厚

生年金保険に加入させない場合があった。」と回答している。 

また、上記の指導係であった従業員は、「私は同社を定年で退職した後、６か月の期

間契約でアルバイトガイドとして同社に勤務したが、給与から控除されたのは税金のみ

で厚生年金保険料は控除されなかった。」と供述している。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿には申立人の氏名は確認できず、健康保険

証番号に欠番は見当たらないことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、Ａ社が加入しているＢ健康保険組合において、申立期間当時の資料は無く、

申立人の加入記録は確認できない。 

また、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚



                      

  

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11319 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年８月７日から同年９月７日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の加入

記録が無い。同社には平成４年５月１日に採用されてから５年９月６日まで勤務して

いたので、申立期間も厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び元従業員の文書回答から、申立人は、申立期間においてＡ社

に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ａ社の元事業主は、「申立人が退職したのは平成５年８月６日であり、

その日をもって資格喪失の手続をしたが、申立人との約束でその後１か月分の給料を支

払った。当時、厚生年金保険料は、給与の締め日である 20 日まで勤務した時に月給か

ら控除することとしており、８月 20 日までの給与を月給として支払った。また、この

時の保険料控除は翌月控除であるので、７月分の保険料を控除している。 

なお、８月 21 日から９月６日までの給与は、土・日曜日を除く実営業日の日割り計

算をして支払ったので、そこから保険料控除はしていなかったはずである。」と回答し

ている上、当時の経理担当者は、「Ａ社における給与の支払及び厚生年金保険料の控除

について、１日から 20 日までの間の途中で辞めた人の給与は日割計算となり、また、

保険料は控除しないこととしていた。なお、保険料控除は翌月控除であった。」と述べ

ていることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる事情は

見当らない。 

また、Ｂ社は、「平成６年４月８日にＡ社と合併しており、当時のＡ社に関する賃金

台帳等の資料が無いので、厚生年金保険料の控除及び納付について確認することができ

ない。」と回答していることから、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除の

有無を確認することができない。 



                      

  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11320 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年９月から49年２月まで 

Ａ社に勤務した申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間において

同社に勤務していたことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「知人の紹介により昭和 48 年９月からＡ社においてデザイナーとして勤

務し、49 年２月に退職した。申立期間において同社に勤務していたことは確かなので、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。」と主張している。 

しかしながら、Ａ社は、「被保険者台帳等の会社の資料を調べたが、申立人の記録は

無く、当時の状況の分かる者は在職していないので、不明である。」と回答している。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間当時に被保険者であったこと

が確認できる元従業員 30 人に文書照会をしたところ、21 人から回答があり、そのうち

二人は、「申立人を知っている。」と回答しているが、申立人の職種については、一人

は「経理」、一人は「不明」と回答していることから、申立人の申立期間当時の同社に

おける勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

さらに、申立人が同僚として名前を挙げた二人の従業員については、前述の被保険者

名簿に記載されておらず、これらの者から申立人の申立期間当時の同社における勤務実

態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

加えて、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録は確認できず、Ａ社の申立期

間当時の総務担当者は既に死亡しており、同社における社会保険の取扱いを確認できな

い。 

なお、Ａ社の元従業員の一人は、「デザイナーだけ、Ｂ社という別会社であった。」

と述べていることから、Ｂ社について調査したが、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿に

申立人の記録は無く、あわせて、同社に係る事業所別被保険者名簿から申立期間当時に



                      

  

被保険者であったことが確認できる元従業員 16 人に文書照会をし、11 人から回答を得

たが、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができなかっ

た。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11321 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和38年２月１日から39年10月２日まで 

Ａ新聞Ｂ販売店に勤務した申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間はＡ新聞Ｂ販売店に勤務し給与から厚生年金保険料を控除されていたと思うの

で、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間においてＡ新聞Ｂ販売店に勤務し、給与から厚生年金保険料

を控除されていた。」と主張している。また、申立人の給与から厚生年金保険料が控除

されていたと主張する根拠について、申立人は、「Ａ新聞Ｂ販売店に勤務する条件とし

て、３点セット（失業保険、健康保険及び厚生年金保険）が必要である旨を販売店の奥

さんに伝えた。」からであるとし、さらに、申立人は、「Ａ新聞Ｂ販売店を辞めた後に

失業保険をもらった。」と述べている。 

しかしながら、Ａ新聞Ｂ販売店について、オンライン記録により法人を含む類似名

称で事業所名検索を行ったが、該当する適用事業所は無い。 

また、Ａ新聞社によると、「昭和 38、39 年当時、Ｃ地区については、個人店主であ

る新聞販売店の従業員に対して社会保険の加入を推進するため、各販売店を統括する組

織を置いていたが、Ｂ販売店のあるＤ地区は束ねる組織が無かったため、社会保険に加

入していた販売店は無かった可能性が高い。」とし、同新聞社は、「現在の記録では、

当時のＢ販売店店主が別の場所で販売店を続けていることは無く、廃業店については、

資料が残っていない。」としている上、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録

は無い。 

さらに、現在のＡ新聞Ｂ販売店の従業員は、「申立期間当時の同店は、今とは別の

場所にあったが、現在は無く、店主も現在の店主とは別の人であった。また、申立期間

当時の資料は無い。」と述べている。 



                      

  

加えて、申立人は、申立期間当時のＡ新聞Ｂ販売店の店主名を姓のみしか記憶して

おらず、また同僚の名前も覚えていないため、これらの者からＡ新聞Ｂ販売店における

申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11322 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和29年２月５日から同年７月１日まで 

             ② 昭和29年12月 31日から30年２月５日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間①及びＣ問屋連盟に勤務した申立期間②

について、厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間について、厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ｂ社から提出されたＡ社の社員名簿により、申立人はＡ社に

昭和 29 年２月 26 日に採用されたことが確認でき、また、同社員名簿の退職の欄に

「29」と記載があることから、Ｂ社の人事担当者は、「申立人は、月日は不明だが昭

和 29 年中に退職した。」と回答している上、申立人から提出された履歴書には、Ａ

社に同年２月５日に入社し、同年７月１日に退社したと記載されていることから、申

立人は、期間が特定できないものの、同社に勤務していたことがうかがわれる。 

しかしながら、Ａ社の社員名簿から、申立人と同じ昭和29年２月26日に採用され

た他の従業員９人について、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により厚

生年金保険の加入記録を調査したところ、８人は厚生年金保険の資格取得日が同年６

月１日であり、残りの一人は同資格取得日が同年 10 月１日であることが確認できる

上、当該被保険者名簿には、健康保険番号に欠番は無く、訂正等の不自然な記載は見

当たらない。 

また、Ｂ社の人事担当者は、「昭和 25 年入社の社員が、３か月の試用期間があっ

たと言っていることから、申立期間当時は３か月の試用期間があったと思われる。」

と回答している。 

さらに、申立人と同日採用の従業員５人に文書照会を行い、そのうち３人から回答

があり、自身の試用期間については、「２か月から３か月の試用期間があった。」と



                      

  

回答し、うち一人から申立期間当時の給与明細書の提出があって、それによると、入

社３か月目までの給与（昭和 29 年３月から５月給与）には社会保険料の控除が無く、

４か月目の給与に「健保年金」保険料が控除されていることが確認できる。 

なお、申立人の退職日は不明であるが、履歴書に退職日が昭和 29 年７月１日と記

載されていることから、早期に退職していることがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険の控除について、確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人から提出された履歴書には、Ｃ問屋連盟に昭和 29 年

10月１日に入社し、30年２月５日に退社したと記載されている。 

しかしながら、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳及びＣ問屋連盟に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人は、同社の厚生年金保険の被保険者資

格を昭和29年12月31日に喪失していることが確認できる。 

また、オンライン記録から、申立期間②にＣ問屋連盟に在籍し住所の判明した元従

業員二人に文書照会を行い、一人から回答があり、その元従業員は、「申立期間②当

時、Ｃ問屋連盟には女性が３人から４人いたが、名前を覚えていないので申立人につ

いてよくわからない。」と回答している。 

なお、Ｃ問屋連盟は昭和 40 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

いる上、申立期間②当時の代表者は死亡し、後任の代表者については住所が判明せず、

これらの者から同社における申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除等について

確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険の控除について、確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は申

立期間①及び②において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11323 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年９月30日から同年10月１日まで 

    Ａ社（その後、Ｂ社に社名変更。）に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年

金保険の加入記録が無い。同社には平成２年９月 30 日まで勤務していたので、申立

期間も厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び元同僚の回答により、申立人が申立期間においてもＢ社に勤

務していたことが認められる。 

しかし、Ｂ社は、既に廃業しており、元事業主は、「当時の資料等を保有していない

ため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除については不明である。」と回答し

ているものの、申立期間当時、社会保険事務を担当していた前述の元同僚は、「退職月

の厚生年金保険の取扱いについて、保険料は翌月控除のため、同月内に脱退手続を行い、

給与からは前月分の保険料のみを控除し、退職月に係る保険料は控除していなかっ

た。」と回答している。 

また、Ｂ社に係る被保険者記録照会回答票により、申立期間を含む前後約５年間に被

保険者資格を喪失している 40 人の従業員の記録を調べたところ、そのうちの３人が月

中に、32人が月末に資格を喪失していることが確認できる。 

なお、残りの５人については、月初に資格を喪失しており、これらの者に退職月の厚

生年金保険料の控除について文書照会したところ、３人から回答があり、そのうちの二

人は、「退職月も厚生年金保険の加入期間としたいので、会社に依頼して、月初の資格

喪失としてもらい、退職月の給与から２か月分の厚生年金保険料を控除してもらっ

た。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる関

連資料や周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11326 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年11月ごろから28年４月ごろまで 

    厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申立期間について加入記録が無

い旨の回答をもらった。申立期間はＡ基地で消防隊員として勤務していたので、当

該期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、Ａ基地で消防隊員として勤務していたと申し立ててい

る。 

しかし、Ａ基地に係る雇用管理の業務を引き継いだＢ局Ｃ事務所保管の連合国軍関係

常傭使用人登録票では、申立人が申立期間においてＡ基地に雇用されていたことを確認

することができない。 

また、当時、Ａ基地に勤務する日本人労働者の労務管理を行っていたＤ労務管理事務

所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿で厚生年金保険の被保険者記録が

確認できる複数の従業員に申立人の勤務状況等を照会したが、申立人を記憶している者

はいなかった。 

さらに、申立人は、申立期間当時の同僚等の氏名を記憶していないため、申立期間当

時の勤務状況について確認することができない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11327 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年６月１日から33年12月１日まで 

申立期間当時は脱退手当金の制度を知らなかったし、受け取った記憶も無いので、

脱退手当金を受け取っていないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人の厚生年金保険被保

険者台帳には、脱退手当金が支給決定されたとする昭和37年11月29日の直前の同年10月

に脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を社会保険庁（当時）から当該

脱退手当金を裁定した社会保険事務所（当時）へ回答したことが記録されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は申立期間に係る事業所を退職後、任意加入期間ではあるものの昭和61

年４月まで国民年金に加入していないことから、年金に対する意識が高かったとは考え

難い上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11329 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、労働者年金保険又は厚生年金保険の被保険者として労

働者年金保険料又は厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和16年４月１日から17年６月21日まで 

② 昭和18年６月21日から19年３月31日まで 

③ 昭和23年４月１日から26年２月１日まで 

昭和 16 年４月１日から 19 年３月 31 日までＡ社（現在は、Ｂ社）のＣ工場に勤務

したが、申立期間①及び申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。また、Ｄ組合

には 23 年４月１日から勤務していたにもかかわらず、申立期間③の厚生年金保険の

加入記録が無い。各申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人と同時期にＡ社に入社したとしている同僚３人の供述

から、申立人が当該期間に同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、厚生年金保険法（昭和 19年法律第 21号）の施行前における労働者年

金保険法（昭和 16年法律第 60号）において、昭和 17年５月 31日までは保険料徴収の

施行準備期間であることから、申立期間のうち、16 年４月１日から 17 年５月 31 日ま

での期間は、労働者年金保険の被保険者期間として算入されない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿及び申立人の厚生年金

保険被保険者台帳により、申立人の被保険者資格取得日は昭和 17年６月 21日と記録さ

れていることが確認できる。 

申立期間②については、Ａ社のＣ工場の同僚二人の供述から、申立人が当該期間のう

ち期間は特定できないものの同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、被保険者資格喪失日が昭和

18 年６月 21 日と記載され、その原因として、労働者年金保険の被保険者に該当しない

職種であることを示す「職員」の記載がされており、申立人と同じ建物内で従事してい



                      

  

た上記の同僚二人についても同様に、各々の厚生年金保険被保険者台帳において、被保

険者資格喪失日が同年６月 21 日で、原因が「職員」と記載されていることが確認でき

る。 

また、Ｂ社は、申立人に係る人事記録等の資料を保存しておらず、申立人の当該期間

における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について同社から確認することができない。 

申立期間③については、Ｄ組合に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

同組合が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 26 年２月１日であり、当該期間

は適用事業所となっていない期間である。 

また、上記名簿によると、申立人と同じ昭和 26 年２月１日に被保険者の資格取得を

している者が４人確認できるが、これらの者は死亡又は連絡先が不明のため、Ｄ組合に

おける当該期間当時の申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて照会するこ

とができない。 

さらに、Ｄ組合の合併後のＥ組合では、当該期間当時の資料の保管はなく、申立人の

当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除について確認することができない。 

このほか、申立人の各申立期間における労働者年金保険料又は厚生年金保険料の控除

について、確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が労

働者年金保険又は厚生年金保険の被保険者として、各申立期間に係る労働者年金保険料

又は厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

東京厚生年金 事案11333（事案4341再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和30年８月から34年３月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者委員会に申し

立てたところ、同委員会から、申立内容の確認ができる資料が無いなどの理由により、

記録訂正を行うことができないと通知があった。 

しかし、勤務していたことは確かであり、判断に納得できないため、新たな資料や

情報は無いが、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたと申し立てているＡ社は、申立期間において厚生年金保険の適

用事業所としての記録が確認できない。 

また、当時の事業主は死亡しており、現在の事業主においても、当時の資料等を保管

しておらず、申立人の厚生年金保険料の控除について分からないとしていることから、

申立期間における勤務が確認できなかった。 

以上の理由から、申立期間について、既に平成 21年 10月７日付けで当委員会の決定

に基づく年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は上記通知に納得できず、申立期間にＡ製作所に勤務していたこ

とは確かであると主張しているが、新たな資料等の提出は無く、この他に当初の決定を

変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11334 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年６月から45年１月21日まで 

Ａ社での厚生年金保険の被保険者期間は、昭和 45 年１月 21 日から 46 年 10 月 21

日までの期間で確認されているが、同社では 43 年６月から勤務していたので、申立

期間もＡ社での被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社において一度だけ勤務した旨主張しているが、雇用保険の加入記録及びオン

ライン記録によると、申立期間のうち、昭和43年７月９日から同年９月30日までの期間及び

44年１月７日から同年５月 26日までの期間について、Ｂ社に勤務していることが確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により申立期間当時に厚生年金保険に

加入していることが確認できる複数の従業員に照会したところ、連絡の取れた２名は、「Ａ社

では試用期間は無く、入社と同時に厚生年金保険に加入していた。また、申立人の名前を覚え

ているが勤務期間までは覚えていない。」と供述している。 

さらに、Ａ社の管轄法務局では商業登記簿及び閉鎖登記簿は保存されていないことから、当

時の事業主の連絡先も不明のため、申立人の勤務状況や厚生年金保険の加入状況等について確

認できない。 

加えて、申立人が記憶しているＡ社の同僚は、申立人が同社に勤務していたことを記憶して

いるものの、申立人の申立期間における厚生年金保険の取扱いについては分からない旨供述し

ている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金保

険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11335 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和40年３月１日から41年７月24日まで 

② 昭和42年４月26日から同年９月26日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、各申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。各申立

期間も勤務していたと記憶しているので、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の当時の事業主は、「申立人が在籍していたことは記憶しているが、資料が保存

されておらず、申立人の勤務期間及び厚生年金保険の取扱いについては分からない。」

と供述している。 

また、Ａ社で申立期間に勤務していた総務担当の同僚は、「自分は昭和 41 年２月 14

日に入社したが、申立人は自分より後に入社したことを記憶しており、申立人は１年も

勤務していなかったと思われる。社会保険の手続に間違いがあるとは思えず、厚生年金

保険と雇用保険の記録が一致しているなら、申立人はその期間しか勤務していないと思

う。」と供述している。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間①及び②当時に厚生年金

保険に加入していることが確認できる複数の従業員に照会したところ、連絡の取れた５

名はいずれも申立期間の申立人の勤務の実態や厚生年金保険の加入状況等は分からない

旨供述している。 

加えて、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は、同社の厚生年金保険の被保険

者期間と同じ昭和 41年７月 24日から 42年４月 25日までの期間で確認できるほか、申

立期間①のうち昭和 40年９月１日から同年 12月１日までの期間では、同社とは別会社

であるＢ社で加入記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認で



                      

  

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11336 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者資格喪失日に係る記録については、

訂正する必要は認められない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年４月20日から49年７月１日まで 

Ａ社（昭和 51 年９月 25 日にＢ社へ商号変更）の代表取締役として昭和 36 年４月

の設立から平成 17 年８月の解散まで勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険

の加入記録が無い。 

昭和 40 年８月より健康保険組合に加入していたので、申立期間も被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和 36年４月の会社設立時から平成 17年８月の解散時まで、Ａ社の代表取

締役であった旨供述しており、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿の「事業主又は代表者

氏名」欄に申立人の氏名が記載されていることから、同社の申立期間に係る商業登記の

記録からは確認できないものの、申立人は申立期間にＡ社の代表取締役であったことが

推認できる。 

また、Ａ社が加入していたＢ健康保険組合の健康保険資格証明書により、申立人が申

立期間に健康保険に加入していたことが確認できる。 

しかし、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人は昭和 47年４月 20日に

厚生年金保険の被保険者資格を喪失したことが記載されており、さかのぼった処理は無

く、社会保険事務所（当時）の処理に不自然さは見られない。 

また、申立人は、「Ａ社に係る社会保険の届出事務は、妻である経理担当取締役に任

せていた。」と主張しているが、代表取締役である申立人が同社において社会保険の届

出等に権限を有し、給与からの保険料の控除及び社会保険事務所に対する保険料の納付

についても知り得る立場であったと考えるのが相当である。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）は、当該事業主が厚



                      

  

生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であった

と認められる場合については、記録訂正の対象とすることはできない旨が規定されてい

る。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、申

立期間当時の保険料控除を確認できる資料を保有していないものの、仮に、申立期間に

ついて、申立人に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたとしても、

Ａ社の代表取締役であった申立人は、上述のとおり特例法第１条第１項ただし書きの規

定により、「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であった

と認められる場合」に該当すると認められることから、申立期間については同法に基づ

く記録訂正の対象とすることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11337 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和41年３月ごろから同年７月1日 

             ② 昭和42年１月16日から同年４月１日 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無

い。中学校卒業後担任の先生の紹介で同社に就職し、高校受験の際は休ませてもらっ

たが、高校に入学するまで勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の当時の事業主や申立人が記憶していた同僚は、既に死亡しており、申立人の申

立期間①及び②の同社における勤務状況について確認することができない。 

また、Ａ社の現在の事業主は、「申立期間当時の人事記録等の資料を保管しておらず、

申立人が当社に勤務した期間や保険料の控除等について確認できない。」と供述してい

る。 

さらに、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は、資格取得日が昭和 41 年７月

１日、離職日が 42 年１月 16 日と記録され、厚生年金保険の被保険者資格の記録と一致

している。 

加えて、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間①及び②に被保険者であ

ったことが確認できる従業員に、申立人の同社における勤務状況等について照会したが、

連絡の取れた６名全員が申立人を記憶していなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11340 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年７月１日から平成12年７月31日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には昭和 59 年７

月から継続して勤務し、申立期間中、厚生年金保険料が給与から控除されていたはず

なので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社の元オーナーによる「時期ははっきりしないが、申立人

が当社に勤務していた記憶はある。」旨の供述から判断すると、申立人が申立期間の一

部期間において同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社は、オンライン記録によると、厚生年金保険の適用事業所であっ

たことが確認できない。 

また、Ａ社の当時の代表者は、「申立期間当時、当社は厚生年金保険に加入していな

いことから、自分で国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していた。」旨供述して

いる。 

さらに、申立人は、「Ａ社の同僚は誰も覚えておらず、上司は死亡している。」旨供

述していることから、従業員への照会ができず、同社における申立人の申立期間に係る

勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない上、申立人は、

「当時、Ａ社から健康保険証を受領した記憶は無い。」旨供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11341 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和41年１月22日から43年１月５日まで 

             ② 昭和43年９月５日から44年４月５日まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①及びＢ社に勤務した期間のうちの申立期間

②の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間中、それぞれの会社に継続して勤務し、

厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、申立期間①及び②について厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社の複数の元従業員による「時期は不明だが、申立人を覚

えている。」旨の供述から判断すると、期間の特定はできないが、申立人が同社に勤務

していたことは推認される。 

しかしながら、Ａ社の当時の代表者は既に死亡し、社会保険担当者は所在不明である

ため、同社における申立人の申立期間①に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いにつ

いて確認することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会

したが、「入社後、すぐには、厚生年金保険に加入しなかった。」旨供述しているなど、

申立人が申立期間①において厚生年金保険被保険者として保険料控除されていたことを

確認することができなかった。 

また、Ａ社が加入する厚生年金基金の加入記録によると、申立人の資格取得日は昭和

43 年１月５日、資格喪失日は同年７月 20 日となっており、オンライン記録による厚生

年金保険の被保険者記録と一致していることが確認できる。 

申立期間②については、Ｂ社の複数の元従業員による「時期は分からないが、申立人

を覚えている。」旨の供述から判断すると、期間の特定はできないが、申立人が同社に

勤務していたことは推認される。 



                      

  

しかしながら、Ｂ社の人事担当者は、「当時の人事記録等の書類は残っておらず、ま

た、当時の代表者は既に死亡し、社会保険担当者は所在不明であることから、申立人の

当社における勤務実態及び社会保険の届出、保険料納付に係る事実は確認できなかっ

た。」旨供述しており、同社における申立人の申立期間②に係る勤務実態及び厚生年金

保険の取扱いについて確認することができない。 

そこで、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会

したが、「入社後、すぐには、厚生年金保険に加入しなかった。」旨供述しているなど、

申立人が申立期間②において厚生年金保険被保険者として保険料控除されていたことを

確認することができなかった。 

また、Ｂ社が加入する厚生年金基金の加入記録によると、申立人の資格取得日は昭和

44 年４月５日、資格喪失日は 45 年３月 20 日となっており、オンライン記録による厚

生年金保険の被保険者記録と一致していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間①

及び②について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11342 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： ① 昭和24年10月５日から25年６月１日まで 

② 昭和25年６月１日から26年５月１日まで 

Ａ社のＢ事業所に勤務した申立期間①及びＣ事業所に勤務した申立期間②の厚生年

金保険の加入記録が無い。申立期間中、それぞれの事業所に継続して勤務し、厚生年

金保険料が給与から控除されていたはずなので、申立期間①及び②について厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社の複数の元従業員は「申立人を覚えていない。」旨供述

していることから、申立人が当該期間において同社に勤務していたことが確認できない。 

また、Ａ社の当時の代表者は所在不明であり、申立人が記憶する元上司及び同僚は所

在不明又は死亡していることから、同社における申立人の申立期間①に係る勤務実態及

び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会し

たが、申立人が申立期間①において厚生年金保険被保険者として保険料控除されていたことを

確認することができなかった。 

また、申立人は、「当時、Ａ社のＢ事業所に係る厚生年金保険の手続は本社で一括し

て行っていた。」旨供述しているが、複数の元従業員は「同事業所が本社一括適用であ

ったか分からない。」旨供述している。 

さらに、申立人は、「Ｄ県に所在するＡ社のＢ事業所に勤務した。」旨供述している

ところ、適用事業所名簿によると、同県において、同社の事業所はＤ支店となっており、

同支店は、昭和 25年５月１日から 27年９月１日までの期間において、厚生年金保険の

適用事業所であったことが確認できるものの、同支店に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿によると、申立人が被保険者であったことは確認できない。 



                      

  

申立期間②については、Ａ社の複数の元従業員は「申立人を覚えていない。」旨供述

していることから、申立人が当該期間において同社に勤務していたことが確認できない。 

また、Ａ社の当時の代表者は所在不明であり、申立人が記憶する元上司及び同僚は所

在不明又は死亡していることから、同社における申立人の申立期間②に係る勤務実態及

び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会し

たが、申立人が申立期間②において厚生年金保険被保険者として保険料控除されていたことを

確認することができなかった。 

また、申立人は、「当時、Ａ社のＣ事業所に係る厚生年金保険の手続は本社で一括し

て行っていた。」旨供述しているが、複数の元従業員は「同事業所が本社一括適用であ

ったか分からない。」旨供述している。 

さらに、申立人は、「Ｅ県に所在するＡ社のＣ事業所に勤務した。」旨供述している

が、適用事業所名簿によると、同県において、同社の事業所は、厚生年金保険の適用事

業所であったことが確認できない。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間①及び②の前後

の期間において、厚生年金保険被保険者であった者のうち、申立人を除く５人の従業員は、申

立人と同様に、昭和 24年10月５日に被保険者資格を喪失し、そのうち３人が 26年５月１日

に同社において再度資格を取得していることが確認でき、同社では、一部の従業員に対して、

一時期、厚生年金保険の被保険者資格を喪失させていたことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間①

及び②について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11343 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年９月７日から64年１月５日まで 

Ａ病院（現在は、Ｂ病院）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入

記録が無い。同病院には昭和 63 年９月から継続して勤務し、申立期間中、厚生年金

保険料が給与から控除されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ病院の複数の元従業員による「申立人がいつごろから当病院に在籍していたのか覚

えていないが、当時、一緒に勤務していた。」旨の供述から判断すると、期間の特定は

できないが、申立人が同病院に勤務していたことは推認される。 

しかしながら、Ｂ病院の現在の事務長は、「当病院には既に当時の人事記録等は残っ

ておらず、また、当時の事務長及び社会保険担当者が所在不明であるため、申立人の当

病院における勤務実態及び社会保険の届出、保険料納付に係る事実確認はできなかっ

た。」旨供述しており、同病院における申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金

保険の取扱いについて確認することができない。 

そこで、Ａ病院に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照

会したが、「当時、当病院では、全員が厚生年金保険に加入していなかった。」旨供述

しているなど、申立人が申立期間において厚生年金保険被保険者として保険料控除され

ていたことを確認することができなかった。 

また、Ａ病院が加入する健康保険組合の加入記録では、申立人の資格取得日は、昭和

64 年１月５日となっており、オンライン記録による厚生年金保険被保険者の資格取得

日と一致していることが確認できる上、同病院において申立人と同職種であったとされ

る複数の元従業員は、オンライン記録によると、申立人と同様、実際の入職日から一定

期間経過後に厚生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認できる。 



                      

  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11347      

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女        

基礎年金番号 ：          

生 年 月 日 ： 昭和33年生            

住    所 ：        

                              

２ 申立内容の要旨        

申 立 期 間 ： 昭和57年７月31日から同年８月１日まで 

    Ａ社(現在は、Ｂ社)に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。同社には、

昭和 57年７月 31日まで継続して勤務していたので、申立期間について、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＢ社から提出された「回答書」から、Ａ社における申立人の

退職日は、昭和 57年７月 30日であることが確認でき、申立期間の勤務は確認できない。 

また、Ｂ社は、「Ａ社では、申立人の給与から、昭和 57 年７月の厚生年金保険料を

控除していない。」と回答している上、厚生年金基金の加入記録では、資格喪失日は、

昭和 57年７月 31日と記録されており、オンライン記録の厚生年金保険の資格喪失日と

一致している。 

このほか、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11348 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年５月ごろから58年10月ごろまで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤務していたこ

とは確かなので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間にＡ社に勤務していた同僚一人の回答から、期間は特定できないものの、申立人が

同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は、昭和52年９月30日に

厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間は、厚生年金保険の適用事業所ではな

いことが確認できる。 

また、Ａ社の当時の事業主は死亡しており、申立期間当時、同社の事務全般を担当していた

事業主の妻は、当時の関係資料を保管しておらず、申立人の勤務状況、厚生年金保険料の控除

状況については不明である旨回答しており、保険料控除が確認できない。 

さらに、申立人が記憶している同僚４人は、いずれもＡ社に係る事業所別被保険者名簿に氏

名の記載が無く、その連絡先が不明であることから、供述を得ることができない。 

加えて、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった後も継続して勤務していた従業員二

人は、｢同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった後は、厚生年金保険料を控除されてい

なかった。｣と供述しており、いずれも同社が適用事業所でなくなった後の期間について、国

民年金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11349 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨      

申 立 期 間 ： 平成９年８月30日から同年９月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。平成９年

８月 31 日まで同社に継続して勤務し、同年９月１日に同社から関連会社であるＢ社

に異動しているので、Ａ社における資格喪失日を同日に訂正し、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

                                    

第３ 委員会の判断の理由   

雇用保険の記録では、申立人の離職日は平成９年８月 29 日であり、オンライン記録

と一致していることが確認できる。 

また、Ａ社は既に解散しているが、申立期間当時に同社の給与・厚生年金保険の手続

を代行していたＢ社によると、「申立人の雇用期間は、平成９年８月 29 日までであ

る。」と回答している。 

さらに、Ｂ社における申立期間当時のＡ社に係る給与・厚生年金保険事務担当者は、

「申立人のＢ社への入社経緯は人事異動ではなく、Ａ社の清算に伴う移籍である。また、

同社の平成９年８月の最終営業日は29日であった。」と供述している。 

加えて、申立人と同日にＡ社における厚生年金保険の被保険者資格を喪失した従業員

10 人のうち、９人に勤務状況を照会したところ、４人から回答があったが、いずれも

申立期間の勤務を確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11350 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨      

申 立 期 間 ： 平成９年８月30日から同年９月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。平成９年

８月 31 日まで同社に継続して勤務し、同年９月１日に同社から関連会社であるＢ社

に異動しているので、Ａ社における資格喪失日を同日に訂正し、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

                                    

第３ 委員会の判断の理由   

雇用保険の記録では、申立人の離職日は平成９年８月 29 日であり、オンライン記録

と一致していることが確認できる。 

また、Ａ社は既に解散しているが、申立期間当時に同社の給与・厚生年金保険事務手

続を代行していたＢ社によると、「申立人の雇用期間は、平成９年８月 29 日までであ

る。」と回答している。 

さらに、Ｂ社における申立期間当時のＡ社に係る給与・厚生年金保険事務担当者は、

「申立人のＢ社への入社経緯は人事異動ではなく、Ａ社の清算に伴う移籍である。また、

同社の平成９年８月の最終営業日は29日であった。」と供述している。 

加えて、申立人と同日にＡ社における厚生年金保険の被保険者資格を喪失した従業員

10 人のうち、９人に勤務状況を照会したところ、４人から回答があったが、いずれも

申立期間の勤務を確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11351 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月１日から同年７月１日まで 

申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間は、Ａ社に正社員として勤務

したので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された労働者名簿から、申立人が平成３年４月１日から同社に勤務して

いたことは確認できる。 

しかしながら、Ａ社は、「申立期間当時の給与は、当月控除である。」と回答してい

るところ、同社から提出された申立人の平成３年４月分から同年６月分までの賃金台帳

によると、申立期間の厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

また、上記労働者名簿において、「４月１日より試用期間３か月」と記載されており、

これについて、Ａ社の事業主は、「試用期間は、厚生年金保険に加入させず、同保険料

を控除することはなかった。」と回答している。 

さらに、申立期間当時、Ａ社に勤務していた従業員 10 人に申立期間の勤務状況等に

ついて照会した結果、７人から回答があり、いずれも「同社では３か月間の試用期間が

あり、当該期間は厚生年金保険料を控除されていなかった。」と回答している。       

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11353                   

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月１日から37年３月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間の厚生年金保険の標準報酬月額の記録を確認したところ、

申立期間の標準報酬月額の記録が支給された給与額より過小に届け出られているので

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における厚生年金保険の標準報酬月額が、昭和 36 年４月から同年９

月までは２万円、同年 10月から 37年２月までは２万 2,000円となっているが、同社に

おける初任給は２万 8,000円を支給され、６か月間の研修終了後に同社Ｂ事務所に配属

され２万8,000円の給与を支給されたと主張している。 

しかし、申立人は、上記給与支給額を確認できる給与明細書等を所持していないため、

申立期間当時、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除の事実に

ついて確認することはできない。 

また、Ａ社は、申立期間当時の人事資料及び給与関係資料が保存されていないため、

申立人に支給していた給与の額等は確認できない旨回答していることから、同社におい

て、申立期間当時、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除の事

実について確認することはできない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の標準報酬月額

等の記載内容に不備や、さかのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形跡は認められな

く、当該被保険者名簿に不自然さは見当たらない。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同じ昭和

36 年４月１日に厚生年金保険の資格を取得した 540 人のうち、申立人と同年代の資格

取得者 213 人の標準報酬月額は２万円となっており、そのうち、同年 10 月の定時決定



                      

  

時の標準報酬月額について、申立人と同額の２万2,000円と記録されている者は 160人

いることが確認できる。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主による控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人がそ

の主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11354                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成８年10月 1日から９年２月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際の給

与額と相違していることが分かった。そのため、申立期間の標準報酬月額を正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務していた申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほし

い旨申し立てている。 

しかしながら、Ａ社から提出された被保険者標準報酬決定通知書では、申立期間の標

準報酬月額は18万円として届け出られており、オンライン記録と一致している。 

また、申立人から提出されたＡ社の給与が振り込まれている申立人名義の普通預金通

帳の写しには、報酬月額の総額が記載されておらず支給手取り額のみの記載となってお

り、そのほか、申立人は給与明細書等の厚生年金保険料控除額が確認できる資料は保有

していないため、申立人の申立期間の給与から申立人の主張する標準報酬月額（24 万

円）に相当する厚生年金保険料が控除されていたことが確認できない。 

さらに、事業主より、申立人の給与から申立人の主張する標準報酬月額（24 万円）

に相当する社会保険料が控除されたことを示す資料は提出されなかった上、事業主は、

申立人の給与からは標準報酬月額 18 万円に相当する厚生年金保険料を控除している旨

回答している。 

加えて、Ａ社に係る申立期間中のオンライン記録では、申立人の厚生年金保険の記録

は、さかのぼって訂正が行われた形跡は無く、不自然さは見当たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 


